
第 4 次三島市総合計画前期基本計画案 

 



 



Ⅰ 健康・福祉を育むまちづくり

施策名 施策項目 担当部署名

基本方針

地域が支える福祉活動の推進 地域福祉 福祉総務課1 民生部

政策企画課企画部

安心できる医療体制の確保 地域医療 健康増進課2 民生部

生涯を通した健康づくりの推進 健康 健康増進課3

健全な心身を育む食育活動の推進 食育 健康増進課4

子どもを産み育てやすい環境の整備 子育て 子育て支援課5

高齢者の生きがいと自立の支援 高齢者福祉 長寿介護課6

障害のある人を支える環境の充実 障害者福祉 障害福祉課7

暮らしを守る保険・生活保障制度の運用 国保・年金 保険年金課8 環境市民部

健康増進課民生部

福祉総務課
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１ 現状と課題 

・全国的に少子高齢化が進展しているなか、核家族化が進み、家族の絆が弱まりつつあります。また、

ライフスタイルや人々の意識の変化などにより、地域での助け合いという社会的な繋がりが希薄化し

ています。 

・このような社会状況のなか、すべての市民が安心して暮らすことができるよう、地域住民がお互いに

助け合う仕組みづくりや市民一人ひとりの自主的な福祉活動を促進する必要があります。 

・市民によるボランティア活動を活発にするためには、活動場所の確保、活動に関する情報の共有や人

材の育成が必要となっています。 

・ユニバーサルデザイン＊の考えによる誰もが暮らしやすい社会づくりの重要性はますます高まってい

るため、ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりや一層の普及啓発が必要となっています。 

・地域福祉サービスの維持や向上を図るためには、地域福祉活動を支える社会福祉協議会や福祉ボラン

ティア団体などの運営や活動を支援する必要があります。 

・高齢者のみの世帯や障害のある人など、災害時に支援を必要とする人は増加していることから、この

ような災害弱者を迅速かつ的確に避難させることができる体制づくりが求められています。 

・高齢者福祉や子育て支援、障害者福祉などを包括した地域福祉計画に基づき、各福祉施策との連 

携を図り、地域福祉を進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

地域の人が支え合い、助け合いながら地域における社会福祉の向上を図り、誰もが安心して暮らせる

地域社会を構築すること。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

福祉関係のボランティア団体数 61 団体 70 団体 

三島市社会福祉協議会・三島市民活

動センター登録の福祉・災害援助活

動のボランティア団体数 

近所に困ったときに助け合うこ

とができる人がいる市民の割合 
― 50.0％ 

市民意識調査で「助け合うことがで

きる人がいる」と答えた人の割合 

４ 施策の方向 

  (1) 福祉のまちづくりの推進 

① 地域福祉計画の推進 

・福祉サービスの利便性の向上や充実を図るとともに、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる

第１項 健康・福祉を育むまちづくり 

健康・福祉を育むまち

づくり 

 

1 地域が支える福祉活動の推進 〈地域福祉〉 

近所の方との付き合いの程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 Ｈ21 三島市地域福祉計画策定アンケート調査 

福祉・災害関係のボランティア登録団体数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料 三島市民活動センター、三島市社会福祉協議会 

現行計画 Ｐ14 

67.9 17.1

2.2 1.4 2.5 4.3 0.8 3.6

0 25 50 75 100 （％）

ほとんど顔も知らない

顔は知っているが声をかけたこともない

顔を合わせればあいさつする

留守の時に荷物を預かったりする
困った時に助け合うことができる

家族ぐるみで親交をもち、時々家を行き来する

その他
無回答

年度

三島市民活動
センター（健
康・福祉・医
療・災害救助
関係団体）

三島市社会
福祉協議会

合　　計

H17 35 8 43

H18 39 8 47(46)

H19 47 8 55(54)

H20 49 7 56(55)

H21 55 7 62(61)

(　)内数字　重複登録団体を除いた団体数
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社会を構築するため、福祉の施策全体を包括した地域福祉計画に基づき、福祉サービスの提供や

地域福祉の住民参加の促進、福祉の環境改善を図ります。 

② ユニバーサルデザインの推進 

・ユニバーサルデザインの理念の普及を進めるとともに、道路や公園、公共施設、交通機関などのバリ

アフリー化を進め､誰もが快適に生活できる福祉のまちづくりを推進します。 

  (2) 地域連携の強化 

① 地域福祉の意識啓発 

・福祉の講演会やイベントの開催、広報みしまによる啓発、福祉活動を実践している人の情報交換

の場を設けることにより、地域福祉の意識の高揚を図ります。 

・ボランティア活動への参加者を増加させるため、情報や機会の提供を行うとともに、人材育成を

積極的に進めます。 

② 災害時要援護者の支援 

・災害時要援護者避難支援計画＊に基づき、自治会や自主防災組織、民生委員・児童委員、社会福

祉協議会などとの連携を図り、要介護者や障害のある人などの要援護者の迅速かつ的確な避難支

援体制づくりを推進します。 

  ③ 地域の連携強化 

   ・地域の住民が連携し、防災や防犯、福祉などさまざまな場面において地域で助け合える地域のネ

ットワークづくりを推進します。 

  (3) 地域福祉サービスの充実  

① 市民の福祉活動への支援 

・市民の地域福祉活動を促進するため、民生委員・児童委員やＮＰＯ、個人などによる福祉活動の

支援や啓発に努めます。 

② 社会福祉協議会の活動への支援 

・地域福祉サービスの向上を図るため、社会福祉協議会の組織運営や各種福祉サービスの提供、地

域福祉活動を推進する専門職員などの配置を支援します。 

③ 相談体制の充実 

・生活保護や障害者福祉、高齢者福祉、子育て支援などが連携した相談体制を確保するため、福祉

の総合相談窓口の充実を図ります。 

・住宅・生活に困窮する市民の住宅確保や生活支援、就労支援を図るため、三島地域生活福祉・就

労支援協議会を通じ、ハローワークや社会福祉協議会、近隣の市町と連携した相談体制の充実を

図ります。 

④ 福祉の拠点の整備・充実 

・社会福祉協議会などの事務所をはじめ福祉関係団体やボランティアに利用されている三島市社会

福祉会館の施設の充実を図るとともに、新たな地域福祉の拠点のあり方について研究していきま

す。 

５ 主要事業 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 福祉の講演会やイベントへの参加 

○ 福祉のボランティア団体へ登録し、地域福祉活動への参加 

○ 要援護者の災害時要援護者避難支援計画（個別計画）の作成 

○ 地域の連携を強化するような地域行事やイベントへの参画 

■地域福祉計画推進事業 

■ユニバーサルデザイン推進事

業 

■市民すこやかふれあいまつり

補助事業 

■災害時要援護者避難支援推進

事業 

■災害救助事業 

■地域連携強化推進事業 

 

■社会福祉活動推進事業 

・民生委員･児童委員活動補助

事業 

■社会福祉協議会活動支援事業 

・市社会福祉協議会運営費補助

事業 

・奉仕活動センター運営費補助

事業 

・ボランティア活動指導調整補

助事業 

・三島市民間社会福祉施設協議

会補助事業 

・社会福祉会館管理運営委託事

業 

・福祉総合相談補助事業 

■市役所福祉総合相談窓口事業 

■社会福祉会館施設補修事業 

 

［用語解説］ 

①ユニバーサルデザイン ②災害時要援護者避難支援計画 
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１ 現状と課題 

・超高齢社会の進展などを見据え、市民がいつでも安心して医療サービスを受けることのできる環境の

確保が求められています。 

・安心して必要な保健医療サービスが受けられる体制の確保・向上を目指し、県では平成 22 年(2010 年)3

月に静岡県保健医療計画を策定しました。 

・本市は、駿東・田方保健医療圏域に位置付けられ、広域連携による包括的な保健医療サービスが提供

されています。 

・休日・夜間などに緊急を要する患者の生命を守り救急救命率の向上を図るため、三島市医師会メディ

カルセンター、沼津夜間救急医療センター、輪番制待機病院＊などの連携により、救急時の救急医療体

制の確保に努めています。 

・三島社会保険病院は、本市の地域医療だけではなく、近隣市町にとっての防災や救急医療の中核病院

という役割も担っているため、病院の存続が求められています。 

・安易な救急医療機関での受診は、真に緊急を要する患者への救急医療の妨げにつながることから、一

人ひとりの適切な受診行動が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

誰もがいつでも安心して医療サービスを受けることができる環境を整えること。 

 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

安心して医療サービスを受ける

ことのできる環境の満足度 
― 80.0％ 

市民意識調査で「満たされている」

と答える人の割合 

休日・夜間の救急医療体制の確

保率 
100.0％ 100.0％ 

年間における休日・夜間救急医療体

制が確保された日数の占める割合 

 

４ 施策の方向 

  (1) 医療体制の充実 

第１項 健康・福祉を育むまちづくり  

2 安心できる医療体制の確保 〈地域医療〉 

2 次保健医療圏域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：静岡県保健医療計画 

 

 
 

1 次救急患者受診者数(市民)の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：三島市医師会メディカルセンター、沼津夜間救急医

療センター 

現行計画 Ｐ16 

市内の救急

当番病院 

8,070

6,3586,410
5,6996,265

1,1531,2241,2711,5511,663
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H17 H18 H19 H20 H21

（年度　）

（人）
三島市医師会メディ

カルセンター 

沼津夜間救急

医療センター 
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① 医療体制の整備・充実 

・高度な専門医療機器の充実と病診連携システム＊の整備を推進するとともに、医療に携わる人材

の育成を支援します。なお、産科・小児科医療については、近隣市町と連携し、安心して子ども

を産める環境整備を推進します。 

・市民に対してかかりつけ医＊を見つけることを周知するとともに、医療機能＊に関する情報を提供

します。 

・ 近隣市町と連携し、三島社会保険病院の存続に向けた取り組みを継続していきます。 

② 医師会、歯科医師会、薬剤師会との連携 

・市民が身近な医療機関で気軽に検診や診療を受けやすくするために、医師会や歯科医師会、薬剤

師会などの関係機関と連携し、良質な医療のサービスの提供を推進します。 

③在宅医療体制の整備・充実 

・市民一人ひとりのライフステージに応じた保健医療が提供されるよう、訪問歯科診療などの在宅

医療体制の整備・充実を図ります。 

  (2) 安心できる救急医療体制の構築 

① 救急医療体制の強化 

・休日・夜間などに緊急を要する患者の生命を守るため、三島市医師会メディカルセンター・沼津

夜間救急医療センターで実施する内科・外科・小児科の 1次救急や広域での輪番制待機病院で実

施する緊急手術や入院治療を要する 2次救急の充実を図ります。 

・救急医療の円滑な運営を図るため、症状に応じた適切な受診行動の啓発に努めます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 医療機関の連携による良質な医療サービスの提供 

○ 症状に応じた適切な受診行動の実践 

 

■救急医療事業 

・休日・夜間救急医療センター

運営委託事業 

・沼津夜間救急医療センター事  

業 

・一次(外科系)救急委託事業 

・広域耳鼻・眼科・産婦人科救

急委託事業 

・二次救急委託事業 

 

 

■休日等歯科診療運営委託事業 

■寝たきり者歯科在宅診療事業 

 

 

〔用語解説〕 

①輪番制待機病院 ②病診連携システム ③かかりつけ医 ④医療機能 
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１ 現状と課題 

・生涯を通じて健康を保持し、生き生きと暮らせることは、誰もが願う共通の思いです。 

・国では「健康日本 21」、県では「しずおか健康創造アクションプラン」を策定しております。本市で

は平成元年（1989 年）9 月に「健康都市宣言」を決議し、さらに平成 14 年（2002 年）3 月には「健

康みしま 21」を策定し、市民の健康づくりを計画的に取り組んできました。 

・平成 20年(2008 年)の死因別状況では、悪性新生物（がん）、心疾患、脳血管疾患が上位 3死因となっ

ており、全体の 55.2％を占めております。 

・高血圧や糖尿病、脂質異常症は、心疾患、脳血管疾患の大きな要因となるため、これらに対する知識

の普及啓発や予防、早期発見、早期治療の体制づくりなどが求められています。 

・がんをはじめ、生活習慣病を予防するため、各種健康診査や健康教室、健康相談などを継続して実施

しています。生活習慣病予防教室などにより多くの市民が参加できるよう、関係機関の連携が必要と

なっています。 

・乳幼児から高齢者まで、健康診査、健康相談・教育などあらゆる機会を通じて、生涯を通した健康づ

くりが求められています。 

・口腔衛生は全身の健康と密接な関係があるため、歯科保健に対する意識を高めていく必要があります。 

・全国的に働き盛りの中高年の自殺が多く、また若い世代の増加も目立っており、自殺予防は社会全体

で取り組むべき課題となっています。 

・精神疾患などの精神保健に関する相談や家庭訪問などが増加し、またその内容が複雑化しているため、

保健所や警察、医療関係者などの連携の強化が必要となっています。 

・地域に根付いた健康づくり運動を推進するため、保健委員の活動を充実させていく必要があります。 

・近年、新型インフルエンザなどの新たな感染症の発生が問題になっており、迅速で的確な感染症対策

が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

生涯を通して心身ともに健康で充実した生活を送ることができる環境を整えること。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

1 歳 6か月児健診受診率 93.1% 95.0% 
1 歳 6 か月児健診対象者のうち実際

に健診を受けた人の割合 

乳がん検診受診率 32.6% 50.0% 
乳がん検診対象者のうち実際に検

診を受けた人の割合（隔年受診） 

第１項 健康・福祉を育むまちづくり 

3 生涯を通した健康づくりの推進 〈健康〉 

本市の主な死因別死亡者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県人口動態統計 

現行計画 Ｐ16 

(人) (人) 
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健康みしま推進事業参加者数 8,490 人 8,800 人 
健康教育や保健委員活動などに参

加した人の数 

 

４ 施策の方向 

  (1) 総合的な健康施策の推進 

① 健康みしま 21 の改定・推進 

・市民の健康づくり支援の基本理念とその実現に必要な方策を示した健康みしま 21 を改定し、生

涯にわたる市民の健康づくりの取り組みの推進を図ります。 

  (2) 健康づくりの推進 

① 親子の健康支援 

・親が安心して子どもを産み育て、また子どもが健やかに成長できるよう、新生児の全戸訪問や健

康診査・教室・相談などを行うことによって、育児不安の軽減や虐待の防止を図るとともに、不

妊治療や妊婦健康診査の支援を行います。 

② 生活習慣病予防の強化 

・特定健診＊やがん検診の普及・啓発を図るとともに、市民ニーズに合わせた教室、個別相談、家

庭訪問などを行うことにより、市民の生活習慣病予防に対する意識を高めていきます。 

③ 感染症の予防 

・感染症を予防するための知識を普及し、予防接種法に基づく各種定期予防接種を行い、それ以外

の予防接種についても有効性などを検討しながら、公衆衛生の向上を図ります。 

・新たな感染症に対し、国・県や関係機関と連携し、迅速かつ的確な情報の提供や対応策を進めま

す。 

④ 歯科保健の推進   

・乳幼児期からの口腔衛生習慣の確立を図り、生涯を通じて健康的な食生活が営めるよう歯科健診

や歯周病検診、歯の健康相談を行うとともに、歯の健康に対する意識を向上させるため、8020 運

動＊などの普及・啓発に努めます。 

⑤ 精神保健の推進 

・精神保健の知識の普及を図り、精神に障害のある人への市民の理解を深め、また自らがこころの

健康づくりができるよう、関係機関との連携の強化による相談体制の充実を図るとともに、健康

教育や訪問指導を行います。 

・尊い命を守るための講座や相談体制の充実など自殺予防対策の普及啓発に努めます。 

⑥ 地域における健康づくり活動の実施・支援 

・地域に密着した保健活動ができるよう、保健委員の活動を支援するとともに、生涯を通じて継続

した健康づくりを実行するため自主グループの育成や支援を行います。 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 特定健診やがん検診などの積極的な受診 

○ 8020 運動＊の実施 

○ 地元の大学と連携した健康づくり活動の実施 

○ 地域における保健活動の実践 

 

■健康みしま 21 プラン策定事業 

■母子健康診査事業 

■母子健康教育・相談事業 

■子育て支援事業 

■不妊治療費補助事業 

■がん検診等健康診査事業 

 

 

■生活習慣病予防事業 

■感染症予防事業 

・肺炎球菌ワクチン等接種助成

事業 

・子宮頸がん予防ワクチン接種

助成事業 

 

 

■歯科保健推進事業 

■歯周病検診事業 

■精神保健事業 

■健康づくり活動支援事業 

〔用語解説〕 

①特定健診 ②8020 運動 
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１ 現状と課題 

・栄養が偏った食事や不規則な食生活が、生活習慣病などのさまざまな病気を引き起こす主要な原因の

一つと考えられています。 

・家族で食卓を囲む機会の減尐や食事を通したしつけや家庭教育力の低下が、コミュニケーション能力

の低下や感情表現の未熟さ、心の不安定さの原因とも言われています。 

・新たな感染症や食品偽装表示による衛生管理、残留農薬問題など、食品や食材の安全性に対する不安

が広がっています。 

・食生活の欧米化により、日本の風土に適した食文化や郷土の食材、料理への関心が薄れてきています。 

・無駄の尐ない料理や地産地消の推進など環境に負荷の尐ない食文化のあり方が求められています。 

・生きる上で基本となる食について見直し、健全な食生活の実現や食に対する正しい知識の普及啓発が

求められています。 

・国では、食育基本法を平成 17年(2005 年)に施行、食育推進基本計画を平成 18 年(2006 年)に策定し、

県では平成 19年(2007 年)に静岡県食育推進計画を策定しています。 

・本市では、食を通じて健やかな心身と豊かな人間性を育むため、これまで平成 20 年(2008 年)3 月に

三島市食育基本計画を策定し、さらに平成 21 年(2009 年)3 月には県内で初めて三島市食育基本条例

の制定と「食育推進都市宣言」を議決することにより、市民、事業者等との協働によって食育を総合

的・計画的に推進してきました。また、全国へ食育の普及啓発を図るために行われている食育推進全

国大会が、平成 23年(2011 年)6 月に本市で開催される予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

生涯を通じて健全な食生活を実践し、健全な心と身体、豊かな人間性を育むこと。 

 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

食育に関心のある人の割合 75.2%(H19) 90.0% 
市民の意識調査で「食育に関心があ

る」と回答した人の割合 

調理体験実施の幼稚園・保育園 81.6% 100.0% 
調理体験を実施する保育園・幼稚園

の割合 

子供の朝食摂取率 98.0% 100.0％ 

学校アンケート調査により把握し

た朝食を摂取する園児、児童、生徒

の割合 

第１項 健康・福祉を育むまちづくり 

4 健全な心身を育む食育活動の推進 〈食育〉 

平成 20 年度朝食欠食率 （1 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊「欠食」とは、食事をしなかった場合、菓子、くだもの乳製品、嗜

好飲料などの食品のみを食べた場合などをいう。 

資料  厚生労働省「国民健康・栄養調査」 

 

【 新規 】 

0 10 20 30

1-6歳

7-14歳

15-19歳

20-29歳

30-39歳

40-49歳

50-59歳

60-69歳

70歳-

（％）

女性

男性

健口教室 
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４ 施策の方向 

  (1) 総合的な食育関連施策の推進 

① 食育基本計画の推進 

・市民一人ひとりが食についての意識を高め、食を適切に判断する力を身につけ、心身共に健康で

文化的な生活ができるよう三島市食育基本計画に基づき、食育の具体的な取り組みを計画的に進

めます。 

  (2) 食育事業の推進 

① 健康な体を保つための取り組みの充実 

・バランスのとれた食事メニューの改善と規則正しい食生活の実践を進めるために、幼稚園・保育

園の園児や小中学生、保護者に対する栄養教育を実施します。 

・一般市民に対する食生活の改善指導や健康講座の充実を図ります。 

・乳幼児健診や特定保健指導などとの連携により、生活習慣病のリスク軽減を図ります。 

② 豊かな心を育むための取り組みの推進 

・料理や家族団らんの機会を通じた楽しい食の確保、教育ファーム＊や食に関する体験活動を通し

て食に関する感謝の心や理解の醸成を図ります。 

③ 食の安全・安心の推進 

・食に対する正しい知識の普及啓発を図り、賢い消費者の育成を図ります。 

・地場産品を活用したヘルシーメニューなどを表示する「健康づくり協力店」の加入を促進します。 

④ 食文化を守り、育てるための取り組みの促進 

・日本型食生活の再認識を図り、米消費拡大の推進、地元産野菜を活用した米飯給食のメニュー作

成など、地産地消・旬産旬消＊を推進するとともに、地域固有の食の習慣、食文化の継承を図り

ます。 

⑤ 環境を未来に引き継ぐための食育の推進 

・自然の恵みに感謝する心の育成や、環境にやさしいエコライフやエコ料理＊の実践に向けた環境

教育の充実を図ります。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 地元大学による食育元気教室などのイベントへの参画 

○ 健口教室や歯科出前講座などの講座への参画 

○ 三島市民家族団らんの日の実践 

○ 地域に密着した各種食育講座への参画 

○ 食育ボランティアへの登録と活動への参画 

 

 

■食育基本計画推進事業 

■食育推進事業 

・食育教室・健口教室・健骨教室 

・食育元気教室 

・食育出前講座 

 

 

・骨元気相談会 

・食育講演会 

■家族団らんの日普及啓発事業 

・親子料理教室 

■食の安全安心推進事業 

・健康づくり協力店等認定事業 

 

 

■食文化育成事業 

・ヘルシーメニュー推進事業 

■エコ料理普及啓発事業 

 

〔用語解説〕 

①教育ファーム ②地産地消 ③旬産旬消  ④エコ料理 

9



 

 

 

 

 

１ 現状と課題 

・人口を維持するため必要とされる合計特殊出生率＊は 2.08 でありますが、本市の平成 20 年(2008 年)

の合計特殊出生率は 1.36 であり、子どもを安心して生み、育てるためのハード面やソフト面での環

境整備の向上が必要となっています。 

・安心して子どもを預けられるよう保育園の待機児童の解消や多様な就労形態、市民ニーズに対応した

保育サービスの充実が求められています。 

・子どもの健全な発育、発達を促すためには、愛情あふれる親子関係の確立がなにより重要であり、安

心して子育てができるよう、育児相談の場を整備・充実していくことが必要となっています。 

・児童虐待の増加が社会的な問題となっているため、地域や行政、関係機関などの連携によって、虐待

を早期に発見し対応していく必要があります。 

・障害のある子どもの自立や社会参加に向けて、一人ひとりのニーズに対応できる相談支援体制が求め

られています。 

・離婚件数の増加にともないひとり親家庭が増加し、住居､収入、子どもの養育などのさまざまな面で

困難を抱えるケースが多くなっています。 

・核家族化の進行などにより、育児する親が孤立することが懸念されており、地域の子ども達を地域全

体で支援できるような体制を構築する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

安心して子どもを産み、健やかに育てることができる子育て環境を整えること。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

子育て支援サービスの充実度 ― 60.0％ 

市民の意識調査（対象者 20～40 代

の市民）で「充実している」と答え

る人の割合 

保育園の入園率 99.8％ 100.0％ 
保育園の入園申込みをした子ども

のうち、入園できた子どもの割合 

４ 施策の方向 

  (1) 総合的な子育て支援施策の推進 

① 次世代育成計画の推進 

・安心して子どもを産み育てることができる子育ての支援体制の構築と子ども達が豊かな人間性を

育める環境づくりなどを図るため、次世代育成計画に基づき計画的に取り組みを進めます。 

  (2) 保育サービスの充実 

① 保育園の多機能化 

・保護者の保育ニーズの把握に努め、乳児保育、延長保育、一時保育などの保育サービスの充実を

図っていくとともに、民間保育園については運営の支援を行います。 

・錦田こども園において、保育園と幼稚園が連携した子育て支援を行っていきます。 

第１項 健康・福祉を育むまちづくり 

5 子どもを産み育てやすい環境の整備 〈子育て〉 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

家庭児童相談室の相談状況(平成 21 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ20 

1.39
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② 保育園の施設整備 

・建築基準法改正前に建築されたすべての公立保育園の耐震補強工事の実施や民間保育園の耐震補

強工事の支援を行うとともに、幸原保育園については民設民営化による施設整備を進めます。 

  (3) 子育て支援体制の充実 

① 子育て支援センターの充実 

・各地区の地域子育て支援センターにて親子の交流や子育ての情報交換、育児相談・講習、子育て

サークルの育成など活動内容を充実させるとともに、短時間保育の拡充を図ります。 

② 放課後児童クラブの充実 

・放課後児童クラブの利用者のニーズを把握し、開所日数を拡充するなど、学童保育の充実を図っ

ていきます。 

③ 子育て相談・指導の充実 

・保育園や関係機関などとの連携により、子育てに関するさまざまな悩みや相談に適切な指導・助

言を行います。 

・要保護、児童虐待、ＤＶ＊（ドメスティック・バイオレンス）などに対処するため、三島市子ど

もを守る地域ネットワーク＊を通じ、関係機関との連携を強化するとともに、相談窓口の周知や

相談体制を充実し、早期発見と適切な保護を行います。 

④ 療育体制＊の整備 

・関係各課の連携を強化し、療育体制の充実を図るとともに、錦田こども園内のたんぽぽ教室（障

害児親子教室）などにおいて、育児に不安を持つ保護者に対する指導助言、教室の活動を通し基

本的生活習慣の自立を促進します。 

  (4) 子育ての経済的支援 

① 子ども医療費の助成 

・通院・入院の医療費について、中学校 3年生までの助成の継続に努めるとともに、全国一律の制

度となるよう国・県に拡充を働きかけていきます。 

② 各種手当ての支給 

・子ども手当や児童扶養手当などを国・県と連携して支給し、子育ての家庭への経済的な支援を行

います。 

③ ひとり親家庭への支援 

・ひとり親家庭への負担軽減のための経済的支援や子育てと就労の両立ができるよう幅広い支援を

行います。 

(5) 地域社会での子育て支援 

① 地域ぐるみの子育て支援 

・民生委員・児童委員や関係機関、青少年健全育成会と連携し、子どもを犯罪から守る防犯活動や

市民総ぐるみで子どもを見守り、育てる運動など、地域全体で子育てを支える活動を推進します。 

② 世代間交流の推進 

・児童センターや学校の空き教室を活用し、異年齢の子どもや地域の大人､高齢者など世代を超えた

交流や退職をした方など地域の人材の知識や技能を活用した世代間交流を推進します。 

５ 主要事業 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 夫婦で助け合う子育ての実践 

○ ファミリーサポートセンターへの登録と子育て支援活動の実施 

○ 地域で行う子どもの見守り・育てる取り組みの実践 

○ 世代間交流による子どもとのふれあい機会への参加 

■次世代育成計画推進事業 

■市立保育園管理運営事業 

■民間保育園運営支援事業 

■病児・病後児保育事業 

■公立保育園耐震事業 
・緑町佐野保育園、光ヶ丘保育園 

■私立保育園耐震補助事業 
・中郷南保育園、加茂保育園 

■(仮)幸原保育園建設補助事業 

■地域子育て支援センター事業 

■ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ運営事業 

■放課後児童ｸﾗﾌﾞ管理運営事業 

■放課後児童クラブ整備事業 

■民間児童館活動事業費補助事

業 

■民間児童福祉施設運営費補助

事業 

■児童虐待・ＤＶ対策事業 

■たんぽぽ教室管理運営事業 

■子ども医療費助成事業 

■子ども手当支給事業 

■ひとり親家庭支援事業 

■児童扶養手当支給事業 

■地域ぐるみの子育て支援事業 

■児童センター事業 

〔用語解説〕 

①合計特殊出生率 ②ＤＶ ③三島市子どもを守る地域ネットワーク④療育体制 
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１ 現状と課題 

・本市では、人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合は 22％を超えており、介護を必要とする高齢者の

数も年々増加を続けています。 

・高齢者が、住み慣れた地域で安心して生活できるように、一人ひとりの希望や状態に即した適切な高

齢者福祉サ－ビスの提供や介護サービス施設の整備に取り組む必要があります。 

・要支援・要介護状態になることを未然に防ぐため、介護予防を重視した健康づくりの普及に努める必

要があります。 

・高齢者が培ってきた知識や経験を生かし、健康で生き生きと暮らすことができるよう、就労やボラン

ティア活動などを通じた社会参加を促進していく必要があります。 

・ひとり暮らしの高齢者や高齢者世帯の孤立を防ぎ、安心して生活できるよう、地域や関係機関による

見守り体制や支援体制が求められています。 

・高齢者に対する虐待や成年後見人制度＊の相談が増加傾向にあるため、高齢者の人権を擁護し、尊厳

をもって暮らし続けることができる支援体制の充実が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

２ 目的  

高齢者が住み慣れた地域で、生き生きと自立した生活を送ることができる社会を実現すること。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

介護を必要としない高齢者の割

合 
87.8％ 88.0％ 

65 歳以上の高齢者のうち介護認定

を受けていない高齢者の割合 

在宅要支援・要介護認定者＊のう

ち、介護保険制度に満足してい

る人の割合 

74.9％ 80.0％ 
高齢者実態調査で「満足している」

と答える人の割合 

 

４ 施策の方向 

  (1) 高齢者保健福祉施策の推進 

① 高齢者保健福祉計画の推進 

・高齢者が生き生きと暮らすことができるよう、高齢者の知識と経験を生かした生きがいづくりの

支援や介護予防を重視した健康づくりを高齢者保健福祉計画に基づき計画的に進めます。 

② 介護保険事業計画の推進 

・要支援・要介護認定者が、住み慣れた地域で安心して介護保険サービスを受けることができるよ

う、介護サービス施設の整備、地域におけるケア体制＊の構築などを介護保険事業計画に基づき

第１項 健康・福祉を育むまちづくり 

6 高齢者の生きがいと自立の支援 〈高齢者福祉〉 

高齢者世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

要支援・要介護の認定状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

※各年 9月 30 日現在の認定者数。 

現行計画 Ｐ18 

241
405

626 648 621

2,5612,4852,4322,6252,592

2,833
3,030 3,058

3,133 3,182

0

1,000

2,000

3,000

H17 H18 H19 H20 H21

(人)

要支援者 要介護者 合計

 

3837 4445 4471 4449

3233 3434 3747 4100

8086
8188 8276 8647 8213

5016

4160

34.3 36.0 36.4
37.7 37.9

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

H18 H19 H20 H21 H22

(世帯)

0

10

20

30

40
(％)

高齢者単身世帯 高齢者夫婦世帯 高齢者同居世帯

高齢者のいる世帯

高齢者のいる

世帯の割合
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計画的に進めます。 

  (2) 生きがいづくりの推進 

① 自立・社会参加の促進 

・高齢者のニーズを把握し、シニア世代を対象とした講座やイベントの開催、老人クラブの活性化

など高齢者の知識や経験を生かした活動を支援・育成し、生きがいを感じることができる施策の

充実を図ります。 

② 就労・ボランティア活動への支援 

・高齢者や団塊の世代の就労を促進するため、シルバー人材センターの活用により、雇用・就職の

ための情報提供、技術の習得を支援します。 

・社会福祉協議会や老人クラブの福祉活動などの情報提供に努め、ボランティア活動の機会と場の

提供に努めます。 

  (3) 介護保険サービスの充実 

① 介護予防サービスの推進 

・要支援・要介護の状態になることを予防し、安心して生活を送るために、自分自身に適した居宅

サービスや地域密着型サービスを自ら選択して受けられるよう介護予防サービスの量の確保と

質の向上に努めます。 

② 介護サービスの充実 

・要介護認定者が生活機能の低下を防ぎ、自分自身に適したサービスを自ら選択して受けられるよ

う介護サービスの量の確保と質の向上に努めます。 

  (4) 地域ケア体制の充実 

① 地域包括支援センター＊の運営・強化 

・地域包括支援センターにおいて、高齢者に関する総合的な相談や支援、権利擁護の援助、介護予防

などを適切に行うとともに、関係機関や地域との連携を図り、高齢者の見守りや生活支援の体制

を強化します。 

・地域安心サポーターの養成、認知症の人とその家族を支える認知症サポーターの育成に努めます。 

② 在宅福祉サービスの向上 

・高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、緊急通報体制の整備やひとり暮らし高齢者給

食サービスなど、在宅で受けられる福祉サービスの充実を図ります。 

③ 市立老人福祉施設等の運営 

・高齢者に生きがいづくりの場を提供し、閉じこもりの防止と介護予防を重視した事業の充実を図

るため、老人福祉センターや高齢者いきがいセンターなどの市立老人福祉施設、また小学校の余

裕教室を利用した生きがいデイ教室などの円滑な運営に努めます。 

・老朽化した養護老人ホームの建て替えを推進します。 

  ④ 介護保険施設等の計画的な整備 

・特別養護老人ホームなどの介護老人福祉施設の入所待機者の状況や介護サービスに対するニーズ

の変化の把握、介護保険料への影響を考慮し、介護保険施設の整備を計画的に支援します。 

・民間事業者などとの連携を図り、地域密着型や介護専用型の介護サービス施設整備を計画的に支

援します。 

５ 主要事業 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 地域のボランティア活動、知識や経験を生かせる社会活動への参画 

○ 生きがいづくり活動や老人クラブ活動への参加 

○ 高齢者が安心して暮らせる地域づくりの実践 

○ 介護関係の事業者による介護サービスの質の向上 

 

■高齢者保健福祉計画・介護保険

事業計画推進事業 

■高齢者生きがいづくり事業 

■生きがいデイ教室管理運営事業 

■老人福祉施設等管理運営事業 

 

 

■敬老事業 

■在宅福祉サービス事業 

■介護予防サービス事業 

■介護サービス事業 

■地域包括支援センター運営事業 

 

 

■高齢者バス利用事業 

■介護保険施設等の整備 

■養護老人ホーム管理運営事業 

■養護老人ホーム建替事業 

〔用語解説〕 

①成年後見人制度 ②要支援・要介護認定者 ③ケア体制 ④地域包括支援センター 
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１ 現状と課題 

・障害のある人*の近年の状況は、高齢化や障害の重度化、重複化が進む一方で発達障害や高次脳機能

障害など障害の範囲も拡大しています。 

・本市の障害者手帳所持者数は年々増加しているため、障害福祉サービスの利用者も増加しています。

特に、厳しい雇用情勢のなか、就労系福祉サービスの利用者が多くなっています。 

・障害者数の増加や多様化する障害者福祉のニーズに対応するために、基幹となる相談支援センターの

設置など相談体制の充実・強化が必要となっています。 

・重症心身障害者（児）が安心して在宅生活を送れるよう、身近な地域で利用できる医療と連携した福

祉サービスが必要となっています。 

・ノーマライゼーション＊の理念の下、障害のある人を含め、誰もが、住み慣れた地域の中で自分らし

く自立した生活を送ることのできる環境整備が求められています。 

・知的障害者通所更生施設である佐野学園について、施設の改築を進めており、本市の障害者施設の拠

点としての機能の充実が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

障害のある人が、住み慣れた地域で自分らしく自立した生活を送ることができる社会を実現するこ

と。 

 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

障害のある人への相談支援の延

べ件数 
1,304 件 1,700 件 

相談支援センター・市役所などで障

害のある人への相談支援を行った

延べ件数（年間） 

地域生活への移行者数 5 人 17 人 

入所施設から自宅やグループホー

ム、ケアホームなどへ移行した延べ

人数 

 

４ 施策の方向 

  (1) 障害者福祉施策の推進 

① ノーマライゼーションの普及啓発 

・ノーマライゼーションの考えのもと、障害のある人もない人も、共に暮らし、共に活動できる社

会づくりを進め、障害のある人への正しい知識や理解を求めていきます。 

② 三島市障害者計画・三島市障害福祉計画の推進 

・障害者施策を総合的・計画的に進める指針である三島市障害者計画に基づき、障害のある人が自

分らしく豊かで充実した人生を過ごせるよう、障害の特性を踏まえ、各ライフステージに応じた

サービスの提供を計画的に進めます。 

・三島市障害福祉計画に基づき、本市の障害者数に適したサービスの提供を計画的に進めます。 

障害福祉サービスの支給決定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

第１項 健康・福祉を育むまちづくり 

7 障害のある人を支える環境の充実 〈障害者福祉〉 

【障害福祉課】 

障害者手帳所持者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ14 

3143 3109 3132 3179 3216
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277
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  (2) 自立生活の推進 

① 重度の心身障害者施設の整備 

・重度障害児（者）生活訓練ホームについて生活介護事業所への移行を図るとともに、医療の必要

な人も利用可能な重度障害者の施設整備を進めます。 

② 障害福祉サービスの充実 

・障害の特性に応じたホームヘルプなどのサービスを充実するとともに、今後の就労支援事業所等

の利用見込みを踏まえ、民間事業所などの新規設立を推進します。 

③ 雇用に対する理解促進 

・三島市障害者雇用相談員などにより、民間企業へ障害者雇用の理解や就労場所の確保などを図る

とともに、民間企業とハローワークなどが連携した就労支援対策を促進します。 

  (3) 相談支援体制の充実 

① 相談支援体制の強化 

・相談支援専門員の育成やケアマネジメントの導入、専門機関との連携の強化により、発達障害な

どの専門的分野の相談支援体制の強化を図ります。 

・相談支援の核となる事業所の充実を図るため、基幹相談支援センターの設置を推進します。 

② 地域自立支援協議会の充実 

・さまざまなニーズに対応したきめ細かな相談支援ができるように、相談支援事業所を中心とした

地域自立支援協議会＊の活動の充実を図ります。 

(4) 生活支援の推進 

① 障害者手当等の充実 

・各種制度の周知を行うとともに、より使いやすい制度の改善に努めていきます。 

② 地域生活支援事業の充実 

・自立した生活を送れるようにするため、個々のニーズに適した移動支援や日常生活に必要な用具

の給付などのサービスを提供していきます。 

③ 生活基盤の整備 

・住み慣れた地域で安心して生活を送れるようにするため、情報提供の充実やグループホームなど

の生活基盤の確保などを推進していきます。 

 (5) 佐野学園の機能の充実 

① 拠点施設としての機能強化 

・佐野学園について、より機能的な施設となるよう改築を行うとともに、利用者に対するサービス

の提供だけでなく、障害の特性に応じた支援方法を事業所に提供するなど新たな機能の充実を図

ります。 

・個々の特性に応じた支援や家族の負担軽減を図るため、専門職員を配置し、包括的なサービスを

提供します。 

② 施設を活かしたサービスの提供 

・障害のある人がその人らしい豊かな生活が送れるよう、個々の特性に応じた支援計画を策定し、

ニーズに合ったサービスを提供します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 障害のある人の市内での就労機会の確保 

○ 三島市障害者計画の策定への参画 

○ 障害のある人が作成した商品の販売場所の提供や購入 

 

■ノーマライゼーション普及啓発事

業 

■障害者計画推進事業 

■重度心身障害者施設整備事業 

・（仮）すぎなの園建設事業 

 

 

■自立支援給付等事業 

■障害者雇用推進事業 

■障害者相談支援事業 

■障害者手当等支給事業 

■地域生活支援事業 

 

 

■共同生活介護等家賃補助事業 

■佐野学園改築事業 

■佐野学園管理運営事業 

〔用語解説〕 

①障害のある人 ②ノーマライゼーション ③地域自立支援協議会 
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１ 現状と課題 

・市民の誰もが安心して、安定した生活を送ることができるようにするため、国民健康保険や国民年金、

生活保護制度の適正で持続可能な運用が求められています。 

・国民健康保険と後期高齢者医療制度を合わせた被保険者数は年々増加しており、また高齢化の進展に

より保険税の収入以上に医療費の給付をはじめとする保険給付額も増加しています。赤字補填のため

の多額の予算を一般会計から国民健康保険特別会計へ繰り入れているため、国民健康保険事業の健全

運営が求められています。 

・後期高齢者医療制度について、国が見直す方向で検討しており、新たな制度が構築される予定です。 

・健全な保険事業を運営するためには、生活習慣病対策などの予防に重点をおいた健康づくりに取り組

むと同時に医療費の適正化に努める必要があります。 

・高齢者医療確保法の制定により、医療保険者が被保険者に対して特定健診を実施することとなり、平

成 20年度(2008 年度)より 40歳以上の国民健康保険加入者を対象に特定健診を実施しています。 

・社会的な問題となっている年金制度への未加入者をなくすため、国と連携した年金制度の普及に努め

るとともに相談窓口を充実させる必要があります。 

・雇用情勢の悪化による失業や所得の減少、傷病・障害による就労の機会の喪失など、生活保護を必要

とする要因は複雑化しています。保護世帯数の増加に伴い生活保護費も増加傾向にあることから、ハ

ローワークと連携し就労の機会を確保するなど、被保護者の自立支援を充実する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

社会保障制度の健全で適正な運用により、誰もが生涯にわたり安心して自立した生活を送ることがで

きる環境を整えること。 

 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

特定健診受診率 37.3％ 65.0％ 
40 歳～74 歳の被保険者のうち、特

定健診を受診した人の割合 

 

４ 施策の方向 

  (1) 国民健康保険の健全な運用 

① 医療費の適正な給付 

第１項 健康・福祉を育むまちづくり 

8 暮らしを守る保険・生活保障制度の運用 〈国保・年金〉 

国民健康保険の保険税と保険給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護の被保護者世帯と人員の推移（月平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 新規 】 
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・被保険者資格の適用の適正化に努めるとともに、疾病、負傷、出産などに対する療養の給付や高

額療養費､出産育児一時金などの保険給付を適正に行います。 

② 国民健康保険事業の健全運営 

・特定健診や人間ドックを実施し、生活習慣病などの予防を促進するとともに、重複・頻回受診＊

を防止するため定期的にレセプト点検＊を行い保健事業の適正化を図ることにより医療費増加の

抑制に努めます。また、国民健康保険税の納付の促進に努め、健全運営を図ります。 

 

  (2) 国民年金制度の周知 

① 加入の促進・相談の充実 

・日本年金機構との連携を密にし、年金相談の充実や国民年金の適用、給付関係の受付事務につい

て細やかな対応を行うことにより、国民年金の普及と加入率の向上の促進に努めます。 

 

  (3) 生活保護制度の適正な運用 

① 制度の適正な運用 

・生活に困窮する市民が健康で文化的な生活が送れるよう、その困窮度に応じて必要な保護を行い

最低限度の生活を保証するとともに、生活や就労の助言・指導をすることで自立を支援します。 

② 相談体制の充実 

・生活困窮者の多様な相談に迅速かつ適切に対応し、必要によりハローワークや社会福祉協議会な

どと連携して相談者の自立を支援します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 特定健診や人間ドックの積極的な受診 

○ 病院・介護機関などと連携した生活困窮者の支援 

○ 民生委員・児童委員による生活困窮者の把握・自立支援 

 

 

 

 

■国民健康保険運営事業 

■特定健康診査等推進事業 

■国民年金制度相談・啓発事業 

■生活保護運営事業 

■生活保護扶助事業 

 

  

〔用語解説〕 

①重複・頻回受診 ②レセプト点検  
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Ⅱ 安全な暮らしを確保するまちづくり

施策名 施策項目 担当部署名

基本方針

危機管理体制の強化 危機管理体制 防災課9 地域振興部

地震・水害対策の強化 地震・水害対策 土木課10 建設部

建築指導課

下水道課水道部

消防・救急体制の強化 消防・救急 消防総務課11 消防本部

消防予防課

警防救急課

消防署

交通安全の推進 交通安全 地域安全課12 地域振興部

犯罪防止活動の推進 防犯 地域安全課13

賢い消費者の育成 消費生活 広報広聴課(市民相談
室)

14 企画部
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１ 現状と課題 

・地震や台風などの従来の災害に加え、気候変動による異常気象、不安定な国際情勢を背景としたテロ

や武力攻撃、大規模感染症など、市民の生命、身体、財産を脅かす要因が多様化しています。 

・さまざまな危機から市民の安全・安心を守るため、本市では平成 21年(2009 年)12 月に「三島市危機

管理指針」を制定し、総合的かつ計画的な危機対策の推進を図っています。 

・災害時に迅速かつ的確に対応するため「三島市地域防災計画」や「三島市水防計画」などを策定して

いるほか、テロの脅威や武力攻撃に対処するため、「三島市国民保護計画」を策定しています。 

・市民一人ひとりが「自らの命は自らが守る」、「自らの地域は皆で守る」という自覚を持つことが重要

になっています。 

・自主防災組織の強化や地域の連携強化を図り、地域の防災力を向上させる必要があります。 

・大規模自然災害などの発生による避難者に対応するため、市内 23 ヶ所の避難所をはじめとする防災

拠点の整備・充実を進める必要があります。 

・災害時における市民、事業者、行政などの役割を明確にし、一体となって災害に対応する体制を構築

することが必要です。 

   

 

 

 

２ 目的 

危機管理体制を強化し、地震や風水害、感染症など、あらゆる危機から市民の生命、身体、財産を守

ること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

図上訓練・防災講演会参加者数 4,097 人 5,700 人 

自主防災組織や小中学校、各種団体

で実施した講演会などに参加した

人数 

自主防災組織における防災訓練

実施率 
69.0％ 80.0％ 

年 1回以上防災訓練をした自主防災

組織の割合 

 

４ 施策の方向  

  (1) 危機管理体制の強化 

① 大規模自然災害等への対応 

・地震、風水害などの自然災害から市民の生命、身体、財産を守るため、三島市地域防災計画に基

第２項 安全な暮らしを確保するまちづくり 

9 危機管理体制の強化 〈危機管理体制〉 

東海地震発生時の本市の避難者数の想定 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：静岡県東海地震第３次被害想定 

自主防災組織の防災訓練実施状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ86 

     Ｐ90 
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自治会数 訓練実施自主防災組織数

防災訓練実施率 
（人）

発災
１日後

発災
１週間後

発災
１ヶ月後

避難の必要
がない人

32,038 35,152 66,970

避難者の総
数

75,852 72,738 40,920

うち避難所へ
避難する人

43,563 42,038 23,901
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づき防災施策を推進します。 

② 大規模感染症等への対応 

・大規模感染症をはじめとするあらゆる危機から市民を守るため、三島市危機管理指針に基づき関

係機関と連携し、不測の事態においても組織的に対応できる体制を強化します。 

③ 武力攻撃事態等への対応 

・武力攻撃事態等による被害を最小限とするため、三島市国民保護計画に基づき情報伝達機器など

を整備するとともに、研修会などを通じて国民保護に対する正しい知識の普及に努めます。 

   

(2) 防災体制の確立 

① 防災意識の高揚 

・地域や職場での防災訓練を推進するとともに、防災講演会の開催や地震防災マップの活用などに

よって市民の防災意識の高揚を図ります。 

② 防災組織や関係機関との連携 

・自主防災組織や国・県などの関係機関と連携した組織的な防災体制の強化を図ります。また、災

害時におけるボランティアの受け入れを円滑に行い、活動が十分に機能するようにするため、災

害ボランティア組織などとの連携強化を図ります。 

③ 防災情報の迅速・的確な提供 

・災害時の情報伝達システムの充実を図り、災害時に備えて無線機などの維持管理を行います。 

・関係機関から収集した情報について、必要に応じ、同報無線、防災ラジオ、FMコミュニティ－放

送などによる住民への提供を図ります。 

④ 防災拠点の整備・充実 

・防災センターや市指定の避難所における防災資機材の整備・充実を図ります。 

  ⑤ 災害協定の強化 

   ・災害時における生活必需品の確保や効率的な物資の輸送のため、民間事業者との災害協定＊の強

化を図ります。 

  ⑥ 自発的な防災活動への支援 

・自主防災組織における、積極的な防災訓練の実施や防災資機材などの整備を促進するための支援

を行います。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 「自らの命は自ら守り、自らの地域は皆で守る」という防災意識の高揚 

○ 災害に備えた、食料や飲料水の備蓄 

○ 防災活動の基本を身につけるための地域の防災訓練への参加 

 ○ 災害時に家族で連絡をとる方法や集まる場所などの準備 

 

■水防対策事業 

■国民保護対策啓発事業 

■危機管理指針推進事業 

■防災訓練事業 

■住民啓発、教育事業 

 

 

■無線通信広報事業 

■防災拠点備品整備事業 

■防災センター管理事業 

■防災協定継続・締結事業 

■自主防災組織整備補助事業 

 

 

〔用語解説〕  

①災害協定 
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１ 現状と課題 

・予想される東海地震に備え、県では「地震対策アクションプログラム」を策定し、プロジェクト

「TOUKAI-0」などの施策を推進してきました。 

・耐震偽装事件などを踏まえて、安全で安心な建築物を確保していくため、建築基準法や住宅の品質

確保の促進等に関する法律（品確法）の改正などの法整備が進められています。 

・平成 19 年(2007 年)3 月に策定した「三島市耐震改修促進計画」では、平成 27 年度(2015 年度)末まで

に市が所有する建築物の耐震化率 100％、住宅の耐震化率 90％とすることを目標としていますが、市

が所有する建築物については平成 23 年度(2011 年度)末までに前倒しして完了させることとし、耐震

化工事を実施してきました。 

・土砂災害による被害を防止するため、崩壊防止対策や危険住宅の移転を進める必要があります。 

・近年、局地的ゲリラ豪雨などによる浸水被害が増加しているなか、狩野川水系流域周辺の冠水が危惧

されています。 

・大場川、御殿川・境川などの主要河川は改修が進められていますが、国や県と連携して、計画的に河

川改修を推進する必要があります。 

・雨水処理を速やかに行うため、雨水ポンプ施設の適切な維持管理や計画的な都市下水路の整備が望ま

れています。 

 

 

 

２ 目的 

 地震・水害などの自然災害から、市民の生命、身体、財産を守るため、地震・水害対策を講じ、災

害に強いまちづくりを進めること。 

 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

住宅の耐震化率 
（H20 年度） 

78.5％ 
90.0％ 耐震性を有する住宅の割合 

普通河川改良延長 30,570m 31,200m 普通河川改良延長の累計 

 

４ 施策の方向 

  (1)  地震対策の推進 

① 住宅などの耐震化の推進 

第２項 安全な暮らしを確保するまちづくり 

10 地震・水害対策の強化 〈地震・水害対策〉 

合　　　計 260

うち建物被害による死者 228

合　　　計 642

うち建物被害による負傷者 266

合　　　計 3,368

うち建物被害による負傷者 2,346

合　　　計 7,705

うち地震動・液状化による被害 5,784

合　　　計 11,799

うち地震動・液状化による被害 11,471

合　　　計 8,856

うち地震動・液状化による被害 8,263

中破

人
 
的
 
被
 
害

建
　
物
　
被
　
害

中等傷者

一部損壊

大破

被害区分

予知なし・午前5時

　(単位：人、棟)

重傷者数

東海地震被害想定[第3次被害想定]

予知なし・午前5時

被害区分

死者数

 
資料：東海地震第 3 次被害想定 

河川別の流路延長と市内延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年 3 月 31 日現在 

現行計画 Ｐ86 

     Ｐ90 

国・県管理 市管理

1級河川狩野川 大場川 17,650 0 17,650

〃 御殿川 4,000 1,210 5,210

〃 三島山田川 2,300 2,300 4,600

〃 沢地川 2,800 1,000 3,800

〃 境川 6,100 2,620 8,720

〃 夏梅木川 1,600 4,600 6,200

〃 函南観音川 1,080 1,100 2,180

〃 徳倉宮川 900 1,100 2,000

準用河川 松毛川 1,350 2,900 4,250

主な普通河川 源兵衛川 0 1,500 1,500

〃 桜川 0 4,150 4,150

市内延長
（ｍ）

流路延長（ｍ）
水系 河川名
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・東海地震による人的被害の軽減を図るため策定した三島市耐震改修促進計画に基づき、耐震性に

不安のある住宅などの耐震化を推進します。また、危険なブロック塀の改修を促進するなど避難

時の安全確保に努めます。 

② 公共施設の耐震化の推進 

・利用者の安全と災害時の活動拠点や避難所の確保を図るため、市が所有するすべての建築物につ

いて耐震化工事を実施します。 

(2)  安全で安心な建築物への誘導 

  ① 法令等に基づく適切な指導・誘導 

・建築物の災害などに対する安全性を確保するため、建築基準法などに基づく適切な指導・誘導に

努めます。 

(3)  急傾斜地などの危険対策の推進 

① 崩壊防止対策の推進 

・崩壊防止施設の定期的な点検を実施するとともに、急傾斜地崩壊防止工事や砂防工事を国・県と

連携して進めます。 

② 危険住宅移転の推進 

・土砂災害防止法に基づき、災害危険区域などにある危険住宅を除去し、安全な建築物への建替え

などの推進を図ります。 

(4)  水害対策の推進 

① 河川の改良・維持管理 

・台風や集中豪雨による浸水被害を防止するため、河川の護岸整備を国・県と連携を図りつつ実施

するとともに、河川機能を保持するため、河川の適切な維持管理や河川使用の適正な指導を行い

ます。 

② 雨水対策の推進 

・河川への急激な雨水の流入を防ぐため、市内小中学校に設置されている雨水貯留浸透施設や住宅

団地に設置されている調整池の適切な維持管理を行います。 

・市街地の浸水を防除するため、都市下水路施設の適切な維持管理とともに、竹ノ下ポンプ場をは

じめとするポンプ施設の修繕や定期的な保守点検の実施に努めます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 住宅などの耐震化の実施 

○ 家具の固定 

○ 老朽化したブロック塀改修の実践 

 

■建築物耐震診断事業 

■建築物等耐震改修事業 

■公共施設等耐震化事業 

■建築確認等審査事務 

 

 

■急傾斜地崩壊防止事業 

■がけ地近接等危険住宅移転事

業 

■一般河川整備事業 

 

 

■六反田川河川改良事業 

■河川維持管理事業 

■都市下水路維持管理事業 

〔用語解説〕 

 

中越地震で倒壊した家屋 
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１ 現状と課題 

・本市の火災発生件数は減少傾向にありますが、ひとり暮らしの高齢者の増加などの社会構造の変化に

より、救急出動件数は増加傾向にあります。 

・全国的に消防団員数の減少が続いているなかで、本市においても新規入団者の確保が難しくなってお

り定員（500 人）割れが続いています。 

・消防救急の広域化＊や消防救急無線の広域化・共同化やデジタル化の方針が示されていることから、

近隣市町との協議を進めながら、多様化・大規模化する災害に的確に対応できる消防救急組織体制の

確立を図る必要があります。 

・火災の未然防止や被害軽減のため、火災予防の普及がこれまで以上に求められています。 

・消防法の改正により、住宅用火災警報器などの設置が義務づけられましたが、普及率の向上が課題と

なっています。 

・救急需要の増加に対応するため、人材の育成や救急設備の計画的な更新に加えて、タクシー代わりな

どの不適切な救急車の利用の防止が必要となっています。 

・救命率を向上させるため、AED＊の効果的な配備を進めていますが、AED を有効に活用できるよう市

民の自主救護能力の向上が必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

火災をはじめ多様化・大規模化する災害と、緊急時に必要な救命措置に対応し、市民の生命、身体、

財産を守ること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

住宅用火災警報器の普及率 － 70.0％ 
住宅用火災警報器を設置している

住宅の割合 

消防団員充足率 87.0％ 100.0％ 定員に対する消防団員の充足率 

救命講習受講者数 11,584 人 19,000 人 普通・上級救命講習の受講者の累計 

 

４ 施策の方向 

  (1) 消防体制の強化 

① 消防計画の改定・推進 

・消防組織法の基本理念に基づき、消防力を整備し災害による被害を軽減するために策定した消防

計画を、社会情勢に添うよう定期的に内容を改定し、計画に基づいた各種訓練の実施や消防体制

第２項 安全な暮らしを確保するまちづくり 

11 消防・救急体制の強化 〈消防・救急〉 

現行計画 Ｐ88 

消防団員の推移 
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の強化を図ります。 

② 消防体制の充実 

・効率的な消防活動ができるようにするため、消防職員の各種訓練や研修を通じた専門知識の習得

や情報収集・伝達機能の強化などにより総合的な消防体制の整備を図るとともに、緊急消防援助

隊などの受け入れ体制の充実に努めます。 

③ 消防設備の充実 

・火災をはじめとした多様な災害に対応できるよう消防設備や老朽化した消防車両の計画的な更新、

耐震性防火水槽の整備などを図ります。 

④ 消防団員の確保 

・消防団活動の積極的なＰＲを行うとともに、事業所などとの協力体制の構築や消防団員の処遇改

善を図り、基本団員、機能別団員、女性団員の確保に努めます。 

⑤ 消防救急の広域化・無線のデジタル化への対応 

・消防救急の広域化や消防無線の共同通信指令体制について県東部地域の市町と研究協議を進める

とともに、消防救急無線のデジタル化への移行を図ります。 

  (2) 火災予防の推進 

① 防火に対する意識の高揚 

・広報活動や春と秋の火災予防運動などを通して、市民に火災予防の普及啓発を行うとともに、出

火防止のための防火安全対策について指導を行います。 

・住宅用火災警報器などの設置や維持について、関係団体と連携した普及活動を推進します。 

② 防火協力団体の育成 

・火災を未然に防ぐため、個人への啓発を行うとともに、事業所における防火管理や保安管理の向

上を図り防火安全への意識を醸成できるよう防火協力団体の育成に努めます。 

  (3) 救急体制の強化 

① 救急体制の充実 

・救急車や資機材を計画的に更新するとともに、各メディカルコントロール＊協議会と連携し救急

救命士・救急隊員の継続的な養成や教育訓練の充実を図るなど救急隊の能力向上に努め救急体制

の強化を行います。 

② 応急救護の普及 

・コンビニエンスストアーなどの事業所に対し「あんしんＡＥＤステーション」への参加を促進し

ＡＥＤの整備を進めます。また、市民の自主救護能力を向上させるため、応急手当普及員・指導

員の養成により、救急講習の充実や応急手当の技術・知識の普及を図ります。 

③ 救急車の適正利用意識の啓発 

・重症患者の緊急搬送に迅速に対応できる態勢を維持するため、救急車の適正利用に向けた市民へ

の啓発を行います。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 消防団の活動への理解と協力 

○ 火災予防活動の実践 

○ 応急救護の技術習得のための、各種救急講習の受講 

○ 救急車の適性利用への理解と協力 

 

■消防計画推進事業 

■消防隊教育養成事業 

■消防ポンプ自動車等更新事業 

■消防施設整備事業 

■耐震性防火水槽建設事業 

■消防団運営事業 

 

 

■消防救急広域化検討事業 

■デジタル消防無線機更新事業 

■事業所における無災害支援事

業 

■防火協会、幼年消防クラブ育成

事業 

 

 

■救急救命士養成事業 

■高規格救急自動車更新事業 

■ＡＥＤ設置促進事業 

■応急手当普及啓発事業 

■救急車適正利用啓発事業 

〔用語解説〕 

①消防救急の広域化 ②ＡＥＤ ③メディカルコントロール 

25



 

 

 

 

 

１ 現状と課題  

・本市の交通事故発生件数は近年減尐傾向にありますが、高齢化社会の進展に伴い、高齢者が関係する

割合の増加が予想されます。 

・本市は、昭和 37 年(1962 年)3 月に交通事故の被害から市民の安全を確保することを決議し、「交通安

全都市」を宣言しています。 

・安全で円滑な交通の確保のため、警察、道路管理者などの関係機関との連携により、地域の実情に応

じた交通規制や交通安全施設の整備、道路改良などに努めています。 

・安全な歩道の確保と駅利用者などの利便のため、三島駅南口・北口や、三島広小路駅、三島二日町駅

に駐輪場を設置しています。 

・交通事故のない安全な社会を実現するため、交通安全意識の高揚を図り、交通安全関係団体などと連

携しながら、取り組みを継続していく必要があります。 

・自転車による交通事故を防止するため、交通安全教育・普及活動を強化する必要があります。 

・放置自転車対策の実施により、市内における放置自転車数は減尐傾向にありますが、引き続き駐輪指

導や撤去作業を推進する必要があります。 

・万一、交通事故に遭った場合に備え、適切な問題解決に向けた支援策の充実が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

交通事故のない安全な社会を実現すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

市内の交通事故発生件数 925 件 760 件 市内で発生した交通事故件数 

交通安全教室などの参加者数 1,203 人 1,300 人 交通安全教室などへの参加者数 

 

４ 施策の方向 

(1) 総合的な交通安全施策の推進 

  ① 三島市交通安全計画の策定・推進 

・総合的交通安全対策を講じるため三島市交通安全計画を策定し、計画に基づいた各種の交通安全

に関する施策を推進します。 

第２項 安全な暮らしを確保するまちづくり 

12 交通安全の推進 〈交通安全〉 

市内の交通事故（人身事故）発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※高齢者の事故件数…高齢者が関係した人身事故件数。 

資料：三島警察署（交通事故統計） 

自転車等放置禁止区域＊における警告台数・撤去台数 
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  (2) 交通安全意識の高揚 

① 交通安全運動の実施 

・交通安全運動を通じて、交通ルールや交通マナーを守る意識の高揚を図ります。 

② 交通安全教育の推進 

・自治会へ交通安全用品を配布するとともに、年齢層に応じた交通安全教室や高齢者への交通安全

教育を推進します。また、交通弱者を守るため、自動車・自転車運転者の意識啓発に努めます。 

③ 交通安全組織の充実 

・交通事故撲滅市民の会や交通安全母の会、幼児交通安全クラブ、交通指導員会などの交通安全関

係団体を支援し、交通事故防止活動の充実を図ります。 

(3) 交通環境の整備・改善 

① 交通安全施設の整備 

・交通事故防止のため見通しの悪い交差点などの危険箇所へのカーブミラーの設置や区画線＊の整

備など交通安全施設の整備・維持管理に努めます。 

② 交通環境の改善 

・自治会などの要望を調査し、関係機関と連携して道路の危険箇所の改良を図るとともに、警察に

対し地域の実情に応じた適正な交通規制による交通環境改善の働きかけに努めます。 

③ 放置自転車対策の推進 

・自転車等放置禁止区域に指定している三島駅や三島広小路駅周辺において、駐輪指導や放置自転

車の撤去を実施します。 

・現在設置されている駐輪場の適正な維持管理に努めます。 

  (4) 交通事故被害者などへの支援 

① 交通事故相談体制の充実 

・交通事故当事者の問題解決に向け、交通事故に関する相談支援体制の充実を図り、適切に解決す

るための教示や指導、関係機関への斡旋などを行います。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 交通安全運動一斉街頭広報への参加 

○ 交通安全教室の開催 

○ カーブミラーなどの交通安全施設の修繕に関する情報提供 

○ 放置自転車の撤去に関する情報提供 

 

■三島市交通安全計画推進事業 

■交通安全運動実施事業 

■交通安全教育指導事業 

 

 

■交通事故撲滅キャンペーン事

業 

■交通安全関係団体補助事業 

 

 

■交通安全施設整備事業 

■駐輪対策事業 

■交通事故相談事業 

〔用語解説〕  

①自転車等放置禁止区域 ②区画線  

 

自転車マナーアップ教室 
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１ 現状と課題  

・本市の刑法犯認知件数は、平成 11 年(1999 年)以降減尐していますが、全件数に占める自転車盗やオ

ートバイ盗、車上ねらいなどの割合が高くなっています。 

・本市では地域住民による防犯パトロールが活発に行われています。その成果もあって、子どもに対す

る声かけ事案の発生件数は人口比でみると尐ない状況です。 

・振り込め詐欺の手口は日々、複雑かつ巧妙になっており、また一部の地域に集中して発生する傾向が

あることから、迅速な対応が必要となっています。 

・犯罪のない、安全で安心して暮らせる社会をつくるため、市民一人ひとりの防犯意識を高め、地域ぐ

るみの防犯活動を推進する必要があります。 

・これまで防犯灯の設置・維持管理に積極的に取り組んできました。今後は、省エネルギー対策など環

境への配慮も求められています。 
・誰もが犯罪被害者となり得る今日、犯罪被害者等基本法の制定などによって、犯罪被害者支援におけ

る地方公共団体の役割に期待が高まっています。 

・北上地区から錦田地区にかけての丘陵地や中郷西部地区への交番新設について、三島市自治会連合会

から要望が寄せられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

犯罪のない、安全で安心して暮らせる社会を実現すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

市内における刑法犯認知件数 1,245 件 1,000 件 
三島警察署が市内で認知した窃盗

や詐欺など刑法犯罪の件数 

防犯教室参加者数 3,036 人 3,500 人 
小学校、幼稚園、保育園における不

審者対応・侵入訓練などの参加人数 

 

４ 施策の方向 

  (1) 防犯意識の啓発 

① 防犯情報の発信・意識の啓発 

・犯罪発生状況や対策方法を広報し、市民の防犯意識を高めるとともに、振り込め詐欺や車上ねら

いなどが頻発した際には、迅速な情報発信により注意喚起を行い、犯罪の未然防止に努めます。 

② 防犯講座・防犯教室の実施 

・地域や団体に出向き防犯講座を開催し意識の高揚を図ります。また、子どもや教職員が緊急時の

第２項 安全な暮らしを確保するまちづくり 

13 犯罪防止活動の推進 〈防犯〉 

三島市内における刑法犯認知件数 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三島警察署 

三島市内における罪種別刑法犯認知件数（平成 21 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三島警察署 
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対応を学び実践するための防犯教室や不審者対応訓練を実施します。 

  (2) 地域ぐるみの防犯活動への支援 

① 防犯活動団体への支援 

・小学校区などの範囲の地域住民が連携して自主的な防犯活動を行う地区安全会議に対し、情報提

供や活動支援を行ないます。 

② 防犯パトロール活動などの支援 

・地域の防犯パトロール活動を行う団体に対し、三島警察署管内防犯協会と連携を取りながら、パ

トロール指導や活動支援を行います。 

③ 暴力団追放運動の推進 

・三島市暴力団追放推進協議会との連携を強化して、地域ぐるみで暴力団追放・覚せい剤撲滅運動

を推進します。 

  (3) 防犯設備の充実 

① 防犯灯の設置・維持管理 

・夜間における歩行者などの安全確保のため、防犯灯の適正な設置と地域住民と連携した維持管理

に努めます。また、省エネルギーと管理の効率化のため、水銀灯からＬＥＤ灯などへの転換を図

ります。 

② 公共施設の防犯設備の充実 

・学校や公園などの公共施設に、防犯カメラの設置や緊急通報システムの整備や危険箇所の改善を

実施し、犯罪や非行の起こりにくい環境づくりに努めます。 

  (4) 犯罪被害者などへの支援 

① 相談窓口・支援体制の充実 

・犯罪被害者やその家族が安心して相談できる窓口を通して、支援制度などをスムーズに紹介・提

供できる体制を充実させます。 

② 社会環境の改善・意識の啓発 

・犯罪被害者などの権利を守るための啓発を行い、明るく住みよいまちづくりを推進します。 

  (5) 交番新設の要望 

  ① 交番新設の要望 

・北上地区から錦田地区にかけての丘陵地及び中郷西部地区へ交番を新設することについて、設置

箇所などの検討を進めながら、県へ働きかけていきます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 自主防犯パトロール活動への参加 

○ 下校時などの児童の見守り活動への協力 

○ 防犯ボランティアと連携した防犯教室の開催と参加 

○ 暴力団追放運動への参加 

○ 防犯灯の維持管理 

 

 

■市民防犯意識啓発事業 

 ・防犯講座事業 

 ・防犯教室事業 

 ・防犯パトロール事業 

 ・暴力団追放推進事業 

 

 

■地域防犯活動補助事業 

■防犯灯維持管理事業 

 

 

■犯罪被害者相談事業 

■犯罪被害者環境改善事業 

〔用語解説〕 
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１ 現状と課題 

・国際化の進展や通信技術の発達などによって消費活動が多様化するのに伴い、商品やサービスに関す

るトラブルが多様化・複雑化し、件数も増加しています。 

・社会経済状況の変化による多重債務の深刻化、行政の相談体制の整備などにより、多重債務相談が増

加傾向にあります。 

・平成 21 年(2009 年)に消費者庁が創設され、事業者を保護することから消費者や生活者に安全・安心

を提供することに重点が置かれるようになりました。消費者庁を核とした全国消費生活情報ネットワ

ーク・システム（PIO－NET＊）によって、消費生活に関するさまざまな情報の蓄積・活用が可能にな

っています。 

・消費生活トラブルの多様化・複雑化に対応するため、消費生活相談体制の強化が求められています。 

・今後、市民が安心して消費生活を送ることができるようにするために、学習講座などによって、「自

立した賢い消費者」を育成していく必要があります。 

・平成 12 年(2000 年)より推進しているマイバック持参運動は、平成 20 年(2008 年)のレジ袋有料化を

機に市民に広く浸透し、平成 22 年(2010 年)の大型食品スーパーにおけるレジ袋辞退率は 85％を維持

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

市民が安心して豊かな消費生活を送ることができるよう、消費者の利益を擁護・増進し、消費生活の

安定と向上を図ること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

消費生活講座等参加者数 425 人 460 人 
消費生活講座や出前講座への参加

者数 

消費者相談などを含めた消費者

保護の充実 
－ 50.0％ 

市民意識調査で「消費生活相談を認

知している」と答えた人の割合 

 

４ 施策の方向 

  (1) 消費者保護の充実 

① 消費生活相談体制の強化 

・消費生活相談の内容が多様化・複雑化するなか、消費者トラブルの未然防止と迅速な解決を図る

ため、消費生活相談員のスキルアップ研修を充実させるなど、相談体制の強化に努めます。 

② 消費生活関連情報の収集・提供 

・全国消費生活情報ネットワーク・システム(PIO－NET)の全国相談情報を活用して悪質商法など

消費者被害の情報を迅速に収集し、相談業務の充実を図ります。 

第２項 安全な暮らしを確保するまちづくり 

14 賢い消費者の育成 〈消費生活〉 

消費生活の相談件数（市民相談室）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

販売（購入）方法別の相談件数（平成 21 年） 
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現行計画 Ｐ96 
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(2) 自立した賢い消費者の育成 

① 消費者教育の充実  

・消費生活講座を開催し、消費生活や悪質商法被害、環境などに関する多くの最新情報を提供する

ほか、市民団体や学校、高齢者団体などを対象に出前講座を開催し、自立した賢い消費者の育成

に努めます。 

② 消費者向けＰＲ活動の推進 

・悪質商法などによる被害の未然防止を図るため、消費者団体などと協働して街頭啓発活動を実施

するとともに、広報紙やホームページなどを活用し、消費者へ的確な情報を提供します。 

③ 消費者団体活動への支援 

・消費者団体への活動支援を通し、自立した賢い消費者や環境にやさしい行動のできる消費者の育

成に努めます。また「みしま生活展」を通して、消費者団体・事業者・行政による消費生活に関

するさまざまな最新情報の提供に努めます。 

  ④ 環境にやさしい消費者の育成 

・不用品活用バンクの利用促進や買物袋持参の推進などにより環境にやさしい消費者を育成します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 「みしま生活展」への参加 

○ 街頭キャンペーンへの協力 

○ 消費生活講座などへの参加 

○ 環境に配慮した消費活動の実践 

○ 地域での情報交換の推進 

 

 

 

 

 

 

■消費生活相談事業 

■全国消費生活情報ネットワー

ク・システム事業 

 

 

■賢い消費者育成事業 

■街頭啓発事業 

■消費者団体育成事業 

 

■不用品活用バンク事業 

■買物袋持参運動推進事業 

〔用語解説〕  

①PIO－NET 

 

消費生活相談 
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Ⅲ 活力ある産業が発達したまちづくり

施策名 施策項目 担当部署名

基本方針

にぎわいある商業・商店街の振興 商業・商店街 商工観光課15 地域振興部

魅力ある観光の推進 観光 商工観光課16

特色ある特産品の創出と活用 特産品 商工観光課17

農政課

地域の特性を生かした農業の振興 農業 農政課18

農業委員会事務局

活力ある工業振興と新産業の創出 工業・新産業 商工観光課19 地域振興部

政策企画課企画部

企業誘致の推進 企業誘致 企業立地推進課20

良好な就労環境と雇用の確保 経営・勤労者支援 商工観光課21 地域振興部

政策企画課企画部
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１ 現状と課題  

・消費構造の変化、モータリゼーション＊の進展、さらには大型複合店の郊外への出店などにより中心

市街地の空洞化が進行しています。 

・個人商店の多くは後継者不足、資金不足などにより、店舗の改装、インターネットを活用した商品の

紹介や販売など、多様な消費者ニーズへの対応が遅れています。また、個店の集合である商店街は、

空き店舗の点在により、ますます機能が低下しており、商店会の解散が続いています。 

・消費者に支持される魅力的な個店を創出するため、観光との連携やきめ細かなサービスの提供などの

各個店の魅力づくりとその情報発信が必要となっています。 

・商店街のにぎわいを確保するため、消費者や商店街のニーズに合った店舗の誘致とともに、まち並み

景観に配慮するなど、既存店及び商店街全体の魅力アップを図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

個店の魅力を高め、歩いて楽しい商店街づくりを進め、にぎわいの創出と商業の活性化を図ること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

中心市街地の商店街の空き店舗

数 
33 店 15 店 

大通り、下田街道（一方通行区間）、

芝町通りにおける 1階の空き店舗数 

大通り商店街休日歩行者数 9,389 人 11,000 人 
大通り商店街 7 地点における休日

（12時間）の歩行者数 

地元購買率  53.0％ 60.0％ 市民が市内で買物した割合 

 

４ 施策の方向 

  (1) 商業・商店街のにぎわい創出 

① 商店街のにぎわい支援 

・商店街団体などが実施するイベントなどで、にぎわいの創出や商店街の付加価値、回遊性の向上

につながる事業への支援を行います。 

・自動車で利用しやすい商店街とするため、共通駐車券が利用できる駐車場の拡充を図ります。 

14,124
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第３項 活力ある産業が発達したまちづくり  

15 にぎわいある商業・商店街の振興 〈商業・商店街〉 

大通り商店街の歩行者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊調査地点 大中島（2 地点）小中島(3 地点)、中央町

（2地点） 

＊H18 年調査時の天候は暴風雨 

小売商店数と年間商品販売額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

資料：商業統計調査 

現行計画 Ｐ44 

     Ｐ48 
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② 商工会議所との連携・支援 

・商工会議所が行う商業活性化事業などに対し支援を行うとともに、連携を密にして情報の共有化

や事業の相互協力を行います。 

  (2) 中心市街地の活性化 

① 中心市街地活性化基本計画の策定 

・中心市街地の総合的なまちづくりを進める上で有効な「中心市街地活性化基本計画」について、

制度改正など国の動向を見極めながら、計画策定を行います。 

② 空き店舗対策の充実・強化 
・それぞれの商店街のコンセプト＊を明確にし、そのコンセプトに沿って、空き店舗への事業者の

誘致や出店支援を行い、商店街としての機能の強化と魅力の向上を図ります。 

③ まち並み景観の創出 

・魅力ある商店街の景観を形成するため、まち並みづくり協定の策定や景観重点整備地区の指定に

対する支援を行います。また、「景観ガイドライン」に合致する店舗の改修に対し、財政的な支

援などを行います。 

④ 消費者の回遊性の向上 

 ・三島駅周辺と三島広小路駅周辺、三嶋大社、中田町周辺など、せせらぎ回遊ルートと商業施設が

集積している地区を有機的に結び付け、消費者や観光客の回遊性の向上を図ります。 

  (3) 個店の魅力づくり 

① 個店の魅力アップの促進 

 ・意欲のある個店への専門家の派遣、まち並みづくり協定などに基づく安全で利用しやすい店舗へ

の改修を支援するなど、個店の魅力向上を推進します。 

・インターネットなどを利用して、積極的に個性のある店舗の紹介を進めます。 

② 後継者対策の推進 
・後継者不足による店舗の廃業などの現状把握と対策の研究に取り組みます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 商店街活性化イベントの実施・参加 

○ 共通駐車券の利用 

○ 空き店舗の活用 

○ アダプトプログラム＊、ゴミ拾いツアーへの参加 

○ インターネットを活用した商店情報の受発信 

 

 

 

 

■商店街振興育成事業 

■商店街イベント振興事業 

■商工会議所補助事業 

 

 

■中心市街地商業等活性化推進

事業 

■空店舗対策事業 

■商業等活性化事業 

 

 

■商店街共同施設整備事業 

■中心市街地活性化推進事業 

■個店魅力アップ推進事業 

〔用語解説〕  

①モータリゼーション ②コンセプト ③アダプトプログラム 

35



 

 

 

 

 

１ 現状と課題 

・本市は伊豆箱根鉄道駿豆線三島駅をはじめ、JR新幹線三島駅を抱えるほか、市街地を東西、南北に通

過する国道、県道、東駿河湾環状道路など、富士箱根伊豆国立公園の玄関口として主要なアクセスポ

イントとなっています。 

・富士山静岡空港を活用した就航先などからの観光客の呼び込みや国内外の各種コンベンションの積極

的な誘致が必要とされています。 

・街中がせせらぎ事業などによるまちなかの整備や観光振興に向けたさまざまな取り組みにより、本市

への来訪者は増加しています。 

・三嶋大社の参拝客などの観光客をまちなかに誘導するため、季節に合わせたウォーキングイベントの

開催など、下田街道やまちなかを回遊する仕組みの構築が必要です。 

・協働のまちづくりと観光立市を標榜する本市において、核となる存在の「三島市ふるさとガイドの会」

による先駆的な案内方法とおもてなしは、平成 13 年（2001 年）に「静岡県観光功労表彰」を、平成

22 年（2010 年）には「静岡県知事表彰」を受賞するなど高い評価を受けています。 

・近年、旅行ニーズが高度化し、着地型旅行の創出による旅行客の誘致に期待が高まっています。 

・観光の魅力を高めるために、国内の募集型企画旅行をはじめ、旅行業者への旅行商品の売り込みの強

化、メディアを積極的に活用した情報発信が必要です。 

・箱根や伊豆への来訪者の多くが本市を訪れるような仕掛けづくりが課題となっています。 

・平成 15 年度（2003 年度）以降、官民一体となって進めてきた目覚しい成果を上げつつあるビジット・

ジャパン・キャンペーン＊の効果・恩恵をより多く当地にもたらすことができるよう、本市において

も、観光の魅力を海外に発信することや、道路標識や案内サインの多言語化によって外国人観光客の

受入れ態勢を強化することが必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

観光資源を生かしながら、観光客の誘客と交流人口の増進を図り、まちの活性化につなげること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

ふるさとガイド案内客数 3,569 人 5,000 人 
ふるさとガイドの会の年間ガイド

案内客数 

総合観光案内所来訪者数 66,400 人 75,000 人 総合観光案内所での年間来訪者数 

三島市観光協会ホームページア

クセス件数 
129,062 件 150,000 件 

年間三島市観光協会ホームページ

（トップページ）アクセス件数 

第３項 活力ある産業が発達したまちづくり 

16 魅力ある観光の推進〈観光〉 

観光案内所来訪者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
資料：三島市観光協会 

ふるさとガイドの会案内客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：ふるさとガイドの会 

現行計画 Ｐ46 
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４ 施策の方向 

  (1) 観光資源づくり 

① 観光資源の整備・充実 

・東駿河湾環状道路インターチェンジ周辺地域の観光資源としての整備の可能性について、関係機

関などと連携し検討を進めます。 

② 観光資源の発掘・活用 

・地域資源の発掘や既存の観光資源の魅力を高め活用することにより、新たな観光ポイントやルー

トの開発を進めます。 

  (2) 観光ネットワークづくり 

① 旅行業者、関係団体との連携強化 

・旅行業者、一般社団法人三島市観光協会や三島市ふるさとガイドの会をはじめとするボランティ

ア団体、地元大学、その他関係団体などとの連携を強化し観光を推進します。 

② 着地型旅行の推進 

・文化や歴史、自然・環境、健康などをテーマにしたカルチャーツーリズム＊、エコツーリズム＊、

ヘルスツーリズム＊、グリーンツーリズム＊などの着地型旅行＊商品を関係団体と協働で企画し、

誘客を進めます。 

③ 近隣市町等との連携強化 

・伊豆観光圏をめざし近隣市町などと連携を強化し、伊豆の玄関口にふさわしい滞在型の観光を推

進します。 

・箱根町との連携を強化することで、箱根を訪れる 2,000 万人の観光客の一部を三島に呼び込む取

り組みを推進します。 

・静岡県東部地域コンベンションビューローとの連携を強化し、国内外の各種コンベンションの誘

致を推進します。 

  (3) にぎわい・交流づくり 

① 観光ＰＲの充実  

・旅行業者向けのセールス、キャンペーンを推進します。 

・ホームページ、市民ポータルサイトなどを通じて、最新情報の発信に努めます。 

また、新聞、テレビ、ラジオなどのメディアを有効に活用し三島市のＰＲを推進します。  

・着地型旅行商品のＰＲを通じ、特産品の販売促進や地域産業の振興につなげます。 

② おもてなしの向上 

・本市を訪れる人をおもてなしの心で迎え入れることができるよう、市民意識の醸成を進めます。 

   ・道路標識や案内サインの多言語化を進めるなど、外国人観光客が訪問しやすい態勢づくりに努め

ます。 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ ゴミ拾いツアーの企画・協力・参加 

○ ウォーキングイベントの企画・協力・参加  

○ 着地型旅行の企画・提案・協力 

○ 観光ボランティアへの参加 

○ 観光に関する各種イベントの企画・協力・参加 

〇 観光客へのおもてなし 

 

 

■塚原インター周辺施設整備 

事業 

■観光資源発掘・活用事業 

・街中がせせらぎ推進事業 

・ホタル育成補助事業 

・三嶋暦師の館事業 

 

 

■総合観光案内事業 

■着地型旅行推進事業 

■観光推進ネットワーク事業 

 

■にぎわい創出イベント事業 

 ・三島夏まつり補助事業 

 ・山中城まつり補助事業 

 ・水と蛍のフェスティバル補助 

事業 

■ふるさとガイドの会補助事業 

■外国語標記案内板等設置事業 

〔用語解説〕  

①ビジット・ジャパーン・キャンペーン ②カルチャーツーリズム ③エコツーリズム  ④ヘルスツーリズム 

⑤グリーンツーリズム ⑥着地型旅行 
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１ 現状と課題 

・特産品は、本市の魅力を国内外に広く発信できることから、観光や雇用、産業など地域の活性化につ

ながる大きな可能性を秘めています。 

・埋もれている地域資源を発掘し、全国に発信できる特産品として開発・普及を促進していく必要があ

ります。 

・「三島馬鈴薯」、「三島甘藷」や「箱根大根」、「エコにんじん」など、地場農産物の特産品化が進んで

います。 

・みしまコロッケやオリジナル焼酎、三島甘藷スイーツなどに次ぐ、農商工の連携＊による、農業特産

品などを生かした特色ある二次産品＊の創造と普及が期待されています。 

・全国各地で、地域ブランドの開発と普及のための情報発信が盛んに行われています。本市においても、

効果的なＰＲによって、特産品を普及させ、観光や産業の活性化につなげていく必要があります。 

・うなぎ料理は三島名物として既に定着していますが、さらに本市の代表的な料理として確立するとと

もに、多様な消費者ニーズに対応した新たな特産品の開発が求められています。 

・高品質で付加価値の高い箱根西麓野菜のブランド認定制度の導入が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

特産品の創出やブランド化を進め、本市の魅力を全国に発信し、産業の活性化につなげること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

三島ブランド認定品目総数 16 品 50 品 
三島商工会議所でみしまブランド

として認定された品目総数 

 

４ 施策の方向 

(1) 特産品の創出 

① 特産品の開発支援 

・農産物の特産品化に必要な品質の向上や付加価値を高めるための技術支援などを行うとともに、

農商工連携のための、マッチングの機会の提供を推進します。 

・国・県の制度を利用した特産品創出の財政的支援を行うほか、生産、加工、流通に係る業者の連

携による特産品の創出を推進します。 

② ふるさと産品の発掘 

・本市に伝わる郷土色豊かな特産品やふるさと産品の発掘に努めます。 

 

第３項 活力ある産業が発達したまちづくり 

17 特色ある特産品の創出と活用〈特産品〉 

 三島ブランド認定品一覧          

品名 備考 品名 備考

一口羊羹 菓子 静岡県無形民俗文化財指定「三嶋囃子」 文化

キャロッ娘 お酒 農兵節 文化

三島産三島茶碗 文化 福太郎 菓子

手作り硝子　みしま風鈴 文化 源兵衛川 景観

現代版・三嶋暦 文化 三島ざくら 菓子

アクアビット お酒 らくじゅの実 菓子

せせらぎ三嶋湧水 お酒 三島焼酎　チットラッツ お酒

みしまコロッケ 名物 三島うなぎ 名物

資料：三島商工会議所（平成 22 年 3 月末現在） 

現行計画 Ｐ50 
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 (2) 特産品のＰＲ・ブランド化 

① 特産品のＰＲ 

・「箱根西麓野菜」や「三島うなぎ」などにつづく将来の特産品と成り得るものを、イベントなど、

機会を活用して全国にＰＲするほか、話題性をつくり、さまざまなメディアを通じて情報を発信

します。 

・「箱根西麓野菜」のＰＲイベントを開催し、地産地消による市民への周知とともに地場農産物の

特産品化を促進します。 

・ 商工会議所のブランド認定制度を活用し、全国に向けて特産品のＰＲを推進します。 

② ブランド化による販路拡大 

・本市の特産品を取り扱う店舗の運営支援や直売施設による「箱根西麓野菜」の販売を推進し、本

市のブランドとしての定着に努めるとともに、インターネットを利用した全国販売など、販路拡

大を促進します。 

   

 ５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 地元特産品の魅力の再認識と積極的な消費・ＰＲ  

〇 地場農産物などを利用した商品の創作と普及 

○ 三島ブランドの積極的な消費と全国へのＰＲ 

○ 新たな特産農産物の創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■農商工連携・第 6 次産業化推進

事業 

■三島ブランドＰＲ推進事業 

■箱根西麓野菜ブランド化事業 

 

 

 

■みしまコロッケ普及推進事業

■観光特産品化推進事業 

 ・開発支援事業 

 ・調査・研究事業 

 ・イベント・キャンペーン・ 

ＰＲ事業 

 ・販路拡大事業 

 

〔用語解説〕 

①二次産品： ②農商工の連携： 

三島名物“うなぎ” みしまコロッケ 
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１ 現状と課題 

・農業は、食料の供給だけでなく、国土の保全や地下水のかん養、自然環境の保全や美しい景観の形成、

伝統や食文化の継承など、市民の暮らしに欠かせない多面的な役割を果たしています。 

・農業従事者の高齢化や担い手の不足、耕作放棄地の増加などは、食料自給率をはじめ、農業の健全な

発展や農用地の合理的な利用に大きな影響を及ぼしています。 

・国の農地制度の転換により、農地の貸借の規制などが緩和されたことから、企業や新規就農者などの

参入による、地域農業の活性化が期待されています。 

・これからの農業の発展には、農産物の生産だけでなく、食品加工（第二次産業）、流通、販売（第三

次産業）にも農業者自らが主体的かつ総合的に関わるなど、第 6次産業＊化が求められています。 

・近年の食品の偽装問題をきっかけに、地元で生産される新鮮で安心・安全な農産物に対する市民の関

心が強くなっています。 

・特色ある地域農業を確立し発展させていくためには、箱根西麓野菜のブランド化をはじめ、環境に配

慮した三島独自の農業スタイルづくりが必要です。 

・箱根西麓の農業地帯では、農作業の効率化を図るため、幹線農道の整備が必要となっています。 

・山田川の流域には昔の農村風景や豊かな自然環境が残っていることから、地域の自然や文化、人々と

の交流を楽しめる場としての活用が期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

安心・安全な農産物が安定的に生産され、地場農産物への理解と関心が高まり、地域の特性を生かし

た活力ある農業が営まれるようにすること。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

認定農業者数 116 人 121 人 地域農業の担い手となる認定農業者の認定者総数 

エコファーマー認定者数 45 人 55 人 
減農薬・減化学肥料など環境に配慮した農業

生産方式を実施する認定者総数 

農用地利用集積面積＊ 18ha 23ha 耕作放棄地を含む農用地利用集積面積(累計) 

４ 施策の方向 

  (1) 総合的な農業施策の推進 

① 農業振興地域整備計画の推進 

・本市における自然的条件や経済的、社会的諸条件などを考慮して総合的に農業の振興を図る 

ために策定した三島市農業振興地域整備計画に基づき、優良な農用地を将来にわたり保全し、

農業上の利用を確保するとともに、農業振興のための各種施策を計画的に実施します。 

② 優良農用地の保全・確保 

経営耕地と耕作放棄地の面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料 農林業センサス 

第３項 活力ある産業が発達したまちづくり 

18 地域の特性を生かした農業の振興 〈農業〉 

総農家数と専業農家数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料 農林業センサス 

現行計画 Ｐ52 
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・農業委員会による、農地法など関係法令に基づく農用地の適正管理はもとより、食料の供給、自

然環境の保全、水源のかん養など、多面的機能を有している優良農用地の保全と確保に努めます。 

  (2) 地域農業の活性化 

① 担い手の育成・確保 

・認定農業者の育成・確保とともに、新たな農業の担い手として期待される企業・新規就農者など 

の農業参入を支援します。 

② 地場農産物のブランド化の推進 

・箱根西麓野菜のブランド化を推進するとともに、農商工連携や第 6 次産業化を促進し、地場農産

物の消費拡大、地域農業の活性化を図ります。 

③ 地産地消・旬産旬消の推進 

・安心・安全な地場農産物を地元で消費する「地産地消」、旬の作物を旬の時期に食す「旬産旬消」 

を推進します。 

④ 耕作放棄地対策の推進 

・耕作放棄地対策として農用地の利用集積を推進し、箱根西麓野菜の生産量の拡大をはじめ、農業

体験農園の開設や企業の農業参入など、農用地の多面的利用及び有効利用を促進します。 

⑤ 畜産の振興 

・優良家畜の導入により経営基盤の安定・飼養管理技術の向上を図るとともに、ブランド養豚のＰ 

R・畜産の特産化に取り組みます。 

  (3) 環境保全型農業の推進 

① 有機農業・自然農法の推進 

・減農薬・低化学肥料による栽培の普及、環境に配慮した有機農業・自然農法の振興を推進します。 

② エコファーマーの育成 

・安心、安全で新鮮な農産物の提供、環境にやさしい農業生産方式を実施するエコファーマーの育

成に努めます。 

(4) 農業・農村基盤整備の推進 

① 農業生産基盤整備の推進 

・農地の集積を図る土地基盤整備や農道、用水路などの土地改良施設の整備を行います。 

② 農村環境整備の支援 

・農業施設の適正な保全管理、環境に配慮した維持管理に努め、地域住民も含めた農道や水路の清

掃など営農活動を支援します。 

(5) 山田川自然の里の保全と利用促進 

① 山田川自然の里の保全と活用 

・「山田川自然の里」の恵まれた自然環境と景観を保全・活用し、市民農園やさまざまな農業体験、

自然散策などを通じ、都市住民との交流や農村地域のにぎわいづくりを進めるとともに、市民の

やすらぎと憩いの場としての利用を促進します。 

② 市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの育成・支援 

・里山の棚田などの復元、里山づくり、農業体験の活動など、「山田川自然の里」の運営管理の主

体となるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体、市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの育成・支援を行います。 

５ 主要事業 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しよう） 

○ 農産物の PR などを通した「地産地消」「旬産旬消」の高揚と実践 

○ 農産物のブランド化に向けた箱根西麓野菜や畜産ブランドの積極的な消費とＰＲ 

○ 「山田川自然の里」の利用と環境や景観の保全活動への参加 

■農業振興地域整備計画推進 

事業 

■優良農用地保全事業 

■認定農業者育成事業 

■新規就農者育成支援事業 

■箱根西麓野菜ブランド化推進

事業 

■農商工連携・第 6 次産業化推進

事業 

■地産地消推進事業 

 ・地域営農団体補助事業 

 ・イベント支援事業 

 ・学校給食地場農産物拡大事業 

■家畜改良補助事業 

■家畜舎一斉消毒薬剤購入補助

事業 

■耕作放棄地再生利用事業 

■環境保全型農業推進事業 

■畑作圃場土壌保全事業 

■エコファーマー育成事業 

■県営担い手育成基盤整備事業 

■県・市土地改良事業 

■松毛川環境整備事業 

■農業用施設維持管理事業 

■山田川市民農園等維持管理事業 

■山田川グリーンツーリズム研究

会支援事業 

〔用語解説〕 

①農用地利用集積面積 ②第 6 次産業 
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１ 現状と課題 

・世界的な経済不況により、事業規模や業種を問わず、さまざまな分野で先行き不透明な状況が続いて

います。 

・国内では、人口減少や高齢化の進展、消費者志向の多様化などにより、企業には、大量生産、大量販

売から多品目少量生産へのシフトや、製品やサービスの付加価値を高めることが求められています。 

・本市の景況調査によると、過当競争やデフレ要因による販売価格の低下傾向が見られます。一部業種

に回復基調が見られるものの、製造業全体では、依然厳しい状況が続いています。 

・市内の工業系事業所の約 90％は従業者 30人未満で、約 46％は従業者 3人以下の事業所です。 

・中小企業への融資事業を通じて、既存の企業の経営基盤を安定させるとともに、起業家の育成や新産

業の創造を図ることが求められています。 

・本市では、県が進めるファルマバレープロジェクト＊に参画し、健康・医療に関連する異業種連携を

推進していますが、地域の発展に向けてさらに連携を強化していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

企業の体質を強化し、活力と魅力ある工業の振興と新産業の創出を進め、地域経済と産業の活性化を

図ること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

ファルマバレーバイオネットワ

ーク市内会員企業数 
  12 社   50 社 

ファルマバレープロジェクトにお

ける市内バイオネットワーク会員

企業数 

県の経営革新計画承認件数 74 件 250 件 
新規創業の意欲等を測る事業所数

（H11 年度からの累計） 

 

４ 施策の方向 

 (1) 地場産業の育成 

① 既存企業の育成 

・既存企業の技術力や企業の特色を生かした付加価値の高い地場産業の育成を支援します。 

・新技術を生み出す基礎づくりとして、企業に従事する技術者の育成を支援します。 

   

 

従業員４人以上の製造業事業所数と製造品出荷額
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第３項 活力ある産業が発達したまちづくり 

19 活力ある工業振興と新産業の創出 〈工業・新産業〉 

現行計画 Ｐ54 

     Ｐ56 

製造事業所数と製造品出荷額の推移 

（従業員 4 人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：工業統計調査 

 

資料：工業統計調査 

338
374362401417

4343444654

381

471
447

417406

0

100

200

300

400

500

600

H12 H14 H16 H18 H20 

29人以下 30人以上 事業所総数

従業者規模別事務所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：工業統計調査 

 

資料：工業統計調査 

42



(2) 新産業の創出・育成 

① ﾌｧﾙﾏﾊﾞﾚｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進 

・県や研究機関、企業、関係団体、県東部地域の市町などと連携して、医薬・健康関連分野の振興・

集積を推進します。 

・優秀な技術を持つ市内企業のデータベース化を図り、ファルマバレープロジェクトへ推薦すると

ともに、ビジネスマッチング＊の体制づくりに向けた協議を進めます。 

② 医看工連携の支援 

・商工会議所が推進する「医看工連携・ミシマ」と連携して、医療看護現場のニーズと企業のマッ

チングや新製品創出の場の提供を行います。 

③ 異業種交流の支援 

・県やしずおか産業創造機構、三島商工会議所、金融機関などと連携して、ニーズ＊とシーズ＊の情

報を集積し、マッチングの機会を提供することで、新製品、新産業の創出を推進し、企業の競争

力の強化を図ります。 

④ 起業家の育成・支援 

・三島商工会議所と連携し、相談窓口の設置やセミナーなどを実施して起業希望者への支援を行い

ます。 

・起業時にネックとなりがちな資金面については、創業支援のための融資制度の活用を促進します。 

  ⑤ 国・県等との連携強化による工業振興 

   ・国・県などとの連携を強化し、各種中小企業の支援制度などの活用を促進します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 企業の特色を市内外に伝える情報の発信 

〇 異業種交流などによる情報交流機会への積極的な参加 

○ 市と関係機関との協働によるビジネスマッチングの機会と場の提供 

〇 金融機関による各種融資制度の紹介と企業による活用の実践 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地場産業育成支援事業 

■ファルマバレープロジェクト

推進事業 

■医看工連携推進事業 

 

 

■異業種交流支援事業 

■創業者開業･経営支援補助事業 

 

〔用語解説〕 

①ファルマバレー・プロジェクト ②ビジネスマッチング ③ニーズ ④シーズ 

【ファルマバレープロジェクト成果品の一例】 

分光分析法を用いた 

非侵襲的皮膚がん診断装置 

顕微仕様ハイパースペクトルカメラ 
ガイドピン式経皮骨針生検セット 

「ボーンバイオプシーセット T システム」 
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１ 現状と課題 

・近年、景気悪化の影響により、県内及び市内の産業の生産、受注とも大幅に減少し、企業の立地や設

備投資の意欲の冷え込みが強まっていることから、企業進出は厳しい状況が続いています。 

・本市では、平成 18 年(2006 年)に企業誘致の専門部署を設置し、新幹線三島駅や東駿河湾環状道路な

ど、本市が有する立地優位性や優遇制度を PR するなど、市外の企業の誘致や既存企業の定着を重点

的に推進しています。 

・企業立地は、新たな税収の確保、地域雇用の創出など、地域の振興に様々な波及効果が期待できるた

め、進出企業や既存企業、関係機関などと連携した積極的な誘致活動を進めていく必要があります。 

・市内には、進出する企業が希望する面積、単価などに見合う工業用地が不足していることから、新工

業団地の創出に向けて、地元地権者、地域住民の意向や進出検討企業の情報を的確に把握するととも

に、整備手法や土地利用計画などを調整していくことが課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

企業の誘致や地元既存企業の定着を推進することにより、新たな税収の確保や地域雇用の創出、地域

産業の活性化を図ること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

優良企業誘致数 
(H18～H21) 

14 社 

(H18～H27) 

20 社 

環境配慮型の優良企業の誘致件数

（H18 からの累計） 

誘致企業雇用者数 
(H18～H21) 

360 名 

(H18～H27) 

510 名 

誘致企業の雇用者数 

（H18 からの累計） 

 

４ 施策の方向 

  (1) 企業立地の推進 

① 誘致活動の推進  

・本市の魅力や資源である「住みやすさ」、「歴史・文化・自然」、「新幹線三島駅」などをアピール

するとともに、企業情報を収集するため、企業訪問を実施し積極的な誘致活動を推進します。 

・用地取得などの検討段階から立地・操業に至るまでのさまざまなサポートをワンストップサービ

ス＊で対応します。 

② 企業の進出・移転等への支援 

・地域産業の高度化や活性化を図るため企業の誘致を促進します。 

・製造業や研究所、ソフトウエア業＊の誘致を促進するため、優遇制度による支援を行います。 

・住工混在地域における問題を解消するため、工場移転の支援や集団化を検討します。 

③ 技術先端型業種の立地推進 

・医薬品や電子計測器などの製造を行う技術先端型業種の工場等については、企業の実情に応じた

第３項 活力ある産業が発達したまちづくり 

第１章 ○○○○  第１項 ○○○○ 
20 企業誘致の推進 〈企業誘致〉 

企業誘致活動の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ54 

本社機能を移転・拡張した企業 

342 380

668

0

200

400

600

800

H19 H20 H21

その他

（説明会等）
来所

訪問

（件）

（年度）
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立地を推進します。 

  (2) 企業立地用地の確保 

① 立地に適した用地の確保 

・企業の進出用地を確保するため、企業や関係機関などとのネットワークを構築し、用地情報の収

集に努めます。 

② 新たな工業団地の検討 

・企業誘致に伴う用地不足の解消を図るため、地元地権者の意向や技術的な課題を整理し、新工業

団地開発の可能性について検討を進めます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 地元既存企業の定着 

○ 市と企業、関係機関との情報交換によるネットワークの構築 

○ 進出希望企業や用地情報の提供 

 ○ 地域活動に対する積極的な企業参画の実践 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■企業立地推進事業 

■企業立地事業費補助事業 

■企業立地情報提供事業 

 

 

■新工業団地検討事業 

 

〔用語解説〕 

①ワンストップサービス ②ソフトウェア業 

三島市への進出企業 

三島沢地工業団地 
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１ 現状と課題 

・平成 20 年(2008 年)9 月以降、米国発の金融危機に端を発した世界的な経済不況から、事業所では、

経営基盤の安定・持続を図るため、賃金の引き下げを行うなど、勤労者の雇用環境・就労環境に大き

な影響が現れています。 

・事業者の経営基盤と勤労者の生活の安定を図るため、各種融資制度や福利厚生事業を充実させる必要

があります。 

・平成 22年(2010 年)7 月の有効求人倍率＊は、全国 0.53、静岡県 0.49、本市 0.49 といずれも低い水準

にあります。 

・就労意欲のある人々の雇用の場の確保が困難な状況となっており、さらに積極的に国・県、関係機関

と連携して雇用対策を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

事業者の経営の安定を図るとともに、すべての勤労者や求職者が豊かでゆとりある生活を送ること

ができる就労環境を整えること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

有効求人倍率 
(H22.3) 

0.49 
1.00 

ハローワーク三島管内の有効求人

倍率（年度末 3月比） 

三島函南勤労者福祉サービスセ

ンター会員数 

(H22.4) 

293 事業所 
300 事業所 

三島函南勤労者福祉サービスセン

ターの会員事業所数 

（新年度 4月 1日比） 

若年者の完全失業率＊ 
(H22.3) 

8.0％ 
6.0％ 

市内の 15歳以上 35歳未満の完全失

業率(年度末 3月比) 

高年齢者の完全失業率 
(H22.3) 

4.1％ 
3.0％ 

市内の 55歳以上の完全失業率 

（年度末 3月比） 

 

４ 施策の方向 

  (1) 良好な経営基盤の確保 

① 経営基盤の安定・強化 

・各種融資制度の利用を促進し、中小企業や組合の経営基盤の安定、強化を図ります。 

有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：公共職業安定所 

 

 

 

 

 

 

 

第３項 活力ある産業が発達したまちづくり 

21 良好な就労環境と雇用の確保 〈経営・勤労者支援〉 

勤労者住宅建設資金と勤労者教育資金 

利用件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ58 

有効求人倍率の推移

0.46 0.45

1.151.18
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1.04 1.02
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(2) 良好な就労環境の確保 

①勤労者融資制度の充実・支援 

・住宅建設資金や教育資金の融資制度を充実し、勤労者の住宅取得の促進や教育環境への支援を進

めます。 

②福祉厚生事業の充実 

 ・三島函南勤労者サービスセンターや三島商工会議所などを通して、中小企業や小規模事業所の勤

労者への福利厚生事業の充実を図ります。 

③ 良好な雇用関係の維持・向上 

・均等な雇用機会の提供や労働条件、労使間の権利関係などについて、労働基準監督署など国の施

策の啓発に努めます。 

  (3) 雇用対策の推進 

① 就業の促進・支援 

・ハローワーク三島を中心に、国や県、三島商工会議所、民間団体などと連携して、若年者や障害

のある人、高齢者などの求職者に対し、情報提供、講習会、面接会、相談会などを実施します。 

・内職の求職者に対し、企業からの求人情報を紹介し、マッチング＊を行います。 

② 国・県等との連携による雇用対策 

・国・県などとの連携を強化し、関係情報の収集に努め、雇用創出事業などの補助制度を活用する

など、経済状況や雇用状況に応じた有効な施策を実施します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 低利融資など、利用しやすい融資制度の紹介と企業による活用 

○ 良好な雇用関係の維持・構築 

〇 働きやすい就労環境の整備 

〇 経営者、起業者、就業希望者などの各種相談のワンストップサービスの機会の拡充 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中小企業融資事業 

■勤労者住宅建設資金貸付事業 

■勤労者教育資金貸付事業 

 

 

■三島函南勤労者福祉サービス

センター補助事業 

■中小企業特定退職金共済補助

事業 

 

■就業促進・支援事業 

■国・県等との連携による 

雇用対策事業 

〔用語解説〕 

①有効求人倍率 ②完全失業率 ③マッチング  
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Ⅳ 都市機能の整ったまちづくり

施策名 施策項目 担当部署名

基本方針

秩序ある計画的な土地利用の推進 土地利用 都市計画課22 建設部

都市整備課

政策企画課企画部

快適な市街地の形成 市街地整備 都市整備課23 建設部

三島駅周辺整備推進室企画部

安全で円滑な道路網の整備 道路 土木課24 建設部

都市整備課

建築指導課

利用しやすい公共交通の充実 公共交通 地域安全課25 地域振興部

都市計画課建設部

政策企画課企画部

良質な住環境の形成 住環境 建築住宅課26 建設部

おいしい水道水の安定供給 上水道 水道課27 水道部

美しい景観の保全と形成 景観 都市計画課28 建設部

49



 

 

 

 

 

１ 現状と課題 

 ・人口減少や超高齢社会の進展、地球環境問題の高まりや財政悪化による公共投資の削減への対応とし

て、エコ・コンパクトシティ＊の形成が求められ、郊外での開発が抑制されています。 

・本市の既成市街地の人口密度は県下 23 市のうちで最も高く、未利用地も少ない状況です。また、市

域の 3 分の 2 が箱根西麓の農地や森林で占められているため、都市的な土地利用が可能な土地が限ら

れています。 

・三島駅周辺は、新幹線駅にふさわしい都市基盤整備や民間による再開発事業を促進していく必要があ

ります。 

・国道 1 号や国道 136 号の沿道では、後背地の居住環境との調和に配慮した、沿道サービス施設などの

立地を誘導する必要があります。 

・本市では、建築協定や地区計画によって、良好な市街地が形成、維持されている地区もありますが、

既成市街地には、災害時の避難路や避難地となる道路や公園などの都市基盤が未整備のまま形成され

た住宅地が多く、地区計画の導入などによる居住環境の改善が求められています。 

・計画的な土地利用を図り、低未利用地の有効活用や効率的な土地取引を進める必要があります。 

・住居表示の改善、地籍調査（国土調査）などを計画的に実施する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

自然環境と都市的環境との調和を図り、秩序ある計画的な土地利用によるまちづくりを推進するこ

と。 

 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

第 2 次都市計画マスタープラン
＊における整備施策の着手率 

41.25％ 67.0％ 
第 2次都市計画マスタープラン（H23

～32）に示されている整備方針に基

づき着手された施策の割合 

 

４ 施策の方向 

  (1) 秩序ある土地利用の推進 

① 第 3次国土利用計画（三島市計画）の推進 

・国土利用計画法の規定に基づき、秩序ある土地利用を図るため、市域の特性と実情を踏まえ中長

期的な観点に立って策定された「第 3 次国土利用計画（三島市計画）」に掲げられた取り組みを

第４項 都市機能の整ったまちづくり 

22 秩序ある計画的な土地利用の推進 〈土地利用〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ42 

 

(単位：ha)

 市 街 化 区 域 118.2
8.8%
(3.1%)

1,227.8
91.2%
(50.4%)

1,346.0
100%

(21.7%)
938.0

69.7%
(17.1%)

 市街化調整区域 3,657.1
75.1%
(96.9%)

1,209.9
24.9%
(49.6%)

4,867.0
100%

(78.3%)
4,555.4

93.6%
(82.9%)

 合  　      計 3,775.3 (100%) 2,437.7 (100%) 6,213.0 (100%) 5,493.4 (100%)

都市的土地利用・・・住宅用地、商業用地、工業用地、公共・公益施設用地、道路用地、

　　　　　　　　　　交通施設用地、その他

土地利用別面積　　

                                                                                          調査年月日：平成21年１月１日

                      資料：土地利用現況

市街地区分 ※自然的土地利用 ※都市的土地利用 可住地合計

自然的土地利用・・・田・畑・山林・水面・自然地(河川敷等非可住地)など※ 

※ 
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推進します。 

  (2) 良好な市街地の形成 

① 第 2次都市計画マスタープランの推進 

・自然環境と都市的環境が調和した都市づくりを推進するため、第 2 次都市計画マスタープランに

掲載された都市政策を計画的に促進します。 

② 市街化区域と市街化調整区域の見直し 

・市街地の無秩序な拡大を抑制し、良好な市街地の形成を図るため、市街化区域と市街化調整区域

の見直しを計画的に行います。 

  ③ 用途地域等の見直し 

・第2次都市計画マスタープランの将来都市像に基づき、それぞれの地域にふさわしい土地の利用

を進めていくため、用途地域などの見直しを計画的に行います。 

④ 地区計画の導入 

・地区住民の意向が反映されたきめ細かなまちづくりを進めるため、都市計画提案制度の活用によ

る地区計画の導入を推進します。 

⑤ 中高層建築物の紛争予防と調整 

・中高層建築物の建築によるトラブルを予防・調整し、良好な居住環境を形成するため、中高層建

築物紛争予防調整条例の周知に努めます。 

  (3) 適正な土地利用への誘導 

① 法令等に基づく適切な指導・誘導 

・都市計画法や三島市土地利用事業指導要綱に基づき、無秩序な開発などを防止し、良質な開発の

誘導を図ります。 

② 計画的な地籍調査の実施 

・地籍調査の未実施地区について、計画的な地籍調査の実施に取り組みます。 

③ 土地区画整理事業の推進 

・土地区画整理事業については、経済情勢や地価などの推移を見ながら、関係者と協議・検討を進

めます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 良好な都市環境や居住環境に配慮したまちづくり活動への参加 

○ 第 3次国土利用計画（三島市計画）に沿った土地利用への理解と協力 

〇 第 2次都市計画マスタープランに沿ったまちづくりへの理解と協力 

〇 地籍調査への協力 

 

 

 

 

 

 

 

■第 3次国土利用計画 

（三島市計画）推進事業 

■第 2次都市計画マスター 

プラン推進事業 

■東駿河湾広域都市計画等 

見直し事業 

 

 

■地区計画推進事業 

■土地利用対策事業 

 ・土地対策事業 

 ・土地取引規制事業 

■地籍調査事業 

 

〔用語解説〕 

①エコ・コンパクトシティ ②都市計画マスタープラン 
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１ 現状と課題 

・本市は県東部地域の拠点都市としての発展が期待されてきました。とりわけ三島駅周辺は、北駿、駿

東、伊豆を結ぶ交通結節点、富士箱根伊豆国立公園の玄関口として、観光や人的交流の広域交流拠点

としての役割強化が期待されている地域です。 

・駅南口東街区は、長年にわたり市民から商業を核とした再開発が求められてきました。また、西街区

についても、早期に業務を中心とした再開発の方向性を検討していくことが課題となっています。 

・三島駅北口周辺の施設整備の先行により、駅周辺に滞留する人口の集積が見込まれます。しかし、JR

東海道線により市街地が南北に分断されているため、円滑な都市活動が阻害されている状況にありま

す。 

・地域の交流と回遊性の向上、駅利用者の利便性を向上させるため、駅南北自由通路の整備の必要性が

高まっており、今後、ＪＲ東海・ＪＲ貨物など、事業者や関係機関との協議を進め、効率的な整備を

行うことが課題となっています。 

・三島駅北口広場の整備は、一般送迎車両とタクシー・バスロータリーを分離することにより円滑な交

通環境の創出に効果を上げており、今後は、駅利用者の利便性の向上を図っていく必要があります。 

・安全な歩行空間の確保や都市景観の向上のために、今後も計画的に電線類地中化事業を進めていく必

要があります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

中心市街地にふさわしい快適な都市環境の創出と均衡のとれた市街地を形成すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

電線類地中化整備延長 2,200ｍ 4,580ｍ 電線類地中化の整備延長距離 

三島駅南口歩行者数 4,475 人 8,000 人 

三島駅南口（駅前広場 東側交差点）

を往来する 1 日当たりの歩行者数

(12 時間) 

 

４ 施策の方向 

  (1) 三島駅南口周辺再開発の推進  

① 南口（東街区）再開発の推進 

・三島駅前の顔にふさわしい中心商業地の機能集積を図るため、南口（東街区）に、商業、業務、

住宅、駐車場などの機能を導入した施設整備を推進します。 

② 南口（西街区）再開発の推進 

第４項 都市機能の整ったまちづくり 

23 快適な市街地の形成 〈市街地整備〉 

 

現行計画 Ｐ42 

     Ｐ74 

差し替えを 

予定 
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・南口（東街区）を補完し、駅西側地区の活性化を図るため、基幹的施設として、業務、観光、住

宅、駐車場などの機能を導入した施設整備を推進します。 

  (2) 三島駅南北交通結節機能の充実 

① 三島駅北口の利便性の向上 

・三島駅北口を事業化先行地域として、駅前広場とロータリー、駅に通じる都市計画道路の整備と、

周辺地域への業務・宿泊等の施設建設を進め、新幹線駅にふさわしい交通結節機能の強化と駅利用

者の利便性の向上を図ります。 

② 南北自由通路の整備推進 

・三島駅南北の地域の交流と回遊性を向上させるため、南北自由通路の整備を推進します。それに

より、経済波及効果による駅周辺のにぎわい創出と地域活性化を目指します。 

(3) 電線類地中化の推進 

① 電線類地中化事業の実施 

・快適な歩行者空間の確保と都市景観の向上を図るため、県や関係者と協議を進め、駅前再開発事

業に伴う周辺道路など、駅周辺市街地の電線類地中化事業を進めます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 地域住民と一体となった三島らしいまちづくりの実践 

○ 地域の将来像に関する市民との検討 

 〇 電線類地中化事業への理解と協力  

 

 

 

 

■三島駅南口（東街区）市街地 

再開発事業 

■三島駅南口（西街区）市街地 

再開発事業 

■三島駅南北自由通路推進事業 

 

 

■三島駅北口周辺街路建設事業 

■電線類地中化推進事業 

 

〔用語解説〕 

三嶋大社 

東レ(株)三島工場 

東横イン 

アスティ三島 

ＪＲ東海社員
研修センター 

順天堂大学保健看護学部 

県立三島長陵高校 

日大ビル 

北口 

三島駅 

楽寿園 

事業計画用地（西街区） 

約 6,000 ㎡ 

事業計画用地（東街区） 

約 13,000 ㎡ 

三島駅周辺の開発状況 

ドーミーイン 

Ｚ会文教町ビル 

南口 

53



 

 

 

 

 

１ 現状と課題 

・本市では、多くの幹線道路が市街地にあるため、他市町や郊外からの通過・流入車輌が多く、まちな

かで交通混雑が発生しています。 

・平成 21 年(2009 年)7 月、東駿河湾環状道路の一部である沼津岡宮 IC から三島塚原 IC までが一部供

用開始となり、市街地の渋滞の一部が改善されています。計画区間全体の早期完成により、さらに効

果が上がることが望まれています。 

・広域交通の円滑化と交通混雑の緩和を図る道路網を形成するために、下土狩文教線などの幹線道路の

整備や西間門新谷線（平田新谷線）などの市道の改良整備が必要です。 

・平成 20 年(2008 年)3 月に策定した「三島市移動等円滑化基本構想＊」に基づき、重点整備地区内の生

活関連施設をつなぐ道路について、移動などが円滑にできるよう道路空間の整備を進めていく必要が

あります。 

・市が管理する架橋年度の古い橋梁については、橋梁の現状を把握し、適切な維持管理を図ることが課

題となっています。 

・市内の随所に狭い道路があり、災害時や緊急時の避難や消火活動などに支障をきたす恐れがあります。 

・市内の道路は老朽化が進み、改良や修繕が必要な箇所が年々増加傾向にあることから、道路パトロー

ルによる不良箇所の早期発見に努め、良好な状態を保つ必要があります。 

 

２ 目的 

安全で快適な道路を整備することにより、交通ネットワークを構築し、交通混雑の緩和や産業の活性

化につなげること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

西間門新谷線（平田新谷線）道

路改良事業の進捗率（第 1工区） 
50.9％ 70.0％ 

事業中区間 390m のうち、総事業費

に対する累計の事業費の割合 

（整備換算率） 

下土狩文教線建設事業の進捗率 22.0％ 75.0％ 

事業区間 574m のうち、総事業費に

対する累計の事業費割合 

（整備換算率） 

一般市道改良延長 111,750ｍ 115,000ｍ 道路改良延長の累計 

 

４ 施策の方向 

  (1) 幹線道路網の整備 

① 都市計画道路網の整備 

・谷田幸原線や三島駅北口線、下土狩文教線など、都市計画道路の整備を進め、広域交通の円滑化

と交通混雑の緩和を図ります。 

② 国道・県道の整備促進 

・東駿河湾環状道路の全線開通を早期に実現させるとともに、国道 1号（笹原山中バイパス）や国

道 136 号、主要地方道三島裾野線など主要な国道・県道の整備を促進します。 

 (2) 生活道路の整備 

① 市道・橋梁の整備 

・市民の生活に密着した道路については、安全性に十分配慮し、新設・改良を行います。 

・橋梁については、長寿命化修繕計画を策定し、既存橋梁延命化の修繕を進めるとともに、架け替

えが必要な橋梁については計画的に整備を進めます。 

第４項 都市機能の整ったまちづくり 

24 安全で円滑な道路網の整備 〈道路〉 

現行計画 Ｐ70 

     Ｐ74 
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② 狭あい道路の解消 

・緊急車輌の通行が困難な道路について、必要に応じて、計画的に整備を進めます。 

・建築基準法などに基づく適切な指導・誘導により、幅員 4ｍ未満の狭あい道路の解消に努めます。 

  (3) 安全な道路の維持管理 

① 道路の維持管理 

・安全で円滑な交通を確保するため、道路パトロールの強化に努めるとともに、道路の維持修繕を

進め、適切な管理に努めます。 

② 歩道の整備・改善 

・車椅子利用者や高齢者、通学児童などが安心して通行できるように、利便性や安全性に配慮した

歩道のバリアフリー化や既存歩道の改善に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 道路整備などへの理解と協力 

〇 郵便局などとの覚書締結による道路損傷などについての情報提供 

○ 道路危険箇所などの情報提供 

 

■都市計画街路建設事業 

 ・谷田幸原線・三島駅北口線 

 ・下土狩文教線・西間門新谷線 

■東駿河湾環状道路ほか国道・ 

県道整備促進事業 

■市道整備事業 

 

 

■市道維持管理事業 

■道路改良事業 

 ・錦田大場線 

 ・文教町幸原線 

■橋梁整備事業 

 

 

■狭あい道路整備等促進事業 

■歩道改善事業 

〔用語解説〕 

①三島市移動等円滑化基本構想 

三島市の交通ネットワーク 
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１ 現状と課題 

・県内の乗合バス輸送人員は、長期間にわたって減少傾向にあり、バス事業者が不採算バス路線から撤

退していくことが懸念されていることから、バス利用者の拡大が大きな課題となっています。 

・バスが運行しない地区に住む高齢者などの交通弱者＊への対応が課題となっています。 

・将来的に高齢化が進み、自家用車を利用できない高齢者の増加が見込まれることから、日常生活の足

としてバスなどの公共交通機関に対するニーズはますます高まっていくことが予想されます。 

・公共交通機関を利用して快適な移動ができるようにするため、既存のバス路線の維持や不採算バス路

線を運行するバス事業者への助成を行うだけでなく、自主運行バスや循環バスなど、コミュニティバ

ス＊の利便性を高める必要があります。 

・超低床ノンステップバスなどの導入率を向上させるため引き続き、国・県と協調し、バス事業者に対

する購入支援を進めていく必要があります。 

・市街地の交通混雑を緩和するため、公共交通機関の利用を推進し、車の利用を抑制していく必要があ

ります。 

・新幹線三島駅を利用する通勤、通学者などの利便性を向上させるため、新幹線ひかり号の増発や増便、

高速バスの運行拡充が期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

誰もが不自由なく、快適に移動できるよう、公共交通が利用しやすい環境を整えること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

コミュニティバスの利用者数 167,227 人 178,000 人 コミュニティバスの年間利用者数 

 

４ 施策の方向 

  (1) バス機能の充実 

① 生活交通バス路線網の維持 

・生活交通バス路線を維持するためバス利用者の拡大を図りながら、路線バスを運行する事業者へ

の補助のほか、定期券の購入など自助努力に取り組む自治会などに補助を行います。 

② コミュニティバスの運行確保と利便性向上  

・路線バスの廃止などに伴う公共交通の空白地域＊の解消を図るための自主運行バスの運行の確保

に努めます。また、高齢者、障害のある人など、交通弱者の生活交通の確保と観光客などの交通

手段として、市の中心部や市内各地域を運行する循環バスの利便性の向上を図ります。 

 

第４項 都市機能の整ったまちづくり 

 
25 利用しやすい公共交通の充実 〈公共交通〉 

コミュニティバス利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  超低床ノンステップバス等導入率 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ72 
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③ 超低床ノンステップバス等の導入支援 

・特に高齢者や身体障害者などのバスの利用促進、乗降の利便性及び安全性の向上を図るため、バ

ス事業者による超低床ノンステップバスなどの導入を支援します。 

(2) 公共交通の円滑化・利便性向上 

① 交通需要管理施策(ＴＤＭ＊)の推進 

・市街地の慢性的な交通混雑の緩和や公共交通の利用促進を図るため、交通需用管理施策（TDM）

の推進に努めます。 

② 移動円滑化の推進 

・公共交通を利用する誰もが安全で快適に移動できるまちづくりを進めるため、駅や公共公益施設、

商業施設などが集積した区域を対象にバリアフリー化を推進します。 

③ 交通事業者への働きかけ 

・新幹線三島駅を利用した通勤、通学者などの利便性の向上を図るため、新幹線ひかり号の増発や

増便、高速バスの新たな路線確保に向け、近隣市町や関係団体、大手事業所などと連携し、鉄道

事業者やバス事業者への働きかけを行います。 

 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 路線バス運行関係者による運行の効率化と利便性の向上 

○ 公共交通機関の積極的な利用 

○ 公共交通機関における高齢者などの交通弱者への配慮、乗車時のゆずりあい 

○ 三島市エコエコデー＊実施への理解と協力 

 

■生活交通バス路線維持補助事

業 

■地域バス路線確保対策補助事

業 

■自主運行バス事業 

 

 

■循環バス運行事業 

■超低床ノンステップバス導入

補助事業 

■交通需要管理施策推進事業 

 

■移動円滑化のためのバリアフ

リー化推進事業 

■新幹線ひかり号・高速バス等 

増発要望事業 

〔用語解説〕  

①交通弱者 ②コミュニティバス ③空白地域 ③TDM   ⑤エコエコデー 
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１ 現状と課題 

・少子高齢化、核家族化の進行などによる世帯構成員の変化によって、住宅に対するニーズは多様化し

ています。 

・市営住宅では、居住者の高齢化や単身化が進んでいることから、間取の改善や、バリアフリー＊化、

住替えなどの対応が必要となっています。 

・子どもの独立などによって、ひとり暮らしの高齢者や高齢夫婦のみの世帯が増加しつつある既開発団

地では、高齢者が安心して生活できる環境の再構築が望まれています。 

・高齢者のみの世帯が増加しているなか、賃貸住宅では、高齢者であることを理由に入居を拒まれるな

ど、賃貸契約に関する問題が増えています。 

・本市では借家率が比較的高く、特にファミリー世帯が居住する住宅の面積が狭い傾向にあります。 

・低額所得者、高齢者、障害のある人など、住宅の確保に特に配慮を要する方への支援が求められてい

ます。 

・分譲マンションでは、区分所有者の高齢化や管理への無関心などにより、適正な管理や修繕が行われ

ていないケースも見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

２ 目的 

良質な住環境の整備を進め、誰もが安全で安定した住生活を送ることができる環境を整備すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

子育て世帯の誘導居住面積水準

達成率 
51.0％ 53.0% 

生活しやすい居住面積として国が

定める基準に達しているファミリ

ー世帯の率を総務省「住宅・土地統

計調査」のデータを基に算出 

住宅最低居住面積水準未満率 5.7％ 3.0％未満 

生活に最低限必要とされる居住面

積の基準に達していない世帯の率

を総務省「住宅・土地統計調査」の

データを基に算出 

第４項 都市機能の整ったまちづくり 

26 良質な住環境の形成 〈住環境〉 

■年齢階層別の居住面積水準 ■高齢者のみ世帯／高齢者のいる世帯の割合 

資料：住宅マスタープラン 

資料：住宅マスタープラン 

  

現行計画 Ｐ84 

45.2%

41.7%

69.6%

61.2%

35.6%

54.8%

58.3%

30.4%

38.8%

64.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全　　　体

持　　　家

公営借家

民営借家

給与住宅

高齢者のみ世帯   　同居等のその他の世帯

78.3

55.3

46.2

46.8

31.4

24.6

21.7

36.3

46.1

47.8

64.4

73.0

0.0

8.4

7.7

5.4

4.2

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

25歳未満

25～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65歳以上

最低居住面積水準未満 ～誘導居住面積水準未満 誘導居住面積水準以上
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独立した子供世帯における親と

の同居・近居率 
11.0％ 14.0％ 

結婚などにより親世帯と分離した

子ども世帯が、親世帯と同居また

は、５分以内の場所に近居している

率 

 

４ 施策の方向 

  (1) 総合的な住宅施策の推進 

① 住宅マスタープラン等の推進 

・定住人口を増やす住環境の確保や公営住宅の整備・維持管理、暮らしやすい住まいの住環境づく

りなどを基本方針として策定された「住宅マスタープラン」に位置づけられた施策を計画的に推

進します。 

  (2) 市営住宅の維持・管理 

① 市営住宅の全面的改善 

・多様なニーズに対応した市営住宅の供給を進め、入居者が安全で安心して生活することができる

よう、バリアフリー化やリニューアル＊を行い、住環境の全面的な改善を図ります。 

② 市営住宅の長寿命化 

・建物の延命化を図り、環境負荷の低減やコスト削減に努めます。 

③ 借上げ型公営住宅の導入検討 

・住宅需要や、民間借家の空き家状況を考慮し、借上げ型公営住宅の導入について検討を進めます。 

④ 高齢世帯等の安否確認体制の整備 

・単身の高齢者などが安心して生活できるように、日常の安否確認が容易に行える仕組みを整備し

ていきます。 

  (3) 高齢者・子育て世帯への住宅支援 

① 高齢者世帯の円滑な入居の促進 

・高齢者の入居を拒まない賃貸住宅を登録する制度などの活用についてＰＲを行い、高齢者世帯な

どの住替えが円滑に行われるように努めます。 

② 子育て世帯等への住宅支援 

・市外から転入してくる子育て世帯や転入により三世代同居や近居となる世帯に対する支援策を検

討し、実施に努めます。 

  ③ 高齢者や障害者が安心して居住できる環境整備 

・福祉施策と連携し、高齢者や障害のある人が安心して生活できるよう、住宅改修の促進に努めま

す。 

 (4) 住宅取得や住宅管理における安心確保  

① 民間共同住宅の適切な管理の支援 

・マンション入居者や所有者が安心できる環境を築くため、マンション管理セミナーを実施します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 日常的な声かけや見守りによる高齢者の孤立化の防止 

○ 賃貸住宅への高齢者世帯の円滑な入居への協力 

○ 二世代・三世代同居の実践 

 

 

■住宅マスタープラン推進事業 

■公営住宅整備事業 

■公営住宅補修事業 

 

 

■高齢者世帯円滑入居促進事業 

■子育て世帯等住宅支援事業 

 

〔用語解説〕 

①バリアフリー ②リニューアル 
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１ 現状と課題 

・本市の上水道は、地下水や湧水を水源としており、安全でおいしい水に対する市民のニーズは高い傾

向にあります。 

・市民の節水意識の定着や節水型家電機器の普及による効果から水需要は減少し、料金収入の落ち込み

が続いていることから、水道事業を取り巻く財政状況は厳しくなっています。 

・伊豆島田浄水場や各配水池などの老朽化した施設の多くが十分な耐震性を有しておらず、耐用年数を

超過した老朽管の増加に更新が追いついていない状況にあります。 

・将来にわたり、水道水を安定的に供給するためには、主要施設の適正な維持管理を行うとともに、限

られた事業費のなかで、施設や管路を効率的にかつ計画的に延命・更新していく必要があります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

将来にわたり、安全でおいしい水道水を安定的に供給すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

耐震管の布設延長 32.0ｋｍ 62.0ｋｍ 

新設改良工事と老朽管布設替工事

による耐震管の施工総延長 

(年 5ｋｍ以上) 

配水池など施設の耐震化事

業施工箇所数 

3 箇所 

（4配水池） 

5 箇所 

（8配水池） 

耐震化を実施する配水池など施設

の施工箇所数（H10～） 

 

 

４ 施策の方向 

  (1)  上水道事業計画の推進 

① 水道ビジョンの推進 

・本市における水道事業の将来像を示し、その実現のための具体的な方策を取りまとめた水道ビジ

ョンを、計画的に推進します。 

・水道ビジョンの達成度を 3年から 5年間隔で評価し、社会情勢や市民ニーズに適応した、より実

効性の高い計画となるように、改善・軌道修正を行います。 

  

第４項 都市機能の整ったまちづくり 

27 おいしい水道水の安定供給 〈上水道〉 

　　　　　　　有収水量の推計

37,319

32,820

25,000

27,000

29,000

31,000

33,000

35,000

37,000

39,000

41,000

43,000

H 12 H 14 H 16 H 18 H 20 H 22 H 24 H 26 H 28 H 30 H 32

有収水量

 （m3/日）

実績 推計

 

推計 実績 

現行計画 Ｐ64 
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 (2)  安全でおいしい水の供給 

① 安全な水質の管理 

・安心して水道水を利用できるよう、水質検査計画に基づき、定期的な水質検査や毎日の水質監視

を行います。 

② 水道施設の更新・適正な維持管理 

・電気、機械、計装設備などの点検に基づき、補修、修繕を行い、施設設備の良好な状態を維持す

るよう努めるとともに、耐震性が不足している施設、管路については、重要度や老朽度を考慮し

ながら効率的な更新と耐震化対策を実施します。 

  (3)  運営基盤の強化 

① 健全な水道事業の経営 

・水道事業にかかる経費の節減、経営の合理化を推進し、健全な水道事業の経営に努めます。 

② 適正な水道料金の検討 

・将来にわたり、安定した水道事業を継続するために適正な水道料金の設定について検討します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 宅地内漏水発見のための定期的な水道メーターの点検 

（ホームページ、上水道、宅地内漏水の発見のしかた参照） 

○ 路上漏水箇所についての市への情報提供 

 

 

 

 

■水道ビジョン推進事業 

■水質監視事業 

■水道施設耐震化事業 

 

 

■水道施設維持管理事業 

■適正水道料金検討事業 

 

【施設整備計画平面図】  

～水道ビジョンによるシミュレーション～ 

国
道

1
3
6
号

国道1号

伊豆島田浄水場

山中新田地区

佐野見晴台地区

北沢低区配水場

北沢調圧槽

水源区配水場

末広配水場

赤王山低区配水場

赤王山高区配水場

中区配水場

高区配水場

川原ケ谷中継ポンプ場

塚原新田配水場

玉沢中継ポンプ場

阿部野配水場

市山配水場

三ツ谷配水場

台崎配水場

笹原配水場

施設改築施設改築

補修工事補修工事

施設改築施設改築

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

施設改築施設改築

耐震補強（配水場）耐震補強（配水場）

耐震補強（取水場）耐震補強（取水場）

施設改築施設改築

井戸さく井井戸さく井

配水池増設配水池増設

中央監視中央監視 送水管更正送水管更正

井戸さく井井戸さく井

自家発電設備

自家発電設備自家発電設備

施設改築施設改築

自家発電設備自家発電設備

大
場

川

・老朽管更新事業

【 市 内 全 域 】

・管路耐震化業

・管路新設事業

国
道

1
3
6
号

国道1号

伊豆島田浄水場

山中新田地区

佐野見晴台地区

北沢低区配水場

北沢調圧槽

水源区配水場

末広配水場

赤王山低区配水場

赤王山高区配水場

中区配水場

高区配水場

川原ケ谷中継ポンプ場

塚原新田配水場

玉沢中継ポンプ場

阿部野配水場

市山配水場

三ツ谷配水場

台崎配水場

笹原配水場

施設改築施設改築

補修工事補修工事

施設改築施設改築

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

耐震補強耐震補強

施設改築施設改築

耐震補強（配水場）耐震補強（配水場）

耐震補強（取水場）耐震補強（取水場）

施設改築施設改築

井戸さく井井戸さく井

配水池増設配水池増設

中央監視中央監視 送水管更正送水管更正

井戸さく井井戸さく井

自家発電設備

自家発電設備自家発電設備

施設改築施設改築

自家発電設備自家発電設備

大
場

川

・老朽管更新事業

【 市 内 全 域 】

・管路耐震化業

・管路新設事業

〔用語解説〕 

①有収水量 
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１ 現状と課題 

・楽寿園をはじめ、源兵衛川や桜川などの富士山の湧水が流れる小河川、緑あふれる白滝公園、三嶋大

社など豊かな自然資源や名所は本市を象徴するものとなっています。 

・市内随所から富士山の雄姿を眺めることができることについて、市内外の方から高い関心が集まって

います。 

・本市は地域の特色に応じたきめ細かな景観形成を進めていくため、平成 18 年(2006 年)に県知事の同

意を得て景観行政団体＊となり、平成 20年度(2008 年度)に「三島市景観計画」を策定しました。 

・市街地では、「街中がせせらぎ事業」をはじめ、個性的で魅力あふれる景観が形成され、数々の賞を

受けるなど、全国的に高い評価を受けています。 

・交通環境や居住環境に恵まれている一方で、低層のまち並みにマンションなどの高層建築物が突出し

て建築されるようになり、眺望や景観の阻害をめぐる紛争が発生しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

三島特有の自然的、歴史的、文化的に優れた景観を維持・保全・活用し、良好な景観を創出すること。 

 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

『景観（自然風景・まち並み）の

美しさ』に関する市民の満足度 
48.3％ 55.0％ 

市民の意識調査で「満足している」

と答える人の割合 

 

 

４ 施策の方向 

  (1) 総合的な景観施策の推進 

① 三島市景観計画の推進 

・本市が有する優れた自然的・歴史的・文化的景観の保全を図るとともに、さらに優れた景観の創

出を図るため、市域全域を景観計画区域として策定された「三島市景観計画」（良好な景観の形

成に関する方針＊）に基づく景観形成を、計画的に推進します。 

  (2) 景観形成の推進 

① 景観形成の誘導 

・「三島市景観計画」に基づき、市域を 6 つのゾーンに区分し、ゾーンごとの景観形成方針に沿っ

て、各種施設の建設を誘導します。 

 

景観条例に基づく指定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 22 年 3月現在 

 

0 20 40 60 80 100

H19

H21

（年度）

（％）

第４項 都市機能の整ったまちづくり 

28 美しい景観の保全と形成 〈景観〉 

景観（自然風景・まち並み）の美しさに関する 
市民満足度 

 

 

現行計画 Ｐ80 

満足 普通 やや満足 

やや 

不満 

不満 不明 

景観重点政整備
地区（3地区）

源兵衛川「いずみ橋～広瀬橋」地区、
白滝公園・桜川地区、大通り地区

景観重要建築物
(2件)

高橋綿店（中央町）、カワツネ（中央
町）

眺望地点
(10地点)

末広山、施行平、山中城跡、中郷温
水池、向山古墳群、新城橋、新町橋、
坂公民館、初音ヶ原（錦田一里塚
下）、東壱町田みどり野公園付近
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② 景観重点整備地区の指定 

・特に優れた景観形成を図る必要があると認められる地区は、地域住民と十分な協議を行いながら

重点整備地区に指定し、良好な景観形成を推進していきます。 

・本市の景観形成基準に適合した修繕や修景に対し支援を行います。 

③ 景観重要樹木・建造物等の指定 

・地域の景観や自然、歴史、文化、生活から見て価値のある樹木や建造物などを、景観重要樹木・

景観重要建造物などに指定し、管理・保全を行います。 

④ 優れた眺望地点の指定 

・富士山をはじめとする本市特有の景観を眺望できる地点は、眺望地点として指定し、その景観を

満喫できるよう整備に努めます。 

⑤ 三島市景観賞の選定 

・市内の景観形成に寄与していると認められる建築物などのほか、景観の形成に功績があると認め

られる市民や団体を景観賞に選定して表彰します。 

  (3) 景観形成の規制・誘導 

① 大規模建築物等の景観形成の規制・誘導 

・届出が必要となる建築物などの新築、増築、改築又は移転、外観の変更について、本市の景観形

成基準による規制・誘導を行います。 

② 屋外広告物の規制・誘導 

・良好な景観形成や風致の維持、また、市民に対する危害を防止するため、屋外広告物の掲出に対

して適切な規制を行うことにより、良好な景観への誘導を図ります。 

   

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 三島市景観計画の方針や基準に基づく景観形成への理解と協力 

○ 建築物等景観マニュアルによる景観の保全・創出への理解と協力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■景観計画推進事業 

■景観重点整備地区指定事業 

■景観重要建造物等指定事業 

 

 

■眺望地点指定事業 

■景観賞選定事業 

■屋外広告物対策事業 

 

〔用語解説〕  

①景観行政団体 ②良好な景観の形成に関する方針  
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Ⅴ 環境を保全し継承するまちづくり

施策名 施策項目 担当部署名

基本方針

地球温暖化防止活動の推進 地球環境 環境政策課29 環境市民部

自然環境に配慮した生活環境の保全 生活環境・自然環境 環境政策課30

健康増進課民生部

循環型社会の形成 ごみ・リサイクル 生活環境課31 環境市民部

健全な森林・水資源の保全 森林・水資源 農政課32 地域振興部

水と緑の課建設部

緑と水辺空間の保全と創出 緑・水辺空間 水と緑の課33

楽寿園地域振興部

生活排水処理の推進 生活排水 下水道課34 水道部
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１ 現状と課題 

・近年、地球温暖化が原因と言われる動植物の異変や干ばつ、大雨などの異常気象が頻繁に見られます。 

・京都議定書で定めた、平成 24 年(2012 年)までに温室効果ガス排出量を 6％削減する（1990 年比）と

いう国の目標の達成は厳しくなっています。 

・平成 22年(2010 年)3 月に閣議決定された地球温暖化対策基本法案では、2020 年(平成 32年)までに温

室効果ガス排出量を 25％削減する（1990 年比）という中長期目標を掲げました。 

・本市は、平成 10 年(1998 年)3 月に、市民・企業・行政が三位一体となって地球温暖化防止を推進す

ることを決意し、「地球温暖化防止都市」を宣言しています。 

・本市では、平成 12 年(2000 年)7 月に ISO14001＊の認証を取得し、平成 15 年(2003 年)には市内 21 全

ての公立小中学校を範囲に含め、先進的な環境活動を実施してきました。平成 21 年(2009 年)7 月に

は自らの責任で ISO14001 の規格に適合していることを表明する「自己適合宣言」へ移行しました。 

・小・中学生などへの環境学習の推進や、学校や地域などで活躍できる環境リーダーの育成に努めると

ともに、環境リーダーや環境ボランティア、事業者との協働による、環境保全活動を推進しています。 

・市内の ISO14001 やエコアクション 21＊の認証取得事業者をさらに増加させることが課題になっていま

す。 

・地球規模の温暖化を防止し持続可能な社会を形成するため「三島市環境基本計画」を改定し、環境の

保全、継承に総合的に取り組むことが必要になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

かけがえのない地球環境を守り、良好な環境を次世代に引き継ぐこと。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

環境リーダー育成人数 1,077 人 1,500 人 
市民を対象とした環境教育参加者

の累計 

新エネルギー導入件数 525 件 1,125 件 
新エネルギー設備導入助成利用件

数の累計 

ISO14001・エコアクション 21

認証取得事業所数 
65 件 95 件 

ISO14001とエコアクション21の認

証取得事業所の総数 

 

第 5 項 環境を保全し継承するまちづくり 

29 地球温暖化防止活動の推進 〈地球環境〉 

本市の年間平均気温の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

資料：気象庁 

全国の各温室効果ガス排出量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
その他：メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン、 

パーフルオロカーボン、六フッ化硫黄 
  資料：国立環境研究所 

現行計画 Ｐ60 
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４ 施策の方向 

  (1) 総合的環境施策の推進 

① 環境基本計画の改定・推進 

    ・「環境先進都市・三島」に向け、環境の保全や創造に関する施策の一層の推進を図るため、環境

基本計画を改定し、時代に対応した特色ある計画として具体的で着実な施策の推進を図ります。 

 

  (2) 地球環境対策の推進 

① 地球温暖化対策の推進 

・温室効果ガスの排出を抑制するため、全市的な地球温暖化対策の推進を図ります。 

② 環境マネジメントシステムの推進 

・行政自ら率先して環境への配慮を実践し、市民や事業者の環境行動を促すため、国際標準規格で

ある I SO14001 の継続的な運用や改善に努めます。 

・事業者の I SO14001 の認証取得を促進するとともに、中小事業者にも取り組みやすい環境マネジ

メントシステムであるエコアクション 21 の取得を支援します。 

③ 資源・エネルギーの有効利用 

・持続可能な社会の実現に向けて、計画的に省資源、省エネルギーの活動を推進するとともに、新

エネルギーの導入促進に努めます。 

 

  (3) 環境教育の推進 

① 環境リーダーの育成 

・環境保全活動について、学校や地域で中心的な役割を担う環境リーダーを育成します。 

② 環境教育の推進 

・幼児から大人まで各世代に応じた環境教育など、環境について自ら考え、率先して行動ができる

人づくりを推進します。 

③ 環境保全活動の推進 

・市民環境大学修了生を中心とした環境ボランティアやストップ温暖化推進員と連携した環境活動

を推進します。 

・市民団体や地域に住む人たち自らが主体的、積極的に取り組んでいける環境活動を支援します。 

④ エコセンターの活用 

・旧三島測候所を整備したエコセンターは、環境学習の機会の提供や環境リーダー育成の場として、

また、環境情報の発信拠点として活用を図ります。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 環境に配慮した生活（エコライフ）の実践 

○ 環境負荷の尐ない事業活動 

○ ストップ地球温暖化の活動への理解と協力 

○ 地域の環境保全活動への参加 

○ エコアクション 21の取得 

 

■環境基本計画推進事業 

■地球温暖化対策推進事業 

■ISO14001 推進事業 

■三島市環境 ISO 認定制度推進

事業 

 

 

■エコアクション 21 取得支援事

業 

■新エネルギー・省エネルギー活

用促進事業 

■小学生環境リーダー育成事業 

 

 

■中学生環境リーダー育成事業 

■環境学習フロンティア事業 

■地域環境づくり推進事業 

■市民環境リーダー育成事業 

■エコセンター管理運営事業 

〔用語解説〕  

①ISO14001 ②エコアクション 21 
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１ 現状と課題 

・安全・安心な暮らしは誰もが望むところであり、良好な生活環境や多様な生命が育まれる自然環境を

維持していくことが求められています。 

・本市では、大気汚染、水質汚濁などを定期的かつ継続的に測定・監視し、生活環境の保全に努めてい

ます。 
・公害・環境保全に係る迅速な行政指導により、公害苦情は減少していますが、個人に対する苦情や法

規制では対処できない苦情が増加傾向にあります。 
・本市の環境の現状などを掲載した報告書の作成・公表や、インターネットによる情報の発信など、正

確で適切な環境情報を提供し、市民の環境保全に対する意識の啓発に努めることが必要です。 
・清潔で美しい街並みや快適な空間の保全を図るため、歩行喫煙対策の強化が求められています。 

・生物多様性＊基本法が平成 20年(2008 年)6 月に施行され、多様な生命が育まれる自然環境を保全しつ

つ、良好な生活環境を確保していくことが必要になっています。 

・飼い犬や飼い猫の登録数の増加に伴い、糞の始末や鳴き声などの飼養マナーに関する苦情や相談も増

えていることから、適正な動物飼養への意識の向上が課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

多様な生命が育まれるなど、豊かな自然環境を守るとともに、快適な生活環境を確保すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

大気・水質等環境基準の達成率 100.0％ 100.0％ 
測定箇所のうち、環境基準に適合し

ている箇所の割合 

苦情・相談件数 55 件 50 件 
市に寄せられる公害などの苦情・相

談件数 

河川清掃・環境講演会参加人数 800 人 1,000 人 
市、環境保全団体が実施する河川清

掃、講演会などへの年間参加者数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  生活環境の監視・保全 

① 生活環境の監視 

・大気･水質･騒音･振動をはじめ、ダイオキシン類等有機塩素系の有害化学物質などを定期的､継続

的に測定･監視します。 

② 生活環境保全の指導 

・市民生活に影響する野焼き･悪臭などの各種苦情･相談に対し、迅速かつ的確に対応します。 

第５項 環境を保全し継承するまちづくり 

30 自然環境に配慮した生活環境の保全 〈生活環境・自然環境〉 

大場川と市街地の河川の水質測定結果の推移 

(ＢＯＤ＊年平均） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

公害苦情件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

現行計画 Ｐ60 

     Ｐ62 
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・事業所などを発生源とする騒音･振動については本市が指導や指示を、その他環境関連法の特定

施設＊においては､県との立入検査などによって指導を行います。 

  (2)  環境保全の啓発・普及 

① 環境情報の公表・提供 

・身近な環境の状態や環境政策の進捗状況などを明らかにするため、年次報告書「環境報告書～三

島の環境～」を発行するとともに、ホームページなどで公表します。また、広く環境情報を収集

し、市民･関係団体などに対し､最新の環境情報の提供に努めます。 

② 環境保全活動の支援・促進 

・環境保全活動を促進するため、市内の事業所などにより構成されている三島地区環境保全推進協

議会をはじめとした、各種環境団体の取り組みを支援します。 

・中小事業者が公害防止を図るために必要な施設の設置を支援します。 

③ 歩行喫煙・ポイ捨て防止の強化・徹底 

・快適な空間を保全するため、歩行喫煙・ポイ捨て防止条例を見直し、路上での喫煙防止を強化し

ます。 
・ボランティア監視員による指導などを実施し､条例の周知やマナー順守意識の喚起に努めます。 

 (3) 生物多様性の保全 

① 自然環境基礎調査結果の活用 

・平成 13・14 年度（2001・2002 年度）に実施した三島市自然環境基礎調査の見直しを行い、動植

物情報を冊子やホームページなどで公表するとともに、生物多様性の保全のための啓発資料など

として活用を図ります 

② 自然保護意識の啓発 

・生息する多様な動植物の保護の推進や各種団体と協働した行事などを通じ、市民の自然保護意識

の啓発に努めます。 
・森林ボランティア団体などが推進する市内の豊かな自然環境の保全や創造への支援を行います。 

 (4) 犬や猫の適正な飼養の推進 

① 犬や猫の適正な飼養 

・家庭での犬や猫の適正な飼養について周知・指導するとともに、人と動物が共生できるよう、動

物愛護への意識向上を図ります。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 環境保全推進団体の活動への参加 

○ ポイ捨てごみなどの回収・啓発活動への参加 
○ 歩行喫煙防止への取り組み 
○ 公害防止への取り組み 
○ 自然環境保護意識の向上 

 

■環境保全推進事業 

 ・生活環境監視事業 

■環境年次報告書作成事業 

■三島地区環境保全推進協議会

補助事業 

 

 

■路上喫煙・ポイ捨て防止対策事

業 

■自然環境基礎調査事業 

■生物多様性保全啓発事業 

 

 

■犬及び猫適正飼養啓発事業 

■犬及び猫避妊等助成事業 

〔用語解説〕  

①BOD ②特定施設 ③生物多様性 
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１ 現状と課題 

・市内の家庭や事業者から排出されるごみの量は、平成 13 年度(2001 年度)から増加傾向にありました

が、市民の環境意識の向上や近年の経済情勢の影響などにより、平成 18 年度(2006 年度)から減少傾

向に転じています。 

・本市は、清潔で住みよい郷土の建設を推進するため、昭和 37 年(1962 年)に「環境衛生都市」を宣言

しています。 

・現在古紙やビン・缶類など 10 品目のごみの分別収集を実施していますが、市民の資源化への関心は

高く、分別の細分化が望まれています。 

・限りある資源を大切にし、環境にやさしい清潔なまちづくりを進めるために、さらなるごみの減量化･

資源化が必要です。 

・ごみ焼却施設や粗大ごみ処理施設の老朽化に対応するため、精密機能検査などにより長期的な計画を

立て、適正運転と管理に努める必要があります。 

・最終処分場の残余容量が少なく、新規処分場の建設が困難であるため、焼却灰の外部搬出が急務とな

っています。 

・後を絶たない不法投棄について、監視員によるパトロールなど市民との協働によって、早期発見・早

期回収に努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

限りある資源を大切にし、ごみのない清潔なまちづくりを進め、環境負荷の少ない循環型社会を構築

すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

1 人当たり 1日のごみ排出量 1,065ｇ 943ｇ 市民 1人が 1日に出すごみの排出量 

ごみのリサイクル率 16.87％ 24.0％ 
ごみの排出量のうち、リサイクルさ

れた資源ごみの割合 

 

４ 施策の方向 

  (1) ごみの減量・資源化の推進 

第５項 環境を保全し継承するまちづくり 

31 循環型社会の形成 〈ごみ・リサイクル〉 

資源化量とリサイクル率の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

資料：環境省 

ごみ総排出量と 1 人当たり 1 日のごみ排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：環境省 

現行計画 Ｐ68 
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① 一般廃棄物処理基本計画の推進 

・環境への負荷の少ない資源循環型社会を構築するために策定した一般廃棄物処理基本計画に基づ

き、社会情勢の変化などに応じたごみの減量化・資源化やごみの適正処理を推進します。 

② ごみの排出抑制 

・環境にやさしい生活スタイルの確立を目指し、ごみ減量化に対する市民や事業者への意識啓発に

努め、ごみの発生抑制や生ごみの堆肥化などの支援を行います。 

・ごみ減量化の推進とごみ処理に対する費用負担の公平化などを目的に、ごみ処理有料化を調査・

検討します。 

③ ごみの資源化 

・ごみ分別ルールの周知・指導や廃プラスチック類の分別収集の検討、不用品の再使用の推進など、

資源循環システムの形成を進めます。 

  ④ 広域的な取り組みの推進 

   ・近隣の 8 市 4 町＊で構成される駿豆地区広域市町ごみ処理問題検討会において、ごみの減量化や

資源化などそれぞれの市町が抱える問題などについて検討します。 

 (2) ごみの適正処理 

① ごみ収集の効率化 

・ごみ収集の効率化を図るため、自治会の協力のもと適切な集積所の配置に努め、適正なごみ収集

を実施します。 

② ごみ処理施設の維持管理 

・年々老朽化するごみ焼却処理施設などの計画的な検査を行い、適切な施設の更新や修理など環境

基準に適合する安定した処理施設の維持管理を徹底します。 

・最終処分場の延命化を図るため、焼却灰の外部搬出や最終処分量の削減に努めるとともに、新た

な処理施設や処分場のあり方について調査・研究をします。 

 (3) 環境衛生の向上 

① 不法投棄の防止 

・不法投棄クリーンキャンペーンや不法投棄監視員によるパトロールなど市民の協力を得て監視強

化に努めます。 

② 地域美化・防疫業務の支援 

・自治会などが行う環境美化推進員を中心とした環境美化活動や、ユスリカ駆除などの防疫活動の

支援を行います。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ ごみの減量化への取り組みの実践 

○ ごみの資源化への取り組みの実践 

○ ごみ収集の効率化への理解と協力 

○ 不法投棄防止への取り組みの実践 

 

■一般廃棄物処理基本計画推進

事業 

■生ごみ処理機購入補助事業 

■一般廃棄物資源化事業 

 

 

■一般廃棄物収集運搬事業 

■施設管理業務委託事業 

■施設補修事業 

■処理施設整備事業 

 

 

■ダイオキシン対策事業 

■環境衛生推進事業 

■環境美化推進員活動補助事業 

 

〔用語解説〕  

①8市 4町 
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１ 現状と課題 

・本市の面積の約 3 分の 2 を占める箱根西麓の山間丘陵地の森林では、国産材価格の低迷などを背景に

整備や管理が不十分な状況が続いており、治山・治水や水源かん養などの森林の公益機能低下が危惧

されています。 

・集中豪雨や台風による災害を未然に防止し、市民の生命・財産を守るため、計画的な間伐や林道整備

を推進する必要があります。 

・竹材消費量の大幅な減尐などにより放置竹林が増加していることから、適正な管理による良好な森林

形成が求められています。 

・森林ボランティアの育成や支援により、協働による森林整備活動を進めていく必要があります。 

・本市の湧水量は減尐傾向が続いており、不安定な状況にあります。黄瀬川上流域の市町と連携して地

下水保全対策を推進する必要がありますが、流域全体の足並みが揃わない状況にあります。 

・本市の上水道は地下水や湧水を水源としていますが、市民 1人当たりの水道使用量は国や県と比較す

ると高い水準にあることから、節水意識をさらに向上させることが課題となっています。 

・地下水の保全と生活用水の確保のため、今後も地下水保全対策に取り組むことが必要です。 

・市街化により低下した地下水かん養機能を補うため、市街地での雨水浸透マス＊の普及などを図って

いく必要があります。 

 

 

 

 

 

２ 目的 

健全な森を育成し、治山・治水など森林のもつ公益的機能の増進を図るとともに、合理的な水利用の

推進とかん養量の増加を図り、水資源を確保すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

間伐実施面積 1,122ha 1,400ha 
森林整備計画に基づき間伐を行っ

た森林面積の累計 

1 人当たり 1日の水道使用量 
（H20 年度） 

416 ㍑ 
390 ㍑ 1 人が 1日に使う平均水道使用量 

 

４ 施策の方向 

  (1) 森林の保全 

① 森林の育成・保全 

・森林のもつ多様な公益的機能の発揮・維持のために策定した森林整備計画に基づき、間伐をはじ

めとした伐採や造林、保育など公益的機能に応じたきめ細かな森林施業を推進します。 

第５項 環境を保全し継承するまちづくり 

32 健全な森林・水資源の保全 〈森林・水資源〉 

森林と間伐実施の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

※林野面積に森林整備区域外を含む  

平成 22 年 4 月１日現在 

1 人当たり 1 日平均水道使用量 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：水道統計、静岡県の水道の現況 

 

現行計画 Ｐ52 

     Ｐ64 

 

面積(ha) 割合
2,379

734 31%
1,645 69%

県有林 182
私有林 1,443
市有林 20
小計（三島市実施対象） 1,463

間伐実施済延面積 1,122 77%
間伐未実施面積 342 23%

天然林
人工林

区分
 林野面積

364 363 358 355

426 426 420 414 407

451
441
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② 放置竹林対策の推進 

・放置竹林の拡大・侵入を防止するため、竹林の間伐・皆伐を推進するとともに、所有者による適

正な維持管理につながる方策を検討します。 

③ 林道の整備 

・計画的な森林整備を進めるため、林道の整備や作業道の開設を推進します。 

④ 間伐材（木材・竹）の利用促進 

・間伐材の利用促進を図るため、さまざまな取り組みを検討します。特に間伐材を利用した木製品

の提案、公共施設での利用などを促進します。 

⑤ 森林ボランティアの育成・支援 

・人と森林とのかかわりなどへの理解を深めるとともに、森林環境整備や接待茶屋周辺の森づくり

を推進するため、ボランティア団体などを育成・支援します。 

(2)  水資源の保全 

① 黄瀬川流域地域との連携強化 

・地下水保全に関する啓発活動や水源かん養の取り組みを黄瀬川流域全体で効果的に行うため、県

や 3 市 3 町（沼津市、裾野市、御殿場市、清水町、長泉町、小山町）との連携強化に努めます。                  

② 地下水、湧水量の監視 

・2 市 2 町（沼津市、三島市、清水町、長泉町）で組織する黄瀬川流域地下水利用対策協議会によ

り、定期的な地下水位の観測とともに井戸の掘削の届出指導を行い地下水の保全を図ります。 

③ 地下水かん養・節水活動の推進 

・箱根西麓での森の小さなダム＊づくりの実施や雨水浸透マスの設置などにより地下水かん養を図

るとともに、節水コマ＊や雨水貯留施設の設置の普及により地下水の保全を図ります。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 森林の役割、仕組みを学習するための森林イベントへの参加 

○ 森林ボランティア活動への参加 

○ 森の小さなダムづくりへの参加 

 ○ 節水コマや雨水浸透マスの設置 

 

■間伐事業 

■放置竹林対策事業 

■県単林道事業 

■林道維持管理事業 

 

 

■間伐材の利用促進事業 

■森林ボランティア推進事業 

■小沢の里維持管理事業 

■地下水保全対策事業 

 

 

■地下水位・湧水量観測事業 

■森の小さなダムづくり事業 

■雨水浸透貯留等施設設置補助

事業 

〔用語解説〕  

①雨水浸透マス ②森の小さなダムづくり ③節水コマ 

 

森の小さなダムづくり 

73



 

 

 

 

 

１ 現状と課題 

・潤いと安らぎのあるまちづくりを進めるには、市街地の緑や湧水を活かした水辺空間の保全・創出・

活用を図る必要があります。 

・本市の 1 人当たりの公園面積は県内で比較すると低い水準にあることから、計画的な公園の整備が求

められています。 

・市民緑化を進めるため、みどりまつりや花づくり講習会などの身近な緑を楽しむイベントを継続的に

実施していく必要があります。 

・公園や街路樹などの維持管理費が年々増加していることから、市民との協働による新たな緑の管理体

制が必要となっています。 

・三島墓園について、墓地の需要と敷地の有効活用に配慮した計画的な整備が課題となっています。 

・源兵衛川や大場川、清住緑地などの水辺は、憩いの場として多くの人に利用されていることから、今

後も適切な維持管理が求められています。 

・市民の貴重な財産である楽寿園を後世に引き継ぐことができる管理運営方針の検討が必要とされてい

ます。 

・楽寿園の魅力を高め、市民の利便性を向上させるために、水や自然と親しむことができる環境の整備

や、施設の改善、市内外への PR などが必要です。 

 

 

  

 

 

２ 目的 

緑豊かな生活空間と水辺環境などの保全・創出・活用を図り、うるおいとやすらぎのあるまちづくり

を推進すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

都市公園の開設済み面積 

（1人当たりの都市公園面積） 

37.85ha 

(3.34 ㎡/人) 

47．5ha 

(4.2 ㎡/人) 
市で開設した都市公園面積 

楽寿園入園者数 204,633 人 250,000 人 年間の全入園者数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  緑に関する総合的施策の推進 

① 緑の基本計画の推進 

・緑地の保全や緑化の推進の指針とするために策定した緑の基本計画に基づき、緑の保全、創出、

活用を図るとともに協働によるシステムづくりを進めます。 

第５項 環境を保全し継承するまちづくり 

33 緑と水辺空間の保全と創出 〈緑・水辺空間〉 

都市公園等面積の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市公園等：都市計画区域内において市、国、県、公団などが設置

している公園 

資料：平成 21 年度市町の指標（静岡県） 

楽寿園入園者数の推移 

現行計画 Ｐ62 

     Ｐ76 

（万人）

22.3
21.6

22.8
21.8

20.5
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15
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H17 H18 H19 H20 H21 （年度）

（㎡）

都市名 三島市 沼津市 熱海市 富士宮市

都市公園等面積 421,091 1,471,000 1,584,000 923,074

1人当たり面積 3.8 7.0 39.0 7.4

都市名 伊東市 富士市 御殿場市 下田市

都市公園等面積 612,179 2,962,600 467,025 966,158

1人当たり面積 8.2 11.6 5.3 37.8

都市名 裾野市 伊豆市 伊豆の国市 静岡県

都市公園等面積 214,800 26,552 708,673 32,215,193

1人当たり面積 4.0 0.7 4.7 8.4
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② 緑化の推進 

・市民、ＮＰＯ、事業者との協働による花壇づくりを推進します。 

・みどりまつりや緑化講習会を通じてみどりと花いっぱい運動を推進するとともに、生垣づくりの

奨励や記念樹の配布、屋上・壁面緑化への支援により市民緑化を進めます。 

③ 緑の保全・育成 

・市民や事業所からの募金によるふるさとの緑保全基金を活用し、市内に残された貴重な樹林地や

巨樹などを保全します。また、街路樹の適切な維持管理を行い、良好な市街地の緑の育成に努め

ます。 

 

(2) 公園・緑地・墓園の整備 

① 公園・緑地の整備・管理 

・向山古墳群史跡の公園整備や白滝公園をはじめとする公園の機能の充実、ポケットパーク＊など

を含む公園・緑地を適切に配置し整備を図ります。また、快適で安全な公園を提供するため、遊

具や施設の安全点検、定期的な除草や樹木の剪定など適切な維持管理を実施します。 

② 墓園の整備・管理 

・清潔で快適な墓地を提供するため定期的な除草や樹木の剪定など適切な維持管理を行います。 

・墓所の使用状況などを踏まえて納骨堂の建設や墓地の増設について検討します。 

  (3)  水辺環境の保全 

① 水辺環境の適正管理 

・水辺環境の再生と保全を図るため、源兵衛川や大場川、清住緑地などの除草や樹木管理を行うな

ど、水辺環境の適正な維持管理を実施します。 

 

  (4)  楽寿園の保全と活用 

① 庭園・文化財の保全管理 

・国の天然記念物・名勝に指定されている小浜池周辺地域と市の指定文化財である楽寿館を保全す

るとともに、園内に広がる豊かな自然の良好な管理に努めます。 

② 公園機能の充実と利用の促進 

・食堂や展示場などの老朽化した施設の更新を進めるとともに公園機能の充実に努めます。 

・水を生かしたイベントや自然と親しむ参加型イベントの開催と積極的なＰＲなどにより、市民の

利便性向上を図るとともに、民間活力を生かした利用促進や誘客促進の方策について検討を進め

ます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 地域ボランティアの活動への参加 

○ 緑と花いっぱい運動への参加 

○ 地域が主体となった公園・広場の管理  

 

 

 

 

 

 

■緑の基本計画推進事業 

■みどりと花いっぱい運動推進

事業 

■遊休地対策事業 

■屋上等緑化補助事業 

■緑道育成事業 

 

 

■向山古墳群史跡公園整備事業 

■白滝公園まち並み景観整備事

業 

■公園等管理事業 

■河川環境管理事業 

 

 

 

■楽寿園庭園及び文化財保全整

備事業 

 ・楽寿館等文化財維持補修事業

■楽寿園再編対策事業 

■楽寿園行事・イベント実施事業 

 

〔用語解説〕  

①ポケットパーク 
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１ 現状と課題 

・ 本市の平成 21年度(2009)末現在の公共下水道普及率は 7割を超えており、県内では政令指定都市を

除くと最も高い水準まで整備が進んでいます。 

・ 快適な生活環境を確保するため、引き続き計画的な公共下水道の整備が必要ですが、費用対効果を

考慮した効率的な整備方法や下水道計画区域の見直しの検討が求められています。 

・ 公共下水道施設の維持管理費用を抑制するため、老朽化した施設のライフサイクルコストを意識し

た計画的な施設の改築や延命化、管理の効率化が必要となっています。 

・ 公共下水道未整備地区（公共下水道認可区域外）については、河川の水質保全を図るため、合併処

理浄化槽＊の設置推進を図る必要があります。 

・ 衛生プラントで処理するし尿や浄化槽汚泥は減少傾向にあることから、効率的な処理方法と施設の

維持管理方法について、調査・検討が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

生活排水処理による河川の水質保全を図り、安全で快適な生活環境を確保すること。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

公共下水道普及率 74.2％ 79.0％ 
行政人口に対する公共下水道処理

区域内の現住人口の割合 

生活排水処理率 74.9％ 81.0％ 

行政人口に対する公共下水道や合

併処理浄化槽などにより、生活雑排

水処理をしている人口の割合 

水洗化率 89.4％ 92.0％ 
公共下水道処理区域内の現住人口

に対する水洗化人口の割合 

 

４ 施策の方向 

  (1) 公共下水道事業の推進 

① 公共下水道整備事業の推進 

・公共下水道計画に基づき、中郷地区は単独公共下水道＊として、錦田・北上地区などは県と共同

の流域関連公共下水道＊として整備を進めます。 

② 公共下水道施設の維持管理 

・管きょや終末処理場及びポンプ場施設の計画的な点検と検査、修繕などの実施により、故障防止

第５項 環境を保全し継承するまちづくり 

34 生活排水処理の推進〈生活排水〉 

下水道普及率の推移（三島市と静岡県内の平均） 

 

現行計画 Ｐ66 
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や機器類の延命化、確実な汚水の排除・処理を実現し、適正で効率的な公共下水道施設の維持管

理を行います。 

③ 公共下水道への切り替え促進 

・公共下水道への早期切り替えを促進するため、文書や電話などによる水洗化指導を強化し、併せ

て工事費用の融資あっせんや利子補給などの水洗化促進制度を継続して実施します。 

④ 健全な公共下水道事業の経営 

・経費の節減や事業経営の合理化などにより、健全な公共下水道事業の経営に努めます。 

  (2) し尿・浄化槽汚泥の処理 

① 衛生プラントの維持管理 

・施設機器類の故障防止と延命化のため、計画的な点検や修繕を行うとともに、処理水や排出ガス

などの監視測定を実施するなど、適正で効率的な維持管理に努めます。 

② し尿・浄化槽汚泥の効率的な処理 

・し尿及び浄化槽汚泥の搬入量を的確に予測し、処理量に対応した施設整備を行うとともに効率的

な汚泥処理方法の検討を進めます。 

  (3)  公共下水道未整備地区の生活排水処理 

① 公共下水道計画区域の見直し 

・将来人口の見通しなどに基づき、適切な整備・管理が実施出来るような公共下水道計画手法の見

直しを進めます。 

② 合併処理浄化槽設置の促進 

・公共下水道事業認可区域外の生活排水の浄化を図るため、合併処理浄化槽の設置を支援します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 整備済みの公共下水道への早期接続 

○ 浄化槽の適正な維持管理 

○ 河川美化意識の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公共下水道整備事業 

・単独公共 

・流域関連 

 ・特定環境保全 

 ・処理場建設 

■都市下水路施設耐震補強事業 

 

 

■低地私設ポンプ設置補助事業 

■公共下水道維持管理事業 

 ・単独公共 

 ・流域関連 

 ・終末処理場 

 

 

■衛生プラント管理運営事業 

■し尿浄化槽廃止補助事業 

■合併浄化槽設置補助事業 

 

〔用語解説〕  

①合併処理浄化槽 ②単独公共下水道 ③流域関連公共下水道 
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Ⅵ 学びと文化を育むまちづくり

施策名 施策項目 担当部署名

基本方針

豊かな人間性と確かな学力の向上 幼児教育・小中学校教
育

学校教育課35 教育部

教育総務課

青少年の健全育成の推進 青少年 生涯学習課36

生きがいとなる生涯学習の推進 生涯学習 生涯学習課37

知識と情報の拠点としての図書館の充実 図書館 図書館38

誰もが楽しめる生涯スポーツの推進 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ スポーツ振興課39

郷土資源の継承と文化財の保全 郷土資源・文化財 文化振興課40

多様な文化･芸術活動の推進 文化・芸術 文化振興課41

多文化共生と国際交流活動の推進 多文化共生・国際交流 秘書課(国際交流室)42 企画部

平和都市活動の推進 平和活動 行政課43
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１ 現状と課題 

・次代を担う子どもたち一人ひとりの個性・能力を伸ばす教育に関心が高まっています。 

・本市では「心の教育」を重要課題とし、道徳教育とともに、本市が独自に推進している環境教育や食

育などを通して「豊かな感性」「確かな学力」の育成に力を入れています。 

・平成 21 年度(2009 年度)から学校評価制度が導入されたことにより、地域の中の学校として、子ども、

保護者や地域の方の意見を学校の方針に取り入れて「信頼される学校」づくりに取り組むことが求め

られています。 

・平成 22年度(2010 年度)には、幼稚園と保育園を同一敷地に配する「錦田こども園」、北小学校と同一

敷地内に「北幼稚園」が開園しました。今後は、幼稚園と保育園の活発な交流とともに、小学校や中

学校とのつながりを考えた、幼保小中の連携教育の推進が期待されます。 

・特別な支援を必要とする子どもの増加や不登校、非行などの問題に対応するため、個への支援体制を

さらに強化していく必要があります。 

・子どもたちが安全で安心して学校生活を送れるよう、今後も地元食材と米飯にこだわった学校給食の

充実を図り心身ともに健康な子どもを育むとともに、校舎・園舎の耐震化やバリアフリー化を進め、

教育環境を整備する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

豊かな感性と確かな学力を持つ、心身ともに健康な子どもを育成すること。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

「学校が楽しい」と答える小・

中学生の割合（％） 
87.3% 90.0% 

学校アンケート調査で「学校が楽し

い」と答えた児童生徒の合計 

「授業がわかりやすい」と答え

る小・中学生の割合（％） 

小学校 92.5% 95.0% 学校アンケート調査で「授業がわか

りやすい」と答えた児童生徒の合計 中学校 72.8% 76.0% 

学校の耐震化率（％） 75.0% 100.0% 
全学校に対する耐震化達成済学校

数 

４ 施策の方向 

  (1)  幼児教育の向上 

①  幼児教育振興プログラム*の推進 

・ 職員の資質向上に努め、幼児期の豊かな心を育む保育内容の充実を図ります。 

・ 市立幼稚園の適正規模、適正配置を検討するなかで、入園を希望するすべての 3 歳児が幼稚園

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

35 豊かな人間性と確かな学力の向上 〈幼児教育・小中学校教育〉 

市内の幼児人口（５歳児）の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊保育園・幼稚園は市立・私立の合計。5 歳児合計には、

その他に該当する数を含む。 
 

 

 

 

 

 

学校評価（H21）の結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

■学校が楽しい

そう思う
あまりそう思わない

わからない

0 20 40 60 80 100

小学校

中学校

（％）

■授業がわかりやすい

そう思う
あまりそう思わない

わからない

0 20 40 60 80 100

小学校

中学校

（％）

現行計画 Ｐ30 

301
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1,0201,0271,0411,0651,098
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保育園 幼稚園 5歳児合計
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に就園できるように、私立幼稚園との連携を図っていきます。 

② 幼稚園教育の充実 

・ 幼児の発達や学びの連続性を踏まえて幼児教育を充実させるとともに、小学校との相互理解を

深め、小学校教育への円滑な接続を図ります。 

③ 家庭・地域との連携強化 

・ 幼稚園の生活と家庭などでの生活の連続性を踏まえて、地域の実態や保護者のニーズに応じた

子育て支援を実施し、「親と子の育ちの場」となるような役割や機能の充実を図ります。 

・ 錦田こども園において、保育園と幼稚園の連携した幼児教育を行っていきます。 

④ 特別支援教育の充実 

・ 職員の専門的知識の習得や保育技術の向上に努め、個別の支援を必要とする幼児の保育の充実

を図ります。施設の安全面、個別指導のための保育者の配置などの検討を行います。 

(2)  小中学校における教育力の向上 

① 心の教育の推進 

・道徳教育をはじめ、コミュニケーション教育*、健康教育、国際理解教育などの教育活動を通し

て、子どもたちの豊かな感性の育成を図ります｡  

・尐人数指導を進めるなかで、集団での指導の意義を再認識し、規範意識を高めます。 

② 確かな学力の育成 

・個に応じたきめ細かな指導に努め、「基礎・基本の定着」と「知識・技能を活用する力の育成」

を図ります｡また、教師の子どもと向き合う時間を重視し、授業を大切にする環境づくりに努め

ます。 

③ 生徒指導や特別支援教育等の充実 

・不登校や非行、特別な支援を必要とする子どもたちへの個に適した支援体制を強化します｡ 

④ 信頼される学校づくり 

・学校評価を生かして学校運営の改善を図り、地域や家庭から信頼される「開かれた学校」と「特

色ある学校づくり」を一層推進します｡ 

⑤ 安全・安心な学校給食の推進 

・健康な体をつくるために、安全安心な地元産食材を使用し、日本型食生活に即した米飯給食を推

進します。 

・学校給食を生きた教材として活用し、栄養教諭と協力して食育を推進します。 

(3)  教育環境の整備 

① 教育施設・設備の整備 

・教育施設のバリアフリー化や特別な支援を必要とする子どもたちの教育環境を整備します。 

・教育の多様化に伴い、新たな教育に対応できるよう、教育機器の充実と教育施設の整備を推進し

ます。 

・教育施設の耐震化を進め、耐震化完了後も教育施設の補修整備などを計画的に実施します。 

② 安全・安心な環境整備 

・児童・生徒の通学時における安全確保のため、各学校で定期的に通学路の点検を徹底するととも

に、犯罪防止のために地域と一体となった活動体制を支援します。 

５ 主要事業 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 地域ぐるみの通学時の安全確保 

○ 学校給食における地元産食材の提供  

○ 学校内の植栽などの管理への参加 

○ 学校ボランティアの登録と参加 

■幼児教育振興プログラム推進事業 

■私立幼稚園振興補助事業 

■心の教育推進事業 

■学校図書館振興事業 

■学校支援員配置事業 

■特別支援教育推進事業 

■小学校英語活動推進事業 

■学校評価推進事業 

■完全米飯給食推進事業 

■学校給食設備更新事業 

■三島市育英奨学金貸付事業 

■東幼稚園改築事業 

■北中学校管理棟改築事業 

■北上中学校柔剣道場建設事業 

■小・中学校コンピュータ整備事業 

■小・中学校施設補修整備事業 

■幼稚園・小・中学校耐震補強事業 

■佐野小プール改築整備事業 

■子ども安全連絡網整備事業 

 

〔用語解説〕  

①幼児教育振興プログラム  ②コミュニケーション教育 
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１ 現状と課題 

・昨今の厳しい経済状況や社会環境の急激な変化により、人々に「心のゆとり」がなくなり、地域や社

会全体で他人を思いやる気持ちや他人への関心が希薄になっていることが指摘されています。 

・青尐年の非行を抑制し、健やかな成長を促すため、地域の大人の積極的な関わりや、家庭、学校、地

域が連携していく必要性が高まっています。 

・青尐年団体への加入者数や、青尐年活動などに参加する小中学生の割合が減尐傾向にあります。 

・尐年の非行、不登校、ひきこもりなどの深刻化と、青年の社会的な自立の遅れが憂慮されており、青

尐年相談室の相談・指導体制の充実を図っていくことが必要となっています。 

・青尐年の携帯電話の利用の拡大に伴い、インターネット上のいじめや有害サイトの危険性が社会的な

問題となっています。大人がその実態を認識し、有害情報から青尐年を守ることが求められています。 

・青尐年の健やかな成長のために、仲間や異年齢集団との交流体験や自然体験、社会貢献活動などが大

切であることから、多様な体験や活動の場づくりに努める必要があります。 

・本市では、昭和 57 年（1982 年）9月に、家庭・学校・地域及び行政が一体となった市民運動を推進 

するため、「青尐年健全育成都市宣言」を決議しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

青尐年を健やかに育成するための環境を整えること。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

小学生・中学生・高校生対象事

業の参加延人数 
1,265 人 1,300 人 

心豊かな青尐年の育成を図ることを

目的とした各種事業の年間参加人数 

箱根の里利用延人数 22,976 人 30,000 人 箱根の里の年間利用者数 

 

４ 施策の方向 

 (1)  青少年活動の推進 

① 青少年活動への支援 

・ ボーイスカウトやガールスカウト、子ども会などの青尐年団体の活動や地域におけるさまざま

な青尐年活動を支援します。 

② リーダーの育成 

・尐年の船や中高校生リーダー研修、青年リーダー研修などを通して、青尐年活動においてリーダ

ーとなりえる人材の育成を図ります。 

・地域で活動する青尐年団体のリーダー育成を支援します。 

③ 青少年指導者の育成 

・研修の開催などにより、青尐年活動や青尐年団体の指導者として活躍できる人材の育成を図りま

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

36 青少年の健全育成の推進 〈青少年〉 

小・中学生・高校生対象事業参加者数（延べ人数） 

の推移 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

箱根の里 利用状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ36 
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す。 

  (2)  青少年を育む地域づくり 

① 健やかな成長のための環境づくりの推進 

・ 成人式や中学生の主張大会などの諸事業を通して、「地域社会の一員」としての青尐年自身の意

識の高揚を図るとともに、地域で青尐年を守り育てるという市民意識を醸成します。 

 ・青尐年健全育成を目的とする団体と連携して補導や声かけ、通学合宿への支援などを行い、青尐 

年が地域で健やかに成長できる環境づくりを推進します。 

② 相談体制の充実 

・さまざまな悩みや問題を抱える青尐年が、安心して相談できる体制づくりに努めます。 

・家庭や地域、学校、関係機関との連携を強化し、問題への早期対応を図るとともに、十分な「こ

ころのケア」を行います。 

③ 青少年の育成環境の整備 

・有害図書の規制などにより、青尐年を取り巻く環境浄化活動を推進します。 

・インターネットや携帯電話上の違法情報、有害情報やトラブルなどの問題把握に努め、講座の開

催やフィルタリング*の普及に努めるなど、青尐年が安全・安心に利用できる環境整備を推進し

ます。 

  (3)  青少年活動の場の整備 

① 箱根の里の有効活用 

・施設の有効活用を促進するため、自然体験や集団生活の場としての施設紹介や主催事業の充実に

努めます。 

・利用者が安全で快適に利用できるよう、施設整備の充実を図ります。 

② 活動の機会と場の充実 

・生涯学習センターや児童センター、公民館などで、児童や青尐年を対象とした学習交流や体験の

機会を提供するとともに、活動の場である施設の整備と充実に努めます。 

・子ども会や自治会と連携し、地域行事などへの青尐年の積極的な参加を促進します。 

  ③ 関係機関・団体等との連携 

・関係機関・団体などが連携を図り、活動情報などを共有することにより青尐年が活動できる機会

や場の拡大や確保を図ります。 

 

 ５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 地域における青尐年健全育成会活動の実践 

○ 青尐年への声掛け運動の実践 

○ 大人と青尐年の交流機会（行事）の積極的な企画と参加 

 

                             

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■青少年活動支援事業 

・ボーイスカウト三島地区協議会補助事業 

・ガールスカウト三島地区連絡協議会補助事業 

・市子ども会連合会補助事業 

 

■少年育成事業 

■少年の船事業 

■青年育成事業 

■青少年健全育成事業 

 

■青少年相談室事業 

■児童センター事業 

■箱根の里施設補修整備事業 

■箱根の里事業 

みしまっ子体験塾（川遊び） 

〔用語解説〕 

①フィルタリング 

少年の船 
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１ 現状と課題 

・学習を通じて自らを高め、生きがいのある心豊かな生活を誰もが送ることができるよう、いつでもど

こでもいつまでも学べる生涯学習社会の実現が求められています。 

・社会の成熟化、団塊の世代の退職などにより、個人の学習にとどまらず、学びの成果やこれまでのキ

ャリアを地域社会に還元したいと考える市民が増えています。 

・平成 18 年(2006 年)の教育基本法の改正により、社会教育や家庭教育などを含めた生涯学習の重要性

が示されました。 

・本市では、生涯学習センターや公民館を中心とした社会教育施設で、多様な市民の学習ニーズに応え

るため、学習機会や学習情報を提供するとともに、自主的に学習活動をしている団体などへの支援に

努めています。 

・今後、学習内容のさらなる工夫や充実、発表の場の提供や仲間づくりの支援などが求められています。 

・さらに、学習の場である社会教育施設の維持管理に努め、快適で利用しやすい施設づくりをしていく

ことも課題となっています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

誰もが生涯を通じて、いつでも、どこでも自由に学ぶことができる環境を整え、その成果を様々な形

で生かす地域社会を構築すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

生涯学習センター学習施設利用

者数 
127,153 人 140,000 人 

生涯学習センター学習施設の年間

利用人数 

生涯学習講座・イベント参加者

数 
13,893 人 15,000 人 

生涯学習センターや各公民館で開

催される講座への年間参加者数 

公民館地域活動に参加する団体

数 
119 団体 180 団体 公民館まつりに参加する団体数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  多様な学習機会の提供 

① 各種講座・イベントの充実 

・市民の多様な学習ニーズに対応した各種講座･イベントを開催します。 

・生涯学習情報の提供と発表の場の確保を図ります。 

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

37 生きがいとなる生涯学習の推進 〈生涯学習〉 

公民館利用人数の推移 

 

生涯学習センター学習施設利用者数の推移 

   

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ26 
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② 人材の活用 

・生涯学習指導者の登録や紹介事業により、市民に自身の学習成果やキャリアを活用する機会 

と場を提供するとともに、多様化した市民の学習ニーズに応えます。         

・新たな生涯学習指導者の人材確保に努め、その活用を図ります。 

  ③家庭教育の支援 

・家庭教育に関する情報や学習機会の提供、講座の開催、父親の家庭教育への参加の啓発、PTA 

   の活動支援などを通して家庭教育への支援を行います。 

  (2)  学習環境の整備・充実 

① 生涯学習センターの整備・充実 

・快適な学習環境を提供するため、生涯学習センターの保守点検や維持管理に努めるとともに、利

用者の利便性を向上させるため、屋外立体駐車場の建設を推進します。 

② 公民館の整備・充実 

・地域学習拠点としての公民館の保守点検整備や改善、維持管理に努めます。 

   ・老朽化し、手狭となっている錦田公民館の建て替えを検討します。 

  (3)  社会教育活動の活性化 

① 公民館利用団体の活動支援 

・公民館を利用する各種団体や地域住民による地域活動や地域学習を支援するとともに、相互の 

交流事業の活性化を図ります。 

② 社会教育関係団体の育成・支援 

・社会教育施設や地域で活動している社会教育団体の活動や運営を支援します。 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 生涯学習活動における近隣大学などと連携した活動の実践 

○ 市民ボランティアへの登録や、活動場所と機会の創出 

○ 地域における教育指導者の人材発掘や、活動場所と機会の創出 

○ 地元企業人との協働による生涯学習活動の実践 

 

  

            
   幼児期の家庭教育セミナー           三島いきいきカレッジ（パソコン教室） 

 

■生涯学習事業 

■成人教育事業 

■生涯学習推進事業 

 ・学習情報提供事業 

 ・指導者登録紹介事業 

 

■家庭教育事業 

■各 PTA 連絡協議会補助事業 

■生涯学習センター管理事業 

■生涯学習センター屋外立体 

駐車場建設事業 

 

■北上文化プラザ管理事業 

■中郷文化プラザ管理事 

■公民館活動事業 

■公民館地域づくり補助事業 

■いきいきカレッジ補助事業 

〔用語解説〕 〔用語解説〕 
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１ 現状と課題 

・図書館は、地域の情報拠点として読書活動や生涯学習、課題解決のための資料・情報を収集・提供し

市民の暮らしを支援するとともに、資料・情報を保存し、将来へ引き継いでいく役割を担っています。 

・本市の図書館の貸出利用人数は増加傾向にあり、幼児から成人、シニアまで多くの市民が利用してい

ます。高まる図書館への市民のニーズに応えるため、司書の専門性をさらに高めることや、資料・情

報の収集・更新を推進していくことが必要です。 

・市民誰もが図書館を気軽に利用できるように、本館・中郷分館から遠い地域に移動図書館車を巡回さ

せるなど、図書館サービス網の充実が課題となっています。 

・近年、図書・雑誌などの紙媒体の資料だけでなく CD や DVD などの視聴覚資料をはじめ、オンライン

データベースなどの電子資料など多様な形態の資料ニーズが高まってきており、これらの資料収集や

提供、保存、対応する機器の整備が必要です。 

・本市では、ブックスタート*や図書館講座などを通して幼少期から大人までの読書普及に努めていま

す。誰もが本に親しむことができるよう、今後も読書普及活動の促進が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

誰もが利用できる知識と情報の拠点として、多様な資料・情報を収集・提供・保存し、市民の暮らし

を支援すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

図書館における平均貸し出し冊

数 
7.73 冊 8.97 冊 

図書館における市民１人あたりの

年間貸し出し冊数 

レファレンスサービス件数 25,126 件  28,500 件 
図書館における利用者への年間調

査回答件数 

４ 施策の方向 

  (1) 図書館機能の充実 

① 図書館資料収集・提供の推進 

・郷土の文化や歴史、行政に関する資料など、多様な資料の収集・整理・保存に取り組み、市民が

いつでも利用できるよう努めます。 

・市民が新しい情報をいち早く利用できるように、ホームページなどを通じた情報発信をします。 

 ② レファレンスサービスの充実 

・多様化・高度化した市民の学習ニーズや地域課題に対応するため、資料の紹介・調査方法などの

相談に応じるレファレンスサービスの充実を図ります。 

・レファレンス記録のデータベース化を順次進め、充実を図ります。 

③他施設等と連携した活動の推進 

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

38 知識と情報の拠点としての図書館の充実〈図書館〉 

図書貸出利用者数・貸出点数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レファレンスサービス＊件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ26 
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・県立図書館や他の市町の図書館などと相互利用を図り、資料の有効利用と利用者サービスの向上

に努めます。 

④子ども読書活動推進計画の改定・推進 

・子どもたちの読書活動の推進のために策定された「三島市子ども読書推進計画」を見直し、計画

に基づき図書館事業を推進します。  

⑤ 移動図書館事業の充実 

・巡回スケジュールを見直すなど効率的な運営に努め、移動図書館事業をさらに充実します。 

(2)  図書館資料の電子情報化の推進 

① 電子化による地域資料の保存と活用 

・貴重な地域資料の保存と活用を図るため、資料のマイクロ化・デジタル化を推進します。 

 ② 電子資料の拡充 

・電子化された情報資料の重要性が高まっているため、データベースなどの電子資料の拡充に努め

ます。 

  (3)  読書普及・図書館活用の促進 

① 講座・講演会の開催と教育施設との連携 

・市民のニーズや社会状況の変化に基づき、市民誰もが参加できる幅広い分野の講座・講演会など

を通して読書普及活動の推進や読書相談を実施します。 

・教育施設などと連携し、読書の普及と図書館活用の促進に努めます。 

② ブックスタート*等の充実  

・絵本を介して親子の絆を深め、読み聞かせの大切さについて理解してもらうため、ブックスター

トやフォローのためのセカンドブック*を実施し、子どもの読書活動のさらなる推進に努めます。 

③ ボランティアの養成 

・図書館活動を充実するため、図書館ボランティアなどの養成を推進します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 図書館ボランティアの登録と積極的な参加 
○ ルールやマナーを守った図書館の利用 

 

 

  
  三島市立図書館                    移動図書館車（ジンタ号） 

 

■図書館事業 

・図書館資料収集・提供事業 

・図書館レファレンス貸し出し事業 

・相互貸借事業 

 

・子ども読書活動推進事業 

・移動図書館事業 

 ・読書普及活動事業 

 

■図書館電子情報推進事業 

〔用語の解説〕 

①レファレンスサービス ②ブックスタート ③セカンドブック  
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１ 現状と課題 

・スポーツは、年齢を問わず心身ともに健康な人づくりにつながることから、生涯にわたり、スポーツ

に親しむことができる生涯スポーツ社会の実現が求められています。 

・特に平成 27 年(2015 年)には、高齢者の人口に占める割合が 4 人に 1 人と言われており、生涯スポー

ツの普及が不可欠となっています。 

・国は平成 12 年(2000 年)に「スポーツ振興基本計画」を策定し、成人の週 1回以上のスポーツ実施率

50％になることを目指しています。 

・本市でも平成 18 年度(2006 年度)に「三島市スポーツ振興基本計画」を策定し取り組みを進めていま

す。 

・平成 21年(2009 年)2 月に総合型地域スポーツクラブ*として「エンジョイスポーツ三島」が設立され、

市民の日常的な活動拠点として浸透しつつあります。 

・体育施設の指定管理者制度を、平成 17 年度（2005 年度）から導入し、市民サービスの向上に努める

とともに、地域住民のスポーツの場として、小中学校の体育館や校庭の開放を行っています。 

・今後も、スポーツ・レクリエーション活動の普及とスポーツ施設の充実に努め、関係団体などと連携

しながら市民が気軽にスポーツに親しむことができる環境づくりに努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

誰もが年齢や体力、目的に応じて生涯にわたりスポーツに親しむことができる環境を整えること。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

体育施設の利用者数 768,419 人 809,000 人 
市立の体育施設、市立小・中学校体

育施設の年間利用者数 

総合型地域スポーツクラブの 

会員数 
253 人 300 人 

総合型地域スポーツクラブの 

会員数 

１週間に１回以上スポーツをし

ている人の割合 
― 50.0％ 

市民の意識調査による、１週間に１

回以上スポーツをしている人の割

合 

 

４ 施策の方向 

  (1)  スポーツ・レクリエーション活動の普及・振興 

① スポーツ振興基本計画の改定・推進 

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

39 誰もが楽しめる生涯スポーツの推進 〈スポーツ・レクリエーション〉 

体育施設利用者数の推移 

 

 

 

 

 
 

現行計画 Ｐ32 
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・市民の誰もが、生涯にわたってスポーツに親しむことのできる環境を創出するために策定した「ス

ポーツ振興基本計画」を見直し、本市の実状にあったスポーツ振興施策を計画的に進めます。 

  ② 市民スポーツ・レクリエーション活動の普及・振興 

・各種健康・スポーツ教室の開催を促進するとともに、各種スポーツ団体や、総合型地域スポーツ

クラブを支援します。 

・ホームページなどを通じ、市民が必要とするスポーツ情報の発信に努めます。 

③ 地域スポーツ・レクリエーション活動の充実 

・地域住民の健康増進や住民相互の親睦を図るために、各地域に合った運動会やスポーツ教室など

を開催している、小学校区体育振興会の活動の充実と支援を進めます。 

  (2)  施設・空間の環境づくり 

① スポーツ施設の整備・管理 

・市民ニーズに即したスポーツ環境づくりのために策定した「三島市スポーツ施設整備計画」に基

づき、スポーツ施設の整備を行います。 

  ・スポーツ施設の指定管理者制度の適正な更新を図り、適切な管理に努めます。 

② スポーツ施設等の有効利用 

・既存のスポーツ施設の利便性の向上に努めるなどにより、更なる有効利用を図ります。 

  ・多くの市民がスポーツ・レクリエーション活動を行うことができるよう、学校体育施設の開放を 

進めます。 

③ 多目的総合施設の検討 

   ・本市のスポーツ施設の拠点となる、各種スポーツ施設を配置した多目的総合施設の整備を、中長

期的視点に立って検討します。 

  (3)  支援・協働の体制づくり 

① 団体・指導者の育成・支援 

・生涯にわたるスポーツ活動の推進のため、各種スポーツ団体や指導者の育成・支援を進めます。 

② 協働体制の確立 

・市内各種スポーツ団体の連携を図り、連絡調整体制の充実に努めます。また、イベントを協働で

開催するなどにより協働の取組みをさらに進めていきます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 総合型地域スポーツクラブへの参加・協力 

○ 学校体育施設の有効利用 

○ トリム
＊
教室などの各種スポーツ教室の企画と参加 

 

 

 

■スポーツ振興基本計画推進事業 

■スポーツ振興奨励等補助事業 

■各種スポーツ団体支援事業 

 ・NPO 法人三島市体育協会 

補助事業 

 ・小学校区体育振興会補助事業 

・スポーツ少年団補助事業 

■学校体育施設開放事業 

 

■総合型地域スポーツクラブ推

進事業 

■体育施設整備事業 

■市民体育館耐震補強事業 

■体育施設管理事業 

■市営長伏グラウンド整備事業 

■市営長伏プール整備事業 

■市営長伏プール管理棟耐震整備事業 

 

■各種スポーツ大会支援事業 

 ・市民運動会校区大会補助事業 

 ・三島成人式記念駅伝大会補助 

事業 

 ・伊豆マラソン大会補助事業 

 ・小学校区別女性バレーボール

大会補助事業 

■静岡県市町対抗駅伝大会参加事業 

〔用語解説〕 
①総合型地域スポーツクラブ ②トリム 
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１ 現状と課題 

・県の文化に関する意識調査によると、古墳、古い神社仏閣など文化財に関心のある人の割合や、伝統

的民俗芸能や地域の祭りに関心のある人の割合が低下してきています。 

・市民の郷土への愛着心を高め、地域文化への誇りを醸成するために、文化財や郷土芸能などの郷土資

源を次の世代に継承し、その保護・保存・活用に努めることが必要です。 

・本市では、毎年三嶋大社の例大祭で盛大に「子どもシャギリ」が行われており、さらに三島囃子、山

車などの郷土芸能の伝承保存にも力を入れてきました。しかし、少子化や子どものライフスタイルの

変化などにより、担い手を将来にわたり確保していくことが課題になっています。これらの伝統文化

の後継者の育成に努め、新たな文化の創造に結びつけていくことが大切です。 

・文化財の調査研究を進めるとともに、郷土の貴重な遺産である向山古墳群や山中城跡などの史跡の計

画的な整備を進め、有効活用を図っていく必要があります。 

・郷土資料館の改築などを行い、文化財などの保存や、収蔵品の展示の充実を図ることによって、誰も

が文化財や郷土の歴史に親しむことのできる環境づくりが望まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

市民が郷土の伝統や歴史に対する理解を深め、郷土への愛着心を高めるとともに、伝統芸能や文化財

を後世に継承すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

指定文化財の件数 79 件 85 件 国・県・市指定文化財の件数 

郷土資料館入館者数 45,200 人 100,000 人 郷土資料館の年間入館者数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  郷土資源の保護・継承 

① 郷土資源の保護・保存 

・郷土に伝わる民俗芸能の指定を行うほか、市民の保存活動の支援を行うなど、郷土資源の保護・

保存に努めます。 

② 郷土資源の継承 

・三島囃子*などの郷土芸能や伝統行事を次の世代に引き継ぐため、後継者の育成を支援します。 

  (2)  文化財の保護・保存 

① 文化財の調査と発掘 

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

40 郷土資源の継承と文化財の保全 〈郷土資源・文化財〉 

郷土資料館入館者数の推移 

 

 

 

 
 
 
 

 

市内の指定文化財 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
平成 22 年 9 月現在 

数 備　考

国指定 26

国宝工芸　梅蒔絵手箱
国宝工芸　薙刀銘備前国長船住人長光造
重文絵画　絹本著色日蓮上人像

史跡　山中城跡　　ほか

県指定 10

無形民俗　三島囃子

史跡　向山古墳群
絵画　楽寿館・楽寿の間絵画　　ほか

市指定 43
考古資料　箱根田遺跡出土祭祀関係遺物
歴史資料　花島家資料

絵画　芹沢晋吾画「農夫」　　ほか

計 79

現行計画 Ｐ24 

42,667
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0
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・文化財の調査と市内遺跡の発掘を進め、成果を記録・保存することにより、郷土の歴史の解明に

努めます。 

② 文化財の保存 

・地域の歴史的な遺産を文化財に指定・登録するとともに、適正に保存・管理し、次の世代に引き

継ぎます。 

  (3) 文化財の環境整備と活用 

① 文化財の環境整備 

・県の文化財に指定されている向山古墳群を史跡公園として整備するほか、国の文化財に指定され

ている山中城跡の再整備を行うなど、史跡の環境整備を進めます。 

② 文化財の活用 

・郷土資料館の展示機能の充実を図り、文化財の活用と周知に努めるとともに、文化財や民間の所

有する歴史資料などを活用した教育活動や地域活動を支援します。 

③ 郷土資料館の整備 

・郷土資料館を改築し、市の総合博物館としての機能を整備することで、郷土の歴史資料の展示、

教育普及を推進します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 郷土芸能への参加 

○ 郷土の歴史の学習 

○ 郷土資料館ボランティアへの参加 

○ 個人や民間の所有している郷土資料の公開 

 

  

発掘調査 

 

■文化財管理事業 

■文化財指定・登録事業 

■三島囃子保存会補助事業 

■市内遺跡整理調査事業 

■市内遺跡確認調査事業 

■笹原山中バイパス発掘・整理・ 

調査事業 

 

■国指定重要文化財等補助事業 

■箱根旧街道・推定平安鎌倉古道 

管理事業 

■楽寿園園庭及び文化財保全 

整備事業 

■市誌編纂事業 

■向山古墳群史跡公園整備事業 

 

■史跡山中城跡再整備事業 

■郷土資料館企画展示事業 

■文化財等地域活用補助事業 

■文化財啓発事業 

■郷土資料館改築事業 

〔用語解説〕 

①三島囃子 
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１ 現状と課題 

・生活水準の高度化や社会の成熟化により、質の高い芸術や文化に関心を抱き､親しむ機会を求めてい

る人々が増えています。 

・本市では、三島市民文化会館や生涯学習センターなどを拠点として盛んな文化・芸術活動が展開され

ています。 

・市民文化会館では、指定管理者制度を導入し、サービスの向上に努めており、利用件数は増加傾向に

あります。しかし、平成 3 年(1991 年)の開館から約 20 年が経過しているため、施設の改修や設備の

更新を計画的に実施していく必要があります。 

・今後も、市民団体などと協力して、より多くの市民が文化・芸術活動に触れる機会を提供するととも

に、団体などの活動を活発にしていくための環境を整えていくことが必要です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

市民の豊かな感性と創造性を育むとともに、文化･芸術活動が醸成される環境を整えること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

市主催・共催の文化事業への入

場者数 
108,846 人 115,000 人 

市の共催事業や主催企画展、市民文

化会館自主文化事業への年間の入

場者数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  文化・芸術活動の振興 

① 文化・芸術活動の推進 

・市民が、文化への関心を高めるため、民間の文化施設への支援を行うとともに、市民団体などと

の共催による事業の開催を通じて文化・芸術活動を推進します。 

② 文化・芸術団体への支援 

・文化・芸術分野で活動する団体が、主体的に活発な活動を展開できるよう支援を行います。 

  (2)  文化・芸術活動の環境整備 

① 市民文化会館の運営と改修 

・市民文化会館は指定管理者の持つ民間のノウハウを活用してサービスの向上に努めるとともに、

国内外の優れた文化・芸術活動を鑑賞できる機会を市民に提供します。 

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

41 多様な文化･芸術活動の推進 〈文化・芸術〉 

現行計画 Ｐ22 

三島市民文化会館利用状況の推移 
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・市民が安全で快適な利用ができるよう、市民文化会館の施設の改修や照明、舞台装置などの大規

模設備の更新を計画的に進めます。 

② 発表の機会と活動の場の充実 

・文化・芸術団体との協働により、市民が文化・芸術活動に参加する機会を提供するとともに、生

涯学習センターや公民館、市民文化会館などの施設の利用を促進し、団体などの活動の場を充実

します。 

  

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 文化・芸術活動への積極的な参加 

○ ルールやマナーを守った文化施設の利用 

 ○ ボランティアとしての文化・芸術事業への参画 

 ○ 文化・芸術活動における後継者の育成 

 

  

 市民合唱祭 

 

■文化振興事業 

■文芸三島発行事業 

■佐野美術館特別展共催事業 

 

■三島市文化芸術協会補助事業 

■市民文化会館運営管理事業 

■指定管理者自主文化事業 

 

■市民文化会館施設整備事業 

〔用語解説〕 

93



 

 

 

 

 

１ 現状と課題 

・グローバル化の進展により、日常生活における世界との関係が年々深まっているなか、「地球規模で考え、

地域社会で行動する」ことが重要となっています。 

・平成 20 年(2008 年)秋の経済危機による経済や雇用の厳しい状況を反映して、在住外国籍市民の相談件数

が増加しています。相談内容は多岐にわたり、相談時間も長くなっています。 

・在住外国籍市民と日本人住民との間における生活習慣の違いによる生活トラブルなどが生じています。相

互の文化を理解し合い、両者にとって暮らしやすい「多文化共生社会」の実現がこれまで以上に必要とな

っています。 

・本市は、パサディナ市をはじめとする 3 市と姉妹（友好）都市提携を行い、活発な交流を続けています。

異なる文化や価値観などを尊重し、国際化社会で活躍できる人材を育成するために、青少年ホームステイ、

教師交換などの交流を推進し、市民の国際理解をさらに深めることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

国籍を問わず、すべての人が異文化を相互に認め合い、共生できる地域社会を実現するとともに、市

民の国際理解を推進すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

姉妹都市交流や国際交流活動へ

の参加者数 
1,567 人 2,000 人 

各種国際交流事業に参加した年間

の参加人数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  多文化共生社会の推進 

① 日常生活の相談支援体制の充実 

・在住外国籍市民のための日常生活における相談窓口を充実し、安心して生活ができる環境づくりを進

めます。 

② 外国語情報の提供 

・外国語の案内表示、ユニバーサルデザインの導入、ガイドブック、行政情報の翻訳などにより情報提

供を進め、在住外国籍市民がより暮らしやすい環境づくりを進めます。 

③ 地域内交流の推進 

・在住外国籍市民の地域活動への参加を促進し、異文化に対する相互理解を図り、外国籍市民と地域住

民との交流を進めます。 

  (2)  国際理解の推進 

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

42 多文化共生と国際交流活動の推進 〈多文化共生・国際交流〉 

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

在住外国籍市民数・相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

姉妹（友好）都市提携 

現行計画 Ｐ28 

都市名 提携年月日 概要

アメリカ合衆国 姉妹都市

カルフォルニア州

パサディナ市 面積　61.5ｋ㎡

ニュージーランド
ニュープリマス市

姉妹都市 人口　68,901人
       （2006年）

平成3（1991）年
4月29日

面積　2,324ｋ㎡

友好都市 人口　2,529,400人
        （2010年）

面積　17,300ｋ㎡

昭和32（1957）年
7月24日

中華人民共和国
浙江省麗水市

平成9（1997）年
5月12日

人口　148,126人
　　　　（2008年）
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ローズパレード（パサディナ市） 

タラナキ山（ニュープリマス市） 鼎湖峰（麗水市） 

① 姉妹・友好都市交流の推進 

・姉妹（友好）都市との公式訪問や市民レベルでの相互派遣を積極的に進めるとともに、市民の自主的

な交流活動を支援します。 

② 人材の育成と活用 

・国際社会で活躍できる人材を育成するために、姉妹（友好）都市との青少年のホームステイや教師交

換を実施するともに、市民レベルでの交流活動を円滑に推進するためのボランティアの育成を支援し

ます。 

  (3)  市民団体との協働 

①国際交流協会
＊
への支援 

・市民レベルでの国際交流事業を担う国際交流協会への支援を進めます。 

・国際交流フェアなどのイベントを国際交流協会と協働で実施します。 

② 地元の大学、関係団体等との連携 

・専門知識を持つ団体と連携して、在住外国籍市民のための日本語講座や留学生と市民との交流を図る

事業などを実施します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 国際交流事業への積極的な参加 

○ 在住外国籍市民との交流の実践と異文化への相互理解 

○ 国際交流活動へのボランティア参加・協力 

 

                
 

     

 

■外国籍市民相談事業 

■外国語情報提供事業 

■在住外国籍市民支援事業 

 

■姉妹都市公式訪問団派遣・受入事業 

■姉妹都市交流事業 

■姉妹都市教師交換事業 

 

■国際交流協会支援事業 

■国際交流イベント等協働開催事業 

〔用語解説〕 

①三島市国際交流協会 

95



 

 

 

 

 

１ 現状と課題 

・昭和 34 年(1959 年)に市議会で「三島市平和都市（核非武装）宣言」を決議し、平和の尊さと悲惨な

戦争が再び起こらないことを心から願い、これまで平和都市の実現のための運動を長年にわたり行っ

てきました。 

・戦後 60 有余年が経過し、戦争経験者が減少し、戦争を知らない世代が増加しているため、戦争の悲

惨さと平和の尊さに対する市民の認識が薄れてきています。 

・本市では、平和都市の実現のための運動として、サイレン吹鳴での黙とうの呼びかけ、街頭啓発活動

のほか、広島市平和祈念式への中学生の派遣、市民映画会の開催などを実施してきました。 

・平成 21 年(2009 年)には、「三島市平和都市（核非武装）宣言」から 50 年目を迎えたことから、消防

庁舎横の国道 1号沿いに「三島市平和都市（核非武装）宣言塔」を設置し、啓発に努めてきました。 

・誰もが平和への思いを深め、日本と世界の恒久的な平和を実現するため、今後も継続して市民と行政

との協働による平和都市活動の推進が必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

誰もが平和を祈念する思いを深め、日本と世界の恒久的な平和の実現を求めていくこと。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

「平和の重要性を再認識した

人」の割合 
90.0％ 100.0％ 

平和をテーマとした市主催映画会

やパネル展などの参加者を対象と

したアンケート調査で「平和の重要

性を再認識した人」の割合 

 

４ 施策の方向 

  (1)  平和都市活動の推進 

① 平和都市活動の推進 

・平和の尊さや戦争の悲惨さを伝えていくため、毎年 8月を平和都市推進月間と位置付け、街頭啓

発活動、パネル展の開催、広島市平和祈念式への中学生の派遣などを行うことにより、市民の平

和への思いの再認識を図ります。 

② 平和活動団体への協力 

第６項 学びと文化を育むまちづくり 

43 平和都市活動の推進 〈平和活動〉 

三 島 市 平 和 都 市 (核 非 武 装 )宣 言 決 議  

平和と民主主義は太平洋戦争の敗戦による冷厳な犠牲の中から得ることので

きた歴史的なものであります。 

日本の永遠の平和と世界平和への寄与のために、一切の戦力を放棄し、永久に

戦争に加わらないという日本国憲法をわれわれは持つことができたのです。 

しかるに世界の情勢はややもすると軍事施設の強大に狂奔し、軍事的対立を深

め、原水爆の出現とロケット兵器の発達は 1 秒間戦争の時代とまでいわれる、全

く恐るべき全人類の破局を想わせるものがあります。 

われわれは日本国憲法の明示する精神を体し誇りと自信を持って核武装主軸

とする戦争への一切の道を拒否し、6 万三島市民と共に、平和への道を確実に進

むために、われわれの美しい郷土、三島市は核非武装平和都市であることを内外

に宣言決議する。 

昭和 34 年 12 月 21 日   

現行計画 Ｐ40 
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・平和活動を推進している団体への協力を通して、恒久的な平和への意識の普及を促進します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 中学生の広島市平和祈念式への参加 

○ 街頭啓発活動への参加 

○ サイレン吹鳴に合わせた黙とうの実施 

○ 戦争の悲惨さ、平和の尊さを伝え広める活動への参加 

 

 

 

■平和都市推進事業 

・広島市平和祈念式中学生派遣

事業 

・街頭啓発・原爆パネル展示事

業 

 

 

■原水爆禁止団体支援事業 

 

 

〔用語解説〕 

 

 

広島市平和祈念式中学生派遣事業 

三島市平和都市(核非武装)宣言塔 

97



 

98



Ⅶ 自治システムの充実したまちづくり

施策名 施策項目 担当部署名

基本方針

連帯感のあるコミュニティの形成 コミュニティ 地域安全課44 地域振興部

市民主体のまちづくりの推進 協働 地域安全課45

政策企画課企画部

男女共同参画の推進 男女共同参画 政策企画課46

的確な広報･広聴活動の推進 広報・広聴 広報広聴課47

行政課

政策企画課

秘書課

議会事務局

監査委員会事務局

便利な電子市役所の構築 電子市役所 情報システム課48 企画部

市民課環境市民部

適正で持続可能な財政運営 財政運営 財政課49 財政部

市民税課

資産税課

収税課

管財課

検査課

政策企画課企画部

行政課

会計課会計管理者

効率的・効果的な行政運営 行政運営 行政課50 企画部

政策企画課

人事課

情報システム課

広域行政の推進 広域行政 政策企画課51
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１ 現状と課題 

・大地震や水害の発生時の対応、防犯、交通安全、高齢化の進展など地域全体で取り組むべき課題が顕

在化しています。 

・自治会や子ども会に加入しない住民や祭りなどの地域行事に参加しない住民が増加傾向にあり、地域

住民同士のつながりや協力意識の希薄化が進んでいます。 

・自治会においては、行政などからの依頼が非常に多いことなどから、会長をはじめとする役員の負担

が大きくなっています。また、高齢化の進展などによって、組織の弱体化や役員のなり手不足が問題

となっています。 

・既存の地区集会所の多くが老朽化しており、大規模な改修や耐震化工事が必要となっています。 

・市民の主体的な活動によって、お互いが支え合う住みよい地域社会を形成するため、自治会活動が円

滑に進むように支援することが必要となっています。 

・地区の集会場などの不動産の所有権を明らかにし、財産上のトラブルを解消するため、認可地縁団体
＊となり法人格を取得する自治会が年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

地域住民の活動が、自主的・自立的に取り組まれ、お互いが助け合う住みよい地域社会の形成を推進

すること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

自治会加入率 86.1％ 90.0％ 
自治会に加入している世帯数の割

合 

 

４ 施策の方向 

  (1)  コミュニティ活動の支援 

① コミュニティ活動参画の意識づくり 

・地域の住民相互のふれあいや助け合いの大切さを啓発し、自治会活動への理解と連帯意識の醸成

を図ります。 

② 自治会組織運営の充実・支援 

・自治会活動保険への助成や法人格取得（認可地縁団体）に対する支援などにより、自治会組織の

円滑な運営や活動の充実を図ります。また、新たな団地などにおける地域住民の自主的な組織づ

くりを支援します。 

第７項 自治システムの充実したまちづくり 

44 連帯感のあるコミュニティの形成 〈コミュニティ〉 

市内の認可地縁団体一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年 3 月 31 日現在 

現行計画 Ｐ34 

自治会数と加入率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊各年度 4 月現在 

 
 

名 称 認  可  日
梅名自治会 平成10年 2月 1日
市山新田自治会 平成12年 4月19日
平田自治会 平成16年 7月16日
富士ビレッジ自治会 平成16年10月 6日
桜ヶ丘町内会 平成16年10月29日
緑ヶ丘自治会 平成18年 2月 8日
青葉台自治会 平成19年 2月21日
並木自治会 平成19年 4月25日
長伏町内会 平成20年12月10日
大宮町２丁目自治会 平成21年 4月 1日
大場町内会 平成21年10月 5日
小山中島自治会 平成21年10月15日
大宮町３丁目自治会 平成21年10月23日
加茂川町２区自治会 平成22年 1月 8日

142142140140138
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③ 地域リーダーの育成・交流活動の促進 

・三島市自治会連合会が実施する会長研修会などへの支援を行い、自主的な地域づくり活動の促進

や、交流機会の創出を図ります。 

  ④ ＮＰＯ＊などとの連携の促進 

   ・防犯・交通安全・福祉・教育など各分野のＮＰＯと自治会の連携を促進し、組織運営の効率化や

活性化を図ります。 

  (2)  コミュニティ施設の整備 

① 地区集会所の整備支援 

・地域住民の活動拠点となる地区集会所の新設、修繕、耐震補強などに対し助成を行い、自治（町

内）会の経済的負担の軽減を図ります。 

② 活動備品などの整備支援 

・山車の新造や三島囃子の用具購入に対する助成、集会所備品購入に対する補助などを行い、住民

相互のふれあいや交流機会となる祭りやイベントの振興を図ります。 

  ③ 公共施設などの利用促進 

・公民館やコミュニティ防災センターなどの機能充実や学校施設の開放に努め、地域住民の利用促

進を図ります。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 自治会活動への参加 

○ 学校、ＰＴＡ、地元事業者などとの連携 

○ 地域の状況に応じたまちづくりの実践 

○ 三島市自治会連合会との連携 

 

■地域振興事業 

■自治会活動保険補助事業 

■三島市自治会連合会活動等支

援事業 

 

 

■地区集会所施設整備補助事業 

■地区集会所新設補助事業 

■山車新造資金等補助事業 

 

 

〔用語解説〕  

①認可地縁団体 ②ＮＰＯ 
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１ 現状と課題 

・団塊の世代の退職や社会の成熟化などに伴い、市民の社会への貢献意識が高まっています。 

・本市では、福祉や安全対策、産業などのさまざまな分野で、市民、ＮＰＯ、事業者などと行政との協

働によるまちづくりの活動が活発に行われています。 

・三島本町プラザ内にある三島市民活動センターでは、市民活動の拠点として活動の支援を行っており、

ＮＰＯ法人 49 団体、ボランティア団体 171 団体（平成 22 年 9 月 27 日現在）が登録され、登録団体

数は年々増加しています。 

・市内には日本大学と遺伝学研究所総合研究大学院大学があり、これまでにさまざまな分野で大学との

協働によるまちづくりが行われてきました。平成 22 年(2010 年)4 月に順天堂大学保健看護学部が開

校したことにより、大学との協働の取り組みの幅が広がってきました。 

・市民、ＮＰＯ＊、事業者、行政の連携を強化するため、それぞれの情報の共有化が不可欠となってい

ます。 

・ＮＰＯなどから法人設立、運営、人材育成などの活動促進に関する行政からの助言・支援が多く求め

られています。 

・市民との協働によりまちづくりを推進するためには、政策の形成過程において市民や有識者の意見を

積極的に取り入れる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

さまざま分野における市民の活動を活性化し、協働による市民主体のまちづくりを推進すること。 

 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

市民活動センター利用人数 18,393 人 20,000 人 
市民活動センターの会議室などを

利用する人数 

市民活動センターメールマガジ

ン発信件数 
341 件 400 件 

市民活動センターのメールマガジ

ン発信先の数 

パブリックコメントの１案件当

たりの提出件数 
1 件 8 件 

パブリックコメントの１案件当た

りの提出された件数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  市民活動の支援 

① 自主的な市民活動の意識づくり 

第７項 自治システムの充実したまちづくり 

45 市民主体のまちづくりの推進 〈協働〉 

市民活動センターの登録団体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ法人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ98 
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・自主的な市民の活動を一層活発にするため、講習会の開催、ＮＰＯの活動内容の情報提供などに

よりボランティア活動を始めるきっかけづくりや人材育成を進めます。 

② ボランティア活動の支援 

・ボランティアを実践している個人や団体に対し、情報提供や活動する上での相談の実施などによ

り、ボランティア活動を支援します。 

③ 活動の場の提供 

・ボランティアやＮＰＯ、これから活動を始めたい人に対し、市民活動センターの会議室や打ち合

せスペース、印刷機器などを提供し活動を支援します。 

④ ＮＰＯと地域団体との交流 

   ・防犯・交通安全・福祉・教育など各分野のＮＰＯと自治会・子供会・婦人会などの地域で組織さ

れた団体との連携を促進し、組織運営の効率化や活性化を図ります。 

  (2)  協働型まちづくり活動の推進 

① 協働型まちづくりの推進 

・市民、事業者、ＮＰＯ、行政のそれぞれの情報の共有化を図り、4 者のパートナーシップによる

協働型まちづくり活動の体制づくりや環境整備に努めます。 

・アダプトプログラム＊などにより公共空間を美化・清掃する活動を推進し、まちの魅力の向上に

努めます。 

・大学との連携を強化し、大学生の発想と機動力を生かしたまちづくりを推進します。 

② 政策形成への市民参画の推進 

・市の政策形成過程における市民参画を図るため、パブリック・コメント制度により幅広い市民意

見の募集を実施し、誰もが参画できるような計画づくりやまちづくりを推進します。 

・各種審議会委員などへの一般公募による登用を推進します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ ボランティア活動や地域活動への参加 

○ ＮＰＯへの会員登録と活動の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市民活動意識啓発事業 

■ＮＰＯ・ボランティア活動推進

事業 

■市民活動センター管理事業 

 

 

■ＮＰＯ・ボランティア情報発信

事業 

 

〔用語解説〕 

①ＮＰＯ ②アダプトプログラム  
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１ 現状と課題 

・平成 11 年(1999 年)に施行された「男女共同参画社会基本法」に基づき、本市では平成 14 年(2002 年)

に「三島市男女共同参画プラン」（みしまアクションプラン・パート 2）を策定し、性別を問わず誰も

が、職場や学校、地域、家庭などで、それぞれの個性と能力を発揮できる社会を実現するために、各

種施策を推進しています。 

・審議会などの女性委員の割合は、着実に上昇し、平成 22 年度(2010 年度)の県内 23 市の平均登用率

26.4％に対し、本市は 34.2％と高い水準にありますが、人材不足などにより女性の登用が進まない分

野もあります。 

・市民意識調査によると、「男性は仕事、女性は家庭」という固定的な役割分担意識にとらわれない人

の割合は、上昇傾向にありますが、国・県と比べると低い割合となっています。 

・各分野における男女平等感では、「学校教育の場」を除くすべてで「男性優遇」が「男女平等」を上

回り、男女平等の意識の実態は依然として進んでいない状況が続いています。 

・男女のどちらか一方に負担が偏らないように、男女が互いに協力しながら、仕事、家庭生活、地域活

動や趣味など、自分の希望するバランスで実現できるライフスタイルへの転換が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

男女が互いに人権を尊重し責任を分かち合い、個性と能力を発揮しながら支え合う社会を実現するこ

と。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

市の審議会などの女性委員の割

合 
34.2％ 40.0％ 

市の審議会、委員会などの委員に女

性登用した割合 

性別役割分担意識にとらわれな

い人の割合 
31.9％ 45.0％ 

市民意識調査で「男性は仕事、女性

は家庭」という考え方に反対する人

の割合 

 

４ 施策の方向 

 (1) あらゆる分野への男女共同参画の促進 

① 政策・方針決定への女性の参画促進 

・市の政策や方針を決定する審議会などに女性の意見を反映するため、女性の登用の促進に努めま

す。 

② 地域社会での男女共同参画の促進 

第７項 自治システムの充実したまちづくり 

46 男女共同参画の推進 〈男女共同参画〉 

性別役割分担意識にとらわれない人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府男女共同参画局調査、男女共同参画に関する県民

意識調査、市民意識調査 

分野別の男女平等感の調査結果（平成 21 年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民意識調査 

現行計画 Ｐ40 
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・地域活動、市民活動、防災活動などに男女が共に参画し、対等な立場で活動できるような啓発活

動や女性リーダーの育成・支援に努めます。 

③ 国際的視野で取り組む男女共同参画の促進 

・男女共同参画に関する国際社会の動向・情報提供や国際交流事業の支援を通して、国際的視野に

立った男女共同参画意識を養うための機会の充実を図ります。 

  (2) 人権の尊重と男女共同参画の意識づくり 

① 男女共同参画に対する理解の促進 

・社会のあらゆる分野で男女が共に活動しやすい環境をつくるため、実態把握に努めるとともに、

性別役割分担の固定化や性差別を取り除く効果的な広報活動を展開します。 

② 学校教育・保育の場での男女平等の意識づくり 

・子どもたちに固定的な性別役割分担意識が定着することのないよう、発達段階に応じた指導によ

り男女平等の意識づくりに努めます。 

③ 家庭・地域・生涯学習の場での男女共同参画の意識づくり 

・家族の皆が性別にかかわらず、能力に応じて家事・育児・介護を担う意識の啓発に努めます。 

・男女平等の妨げとなる慣習やしきたりなどについて考える機会を提供するとともに、誰もが男女

共同参画の観点に立った学習ができるよう学習環境の充実に努めます。 

  ④ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

・ＤＶ＊（ドメスティック・バイオレンス）の防止と被害者の保護を一層推進するため、ＤＶ防止

基本計画の策定を検討するとともに、市民や事業所などに対して女性に対する暴力防止に向けた

啓発活動を推進します。 

・関係機関との連携により被害者に対する相談・支援体制を強化し、予防や早期発見、早期対応に

努めます。 

  (3) ワーク・ライフ・バランス＊の実現 

①就業環境の改善 

・事業所に対して男女平等の実現や仕事と家庭の両立の支援について啓発するとともに、女性の就

業、再就職、起業を支援するため、知識習得や能力開発の機会の充実に努めます。 

②家庭・生活環境の改善 

・男女が共に家族的責任を果たしながら、仕事と家庭を両立するために、子育て支援サービス、介

護支援サービスの充実に努めます。 

  (4) 生涯を通じた健康で安定した生活の確保 

① 生涯を通じた健康の保持・増進 

・男性とは異なる健康上の問題に直面する女性に対して、心身の健康増進に必要な知識や情報、機

会の提供に努め、人生の段階に応じた健康の保持増進を支援します。 

② 家庭生活の安定と福祉の充実 

・ひとり親家庭や障害のある人、高齢者が生活の安定と自立を図ることができるよう、支援施策の

充実に努めます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 地域活動への男女の積極的な参加 

○ 家庭での家事、育児、介護などへの男女の協力 

○ 事業所によるワーク・ライフ・バランスの実現に向けた協力 

 

■男女共同参画推進事業 

■児童虐待・ＤＶ対策事業(再掲) 

■ワーク・ライフ・バランス推進

事業 

■市立保育園管理運営事業(再

掲) 

 

 

■民間保育園運営支援事業(再

掲) 

■介護サービス事業(再掲) 

■母子保健診査事業(再掲) 

■母子保健教育・相談事業(再掲) 

 

■ひとり親家庭支援事業(再掲) 

■自立支援給付等事業(再掲) 

■障害者雇用推進事業(再掲) 

■介護予防サービス事業(再掲) 

〔用語解説〕 

①ＤＶ ②ワーク・ライフ・バランス  
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１ 現状と課題 

・近年のインターネットや携帯電話などの情報通信技術の発達に伴い、市民のライフスタイルや価値観

の多様化が進み、行政サービスに対する市民の要望がますます高度化・多様化しています。 

・市民の満足度の高い行政運営を進めるためには、市民ニーズの的確な把握が求められています。 

・市の政策や取り組みなどの情報を市民にわかりやすく伝えるために、多くの市民に読まれる広報紙、

聴かれるコミュニティＦＭ放送、最新の情報を掲載したホームページを目指し、行政情報の発信方法

や内容を継続して検討する必要があります。 

・20歳代市民の広報紙閲読率が低いことから、市内の大学との連携や青年団体などからヒアリングする

など若年層のニーズを反映させ、新たな媒体を活用した広報を検討する必要があります。 

・個人情報の保護に十分配慮しながら、積極的に多くの行政情報を迅速に提供していくことが求められ

ています。 

・多くの市民に市議会の活動への関心を持ってもらえるよう、市議会だよりなどの既存のメディアに加

え、インターネットの活用などさまざまな手段により議会情報を提供していく必要があります。 

・市に寄せられる各種相談に的確に対応するため、相談員のスキルアップや庁内の相談体制の充実が求

められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

行政情報を市民にわかりやすく、正確に伝えるとともに、市民からの相談や意見を広く聴くことで、

透明性の確保や市民の意見を生かした市政運営を行うこと。 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

「広報みしま」による市政情報

の提供の市民満足度 
― 70.0％ 

市民の意識調査で「満足している」

と答える人の割合 

市民意見を聞く機会の充実度 ― 60.0％ 
市民の意識調査で「充実している」

と答える人の割合 

市議会のホームページの年間ア

クセス件数 
12,141 件 15,000 件 

インターネットを通じて議会情報

の提供ができた件数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  広報・広聴活動の充実 

① 広報活動の充実  

・市政を市民にわかりやすく伝えるため、広報紙やホームページの内容の充実やコミュニティＦＭ

放送による情報発信、マスコミの活用などあらゆるメディアを通じて広報活動の充実を図ります。 

第７項 自治システムの充実したまちづくり 

47 的確な広報･広聴活動の推進 〈広報・広聴〉 

広報活動の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民相談の推移（市民相談室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ100 

税務 
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相続・ 

登記 

法律 

相談 

市長 

相談 

一般 
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媒体 情報発信の内容

広報みしま
（広報紙）

毎月42,500部、月2回発行
（1，5，8，12月のみ月1回）

ボイス・キュー
（ＦＭ放送）

番組:平日1日5回、土日1日3回
ＣＭ:月100本放送

三島市ホーム
ページ
（インターネット）

447,000件
（平成21年度年間アクセス件数）
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② 広聴活動の推進  

・市民の満足度の高い行政運営を進めるため、市長と各地区の住民や女性との直接対話による広聴

会や市民意識調査・市民提案制度などの実施による広聴活動を推進します。 

・市の政策形成過程において、パブリック・コメント制度＊の実施により、広く市民などから意見

を求め、これを考慮して計画づくりやまちづくりの意思決定を行います。 

③ 統計情報の提供  

・国勢調査をはじめとするさまざまな統計調査の結果をホームページ、図書館、情報公開コーナー

などで公開し、市民にわかりやすい統計情報の提供に努めます。 

④ 行政相談、法律相談の充実  

・市民の日常生活に関わる相談・要望から、法律的な諸問題まで、弁護士、司法書士などの協力を

得るとともに、庁内の連携による迅速な対応や相談員のスキルアップにより相談体制の充実を図

ります。 

  (2)  情報公開と説明責任の確立 

① 情報公開の推進  

・情報公開制度に基づく情報公開や情報公開コーナーの活用による各種審議会の開催情報・結果の

公開はもとより、ホームページなどを活用した積極的な情報提供に努めます。 

② 説明責任の確立  

・市の事務事業の執行やその過程において、市民に十分に説明し、納得が得られるような説明責任

を果たしていきます。 

③ 議会情報の公開  

・市議会だよりによる議会報告のほか、インターネットによる議会生中継や見たいときに見られる

議会録画中継を行うとともに、さまざまな機会・媒体を通じて、市民にわかりやすい議会の情報

の提供に努めます。 

④ 監査結果の公開 

・各種会計の決算審査や各部署の定期監査の結果などをホームページや情報公開コーナーなどで公

開します。 

  (3)  市政功労者等への顕彰 

① 名誉市民・市政功労者の顕彰 

・永年にわたり市政の進展に尽くされた方々の功績をたたえ、顕彰を行うとともに、「広報みしま」

などを通じて周知を図ることにより、市民が市政に参画する気運を醸成します。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○市民提案制度やパブリック・コメント制度を活用した市民意見の提案 

○市長と各地区の住民や女性との直接対話による広聴会への参加 

○議会の傍聴やインターネット中継の視聴 

 

■「広報みしま」広報事業 

■市民カレンダー広報事業 

■コミュニティ FM放送広報事業 

■市民広聴事業 

■基幹統計調査事業 

 

 

■市民相談事業 

■情報公開制度実施事業 

■議会情報提供事業 

■監査結果の公開 

■市政功労等諸表彰事業 

 

〔用語解説〕 

① 一般相談 ②パブリック・コメント制度 
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１ 現状と課題 

・総務省の情報通信白書によると、ＩＣＴ（情報通信技術）＊の発展により平成 21 年(2009 年)末の国内

のインターネットの人口普及率は 78％となり、インターネットが日常生活に定着したといえます。ま

た、携帯電話などのモバイル端末を利用する人も増え、いつでも、どこでも、誰でも利用できるユビ

キタスネットワーク世界＊の実現が進みつつあります。 

・ホームページを活用した行政情報の発信は、重要な情報提供の手段となっているため、掲載情報の充

実を図るとともに、常にすべての人が利用しやすいホームページに改善していく必要があります。 

・インターネットを利用して、多くの人が情報を共有し、コミュニケーションを図ることが活発に行わ

れています。本市では市民自らが市民ポータルサイト＊などを活用し、地域情報の発信を行っている

ため、これをさまざまな分野の活性化につなげていく必要があります。 

・ＩＣＴの普及に伴い、個人情報の漏えいなどが大きな社会問題となっているため適切な情報管理が求

められています。 

・市民の利便性の向上や行政コストの縮減を図る手段として、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した電子

申請、電子入札などの電子自治体の構築が重要となっています。 

・住民票や戸籍などの電子化により、窓口業務の効率化や広域的サービスを進めてきました。さらに市

民の利便性を高めるため、各種証明書の交付方法について調査研究するなど、行政サービスの一層の

充実が必要とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し、わかりやすい行政情報の提供や市民サービスの向上、事務の効

率化を図り、市民の利便性を高めること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 
現状値

(H21) 

目標値

(H27) 
指標の説明 

ホームページの利用上の満足

度 
― 80.0％ 

ホームページを活用したアンケー

ト調査で「利用しやすい」と答え

る人の割合 

電子申請の利用件数 715 件 2000 件 年間の電子申請の利用件数 

IT 推進リーダー人数 91 人 160 人 IT 推進リーダーの累計人数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  総合的な情報化施策の推進 

① 情報化基本計画の推進 

第７項 自治システムの充実したまちづくり 

48 便利な電子市役所の構築 〈電子市役所〉 

全国のインターネットの利用者数と人口普及率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

資料：平成 22 年度情報通信白書 

電子申請の利用状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 Ｐ82 
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・高度情報化社会におけるＩＣＴを活用した施策をまとめた三島市情報化基本計画に基づき、イン

ターネットを利用した市民サービスや市民窓口サービスの向上を計画的に進めます。 

  (2)  インターネットによる市民サービスの向上   

① ホームページによる行政情報の提供 

・本市の行政情報や魅力を全国に発信するため、アクセシビリティ＊に配慮し、ホームページへの

迅速な最新情報の掲載など、情報の充実を図るとともに、情報発信の体制づくりに努めます。 

② 市民活動を支援する情報ネットワークの推進 

・市民団体の情報交流や情報発信、三島に関する旬な情報を発信する市民ポータルサイト、また市

民がインターネット上でコミュニケーションや情報共有を行う三島市地域ＳＮＳの利用の促進

に努めます。 

③ インターネットによる電子申請 

・施設予約や講座申込みなどの電子申請や公共工事などの電子入札の対象の範囲の拡充を図ります。 

  (3)  市民窓口サービスの向上  

① 市民サービスコーナーの充実 

・市民サービスコーナーで交付している証明書の種類の拡大などについて研究し、サービスの向上

を図ります。 

② 証明書交付方法の充実 

・住民票の写しや印鑑登録証明書などについて、迅速に、かつ開庁時間以外でも交付が可能となる

よう、証明書自動交付機の導入などを検討します。 

  (4)  セキュリティ対策 

① 情報セキュリティ対策の強化 

・コンピューターシステムのセキュリティ対策を行うとともに、職員の情報セキュリティに対する

意識の向上を図ります。 

・市が管理する情報の漏えいや滅失などの事故を起こさないために、適切な情報管理を行う体制や

手順の見直しを継続的に行っていきます。 

・市民が管理する個人情報の漏えいを防止するため、ホームページなどを通じて情報管理に対する

意識啓発を図ります。 

(5)  職員の知識・能力の向上  

① ＩＴ推進リーダーの育成 

・コンピューターを活用した業務の効率化を図るため、各部署の情報化推進のリーダーとなるＩＴ

推進リーダーを育成していきます。 

② ホームページコーディネーターの育成 

・利用しやすいホームページの作成技術や意識の向上を図るため、職員に対しホームページコーデ

ィネーター研修を実施していきます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 市民ポータルサイトなどを活用した地域情報の発信 

○ 電子申請の積極的な利用 

○ 市民にわかりやすく、利用しやすい新たな電子市役所サービスの提案 

 

 

■情報化基本計画推進事業 

■基幹業務システムの最適化事

業 

■ホームページ運営事業 

■ｅコミュニティまちづくり推

進事業 

 

 

■電子申請運営事業 

■中郷文化プラザ市民サービス

コーナー運営事業 

■北上文化プラザ市民サービス

コーナー運営事業 

■証明書自動交付機導入等検討

事業 

 

 

■セキュリティ対策事業 

■IT推進リーダー育成事業 

 

〔用語解説〕 

①ＩＣＴ（情報通信技術）②ユビキタスネットワーク世界 ③市民ポータルサイト ④アクセシビリティ  
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１ 現状と課題 

・国の地域主権改革の推進に伴い、地方自治体では政策的にも財政的にも自立した経営を行っていくこ

とが強く求められています。 

・本市では職員数の適正管理に基づく人件費の削減をはじめ、積極的な行財政改革に取り組んできたこ

とにより財政状況は黒字決算を維持しています。しかし、歳入の根幹をなす市税収入は平成 20 年度

(2008 年度)をピークに大幅に減少しているなか、市債残高は年々増加しており、歳出は社会保障の関

係経費が今後も増加する見込みであるため、引き続き厳しい財政状況が続くと予想されています。 

・今後、一層の市民サービスの向上が求められているため、徹底した経費の縮減や効果的な財源配分を

行う必要があります。 

・市民文化会館や市民体育館をはじめとする公共施設において、積極的に指定管理者制度を導入し、民

間委託などを行ってきましたが、引き続き民間活力を活用していく必要があります。 

・公共工事のコスト削減や質の向上を目指して、トータルコストを考慮した設計や、適正かつ厳正な工

事監理や検査を実施する必要があります。 

・公有財産を適正に管理し、その効率的な利活用を図ることが求められています。 

・現庁舎は、本館や別館などに分散されていることから、多様化する市民サービスへの対応や事務の効

率化などの問題を抱えています。施設の老朽化が進むなか、新庁舎の建設を含めて検討・研究を進め

ることが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

中長期的視野に基づく、適正で持続可能な財政運営を図り、市民ニーズに的確に対応すること。 

 

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

経常収支比率 84.0％ 79.0％ 

市税などの経常的一般財源＊を人件

費や扶助費、公債費など経常的に支

出される経費に充当した割合 

市税収納率 92.3％ 93.6％ 

市税（国民健康保険税を除く。）の

収納見込額に対し実際に収納され

た割合 

 

第７項 自治システムの充実したまちづくり 

49 適正で持続可能な財政運営 〈財政運営〉 

市税の収入額と収納率の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

現行計画 Ｐ102 
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４ 施策の方向 

  (1)  計画的な財政運営 

① 健全な財政運営の推進  

・中長期的視野に基づいた健全な財政運営を推進し、財政状況を定期的に公開し透明性の高い予算

執行に努めます。 

② 安全・効率的な公金の管理・運用  

・最も有利かつ確実な公金の運用に努めるとともに、適正で効率的な出納の執行や物品などの管理

を行います。 

③ 民間活力の活用  

・公共施設の指定管理者制度の効果的運用や民間委託の推進などにより、民間活力を積極的に活用

します。 

  (2)  市税の適正な賦課と収納率の向上 

① 市税の適正な賦課 

・納税義務者の信頼と理解を得られる適正な税の賦課を行います。 

② 収納率の向上と納税の公平性の確保  

・納税意識を高める啓発活動や口座振替の推進、適切な税負担能力の把握により収納率の向上を図

るとともに、長期滞納者や高額滞納者などの納税意識の低い滞納者については、インターネット

公売の活用など適切な滞納処分を行います。 

  (3)  公共事業のコスト削減と質の向上 

① 電子入札の推進  

・県下自治体と電子入札システムを共同利用し、事務効率の向上や運用経費の抑制を図ります。ま

た、電子入札の機能の拡充を図り、公正で競争性、透明性の高い入札を推進します。 

② 公共工事の質の向上  

・市民のニーズを踏まえ、経済性のある設計、適切な工事監理、適正かつ厳正な検査、請負業者へ

の的確な指導などにより、効率的な施工を確保し、コストの縮減と品質の向上を図ります。 

  (4)  公有財産の適正管理 

① 公有財産の適正管理 

・公有財産を適正に管理するため新たな公有財産台帳システムを活用し、適正な財産管理と効率的

な利活用に努め、未利用の普通財産については、処分を含めた利活用を図ります。 

② 新庁舎建設の検討・研究 

・新庁舎建設の必要性や基本的な考え方、建設する場合の庁舎機能や規模、場所などについて調査・

研究を行うとともに、事業手法の研究や建設基金の積立に努めます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 無駄な事業、必要な事業に対する市民目線での提案 

○ 市民・ＮＰＯ・事業者による公共サービスの提供者としての参加 

 

 

■財政運営事務 

■指定管理者制度推進事業 

■市税賦課事務 

■収税特別対策事業 

■滞納整理回収事業 

■静岡地方税滞納整理機構推進

事業 

 

 

■電子入札推進事務 

■公共工事検査事務 

■三島市優良工事表彰事業 

■財産管理事務 

■庁舎維持管理事務 

■庁舎建設基金積立事業 

 

〔用語解説〕 

① 市債残高 ② 経常的一般財源  
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１ 現状と課題 

・近年の厳しい財政状況により徹底した行財政改革や効率的・効果的な行政運営を進める必要があり、

市民目線に立った、市民の満足度の高い行政サービスを提供する必要があります。 

・本市では、昭和 60 年(1985 年)に全国に先駆けて行政改革大綱を定め、平成 18年(2006 年)3 月には新

たな行政改革大綱を策定し、財政の健全化と簡素で効率的な行政運営に努めてきました。 

・行政評価システムについて、平成 13年度(2001 年度)に導入の試行期間を経て、平成 15年度(2003 年

度)から本格的に導入し、効率的な行政運営に努めてきました。 

・中長期的な視点に立った計画的な行政運営を進めるため、より一層の総合計画と行政評価・予算が連

動した行財政運営が必要となっています。 

・職員の能力・資質の向上や組織全体の活性化を図るため、平成 19 年(2007 年)9 月に三島市人材育成

基本方針を定めるとともに、平成 20 年度(2008 年度)からはより適正な人事管理を目指した人事評価

制度の導入に向けて制度を構築してきました。 

・市民にとってわかりやすい行政機構づくりに努め、組織をスリム化、効率化していく必要があります。 

・庁内の事務事業のＯＡ化などにより、住民窓口業務や内部事務の効率化や改善を継続して実施する必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

無駄のない、効率的、効果的な行政運営を図ること。 

   

３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

集中改革プランの重点目標の指

標の達成率 

(H20 年度) 

40.0％ 
100.0％ 

集中改革プランの各年度の重点目

標の指標に対する達成率 

 

４ 施策の方向 

  (1)  総合的・計画的な行政運営 

① 総合計画に基づく行政運営 

・本市の総合的で計画的な行政運営を示した総合計画に定められた将来都市像を実現するため、体

系に基づき各施策を実施するとともに、予算・行政評価との連動が図られた行政運営を実施しま

す。 

  (2)  効果的・効率的な行政運営 

① 行政改革大綱に即した取り組み 

・本市の行政改革大綱に掲げる基本方針を実現するため、実施計画である集中改革プランに基づき

第７項 自治システムの充実したまちづくり 

50 効率的・効果的な行政運営 〈行政運営〉 

正規職員数の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年 4月 1日現在の人数 

 

現行計画 Ｐ78・Ｐ102 

947 924 906 867 844
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行政改革の具体的方策に取り組んでいきます。 

② 効果的な行政機構の編成 

・民間委託などの推進を図りつつ、多様化する市民ニーズに対応した簡素で効率的な行政機構の編

成を図ります。 

③ 効果的な行政評価の運用 

・総合計画に掲げる目的・目標を実現するため、行政評価により各施策の目的を達成する手段を明

確化するとともに、各施策の進行管理や業務の改善を図ります。 

④ 事務事業のＯＡ化の推進  

・コンピューター化できる業務については、積極的に改善し、効率的で合理的な事務手続きを推進

します。 

  (3)  適正な人事管理と人材育成 

① 適正な人事管理 

・組織を活性化させるため、業務量に見合った職員数を配置することや、職員と組織全体の能力を

向上させる人事評価制度を活用することなど、適正な人事管理に努めます。 

② 職員研修の充実と人材育成 

・常に時代の要請に沿ったテーマを職員研修に取り上げるとともに、効果の高い研修を実施し、職

員の資質向上に努めます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 無駄な事業、必要な事業に対する市民目線での提案 

○ 行政改革の進捗状況に対する意見の提言 

 

 

 

 

 

 

■総合計画推進事業 

■行政改革推進事業 

■行政評価推進事業 

■事務事業ＯＡ化事業 

 

 

■人事管理事務 

■人事評価制度推進事業 

■職員研修事業 

 

〔用語解説〕 

 

113



 

 

 

 

 

１ 現状と課題 

・交通網の整備や近隣市町への大型ショッピングセンターの開業などによって、市民の生活圏が拡大し

ていることに伴い、広域的な行政施策への市民ニーズが高まっています。 

・平成の大合併が平成 21 年度(2009 年度)末で一区切りとなったことに加え、地域主権改革の推進や道

州制＊の導入に関する検討が進められていることなどにより、広域連携の重要性はますます高まって

います。 

・これまで本市では、三島函南広域行政組合、三島市・伊豆市及び伊豆の国市電算センター協議会、富

士箱根伊豆交流圏市町村ネットワーク会議をはじめとしたさまざまな分野で県内外の市町と連携し

た広域行政を行ってきました。 

・今後、より一層、健康、福祉、防災対策、都市機能、観光など、さまざまな分野で行政区域を越えた

市町が連携し、行政サービスや地域の魅力を向上させるとともに、効率的な行政運営を進める必要が

あります。 

・広域道路網の整備や河川改修などを早期に実現し、地域全体の活力の向上を図っていくため、より一

層、国・県との連携を進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的 

市域を越えた行政サービスの向上と課題の解決に取り組み、広域的な視点に立ったまちづくりを進め

ること。 

 

第７項 自治システムの充実したまちづくり 

51 広域行政の推進 〈広域行政〉 

本市が参加している主な団体・組織等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年 3月末現在 

現行計画 Ｐ104 

三島函南広域行政組合 三島市、函南町
富士箱根伊豆交流圏市町村ネットワー
ク会議

3県 14市19町4村

三島市、伊豆市及び伊豆の国市電算
センター協議会

三島市、伊豆市、伊豆
の国市

静岡県東部地区家庭児童相談室連絡
協議会

県東部11市

三島市外三ケ市町箱根山林組合
三島市、裾野市、清水
町、長泉町

駿豆地区障害者生活支援事業連絡会 県東部3市3町

東海道五十三次市区町災害時相互応
援に関する協定

1都6県の1区14市5町

駿東伊豆地区消防救急広域化研究協
議会

県東部8市8町

箱根山御山組合
三島市、函南町、清水
町

静岡県東部地域コンベンションビュー
ロー

県東部6市4町

箱根山殖産林組合
三島市、函南町、清水
町

伊豆観光推進協議会 県東部7市6町

箱根山禁伐林組合
三島市、函南町、清水
町

東駿河湾環状道路整備促進期成同盟
会

県東部3市3町

静岡県後期高齢者医療広域連合 県内の全市町 黄瀬川地域地下水利用対策協議会
三島市、沼津市、清水
町、長泉町

静岡地方税滞納整理機構 静岡県・県内の全市町
駿豆地区広域市町ごみ処理問題検討
会

県東部8市4町

東部社会教育振興協議会 県東部9市10町

富士・沼津・三島三市博物館連絡協議
会

三島市、沼津市、富士
市

三島市外五ケ市町箱根山組合

三島市、裾野市、清水
町、長泉町、伊豆の国
市、函南町、清水町、
長泉町

沼津市、三島市、裾野市、長泉町及び
清水町消防通信指令施設運営協議会

三島市、沼津市、裾野
市、長泉町、清水町
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３ 目標（指標） 

指標名 現状値(H21) 目標値(H27) 指標の説明 

他市町との災害時相互応援協定
＊締結の件数 

86 件 90 件 
他市町と災害時相互応援協定を締

結している件数 

市内で他市町の証明書の交付が

できる場所の数 
1 箇所 3 箇所 

市内で他市町の証明書の交付がで

きる場所の数 

 

４ 施策の方向 

  (1)  近隣市町との連携強化 

① 広域行政体制の充実、強化 

・既存の広域組織を構成する市町との連携を強化し、効率的で効果的な共同処理のあり方など、広

域行政体制の充実・強化に努めます。 

② 広域行政サービスの推進 

・生活圏の拡大に応じた施設の相互利用や住民票や戸籍証明書の発行など広域的な行政サービスに

ついて関係市町と共同で推進するとともに、更なる調査・研究を進めます。 

   ③ 新たな連携方策の研究 

   ・消防救急広域化をはじめ地域全体の発展や行政課題の克服につながる新たな広域連携のあり方に

ついて検討を進めます。 

・地域主権改革の進展に対応できるようにするため、国・県の動向を注視しながら政令指定都市＊

や道州制に関する研究を進めます。 

(2)  国・県との連携強化 

① 道路整備・河川改修の促進 

・国・県が事業主体となっている道路整備や河川改修について、関係機関・団体との連携を深めな

がら早期実現を図ります。 

② 情報の収集と提供 

・国・県からの情報を迅速・的確に収集するとともに、関係機関へ各種制度の創設・改正情報など

の提供に努めます。また、市民生活に影響の大きい情報について、市民への的確な情報提供や市

民意見の把握に努めます。 

 

５ 主要事業 

 

６ 協働の取り組み（自ら実践、まちづくりに参加・協力しましょう） 

○ 広域行政サービスの提案 

○ 近隣の市町の事業や行事に関心を持ち、広域連携を生かした新たな取り組みの提案 

 

■三島函南広域行政組合事業 

■三島市、伊豆市及び伊豆の国市

電算センター協議会事業 

■沼津夜間救急医療センター事

業（再掲） 

■駿豆地区広域窓口サービス事

業 

 

 

■消防救急広域化検討事業（再

掲） 

■広域連携調査研究事業 

■東駿河湾環状道路ほか国道・県

道整備促進事業（再掲） 

 

〔用語解説〕 

①道州制 ②災害時相互応援協定 ③政令指定都市 
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